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鹿児島県がん対策推進計画

令和６年３月

鹿 児 島 県



ご あ い さ つ

我が国では，生涯のうちに約２人に１人ががんに罹患すると推計されています。本県では，県
り

民の死亡原因の第一位はがんであり，平成16年以降，毎年５千人を超える方々が亡くなられてい

ます。がん患者とその家族は，がんと診断された当初から，身体的苦痛のみならず，精神心理的

な面や，社会生活面などにおいて様々な苦痛に直面しておられます。

このようにがんは県民の生命や健康にとって重大な課題であり，がんを他人事ではない身近な

ものとしてとらえる必要があることから，すべての県民が，がんを正しく理解し，がんと向き合

い，がんに負けることのない社会の実現を目指して，平成20年度に「鹿児島県がん対策推進計画」

を策定し，これまで総合的かつ計画的にがん対策に取り組んでまいりました。

このたび，平成30年度の改定から６年が経過したことから，これまでの計画の達成状況や，令

和５年３月に改定された国の「がん対策推進基本計画」等を踏まえ，「共に支え合い，誰一人取

り残さないがん対策を推進し，すべての県民とがんの克服を目指す」を理念に掲げ，令和６年度

から令和11年度までを計画期間とする新たな「鹿児島県がん対策推進計画」を策定しました。「が

ん予防」，「がん医療の充実」，「がんとの共生」を３つの柱に，がん罹患率・がん死亡率の減少

及びすべてのがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上を目指します。また，がん患者を含

めた県民や医療従事者，医療保険者，事業者，関係団体及び行政等が一体となって，がん対策に

ついての具体的な取組を推進してまいります。

終わりに，本計画の策定に当たり，貴重な御意見をいただきました鹿児島県がん対策推進協議

会及び鹿児島県がん対策推進計画策定ワーキンググループの委員の皆様をはじめ，がん患者会や

医療関係者の方々に心から感謝を申し上げます。

令和６年３月

鹿児島県知事 塩田 康一
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第１章 はじめに

１ 計画の目的

がんは，本県において昭和58年から死亡の最大原因を占めており，令和４年のがんによる死亡

者数は5,318人で，全死亡者の約22％となっています。

また，がんは加齢により発症リスクが高まることから，全国より高齢化が進んでいる本県にお

いては，今後ますます死亡者の増加が見込まれます。

このように，がんは県民の健康の増進及びＱＯＬ（生活の質）の維持向上に関して大きな課題

となっていることから，「鹿児島県がん対策推進計画」（以下「推進計画」という。）は，本県の

がん対策の更なる充実はもとより，がん対策の基本的事項を定めて，がん対策を総合的かつ計画

的に推進することを目的とします。

２ 計画の策定

県は，がん対策基本法（平成18年法律第98号。以下「基本法」という。）第12条第１項の規定

により，国の「がん対策推進基本計画」（以下「基本計画」という。）に基づき，本県における

がんの現状及びがん対策の状況等を踏まえて，平成20年度から平成24年度までの５年間を計画期

間とした第１期推進計画を平成20年３月に策定しました。

その後，平成25年３月に第２期推進計画を，平成30年３月に第３期推進計画（以下「前計画」

という。）を策定し，「科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実」，「患者本位のがん医療

の実現」及び「尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築」を目指し，がん診療連携拠点病院等

の機能強化や，がんと診断された時からの緩和ケアの推進，相談支援体制の整備など，各種施策

を推進するとともに，たばこ対策などのがんの予防や，がん検診によるがんの早期発見の推進に

取り組んできました。

前計画の計画期間は平成30年度から令和５年度までとなっており，少子高齢化・人口減少とい

う今後の人口動態の変化の中で，質の高いがん対策を持続可能とするためには，役割分担や連携

の強化等が重要であり，また，治療を継続しながら，社会生活を送るがん患者が増加する中で，

治療に伴う外見変化に対するサポート等を含めたがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上

など，更なる対策の充実が求められていることから，本県保健医療施策の総合的な基本指針であ

る「鹿児島県保健医療計画」及び県民全体で支え合う健康づくりの指針である「健康かごしま21

（令和６年度～令和17年度）」等の関連計画と整合性を図り，令和６年度から令和11年度までを

計画期間とする新たな推進計画を策定しました。

今後は，第４期推進計画に基づき，国，県及び市町村，がん患者を含めた県民，医療従事者，

医療保険者，事業主，患者団体を含めた関係団体等（以下「関係者等」という。）が一体となっ

てがん対策に取り組み，がん患者を含めた県民が，様々ながんの病態に応じて，安心かつ納得で

きるがん医療や支援を受けられる体制を構築します。
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第２章 計画策定の背景

１ がん対策基本法

がんは，我が国において昭和56年から死因の第１位であり，令和４年には年間約38万６千人が

亡くなっており，また，国立がん研究センターのがん統計によると，生涯のうちに約２人に１人

ががんにかかると推計されています。

我が国のがん対策は，昭和59年に策定された「対がん10カ年総合戦略」等に基づき取り組まれ

てきましたが，より一層の充実を図るため，がん対策に関し，基本理念を定め，国，地方公共団

体，医療保険者，国民及び医師等の責務を明らかにし，並びにがん対策の推進に関する計画の策

定について定めるとともに，がん対策の基本となる事項を定めるがん対策基本法が平成19年４月

１日に施行され，平成28年に一部改正されています。

（１）基本理念

・がん研究の推進，予防・診断・治療技術の向上や研究成果の普及等

・がん患者の居住地域における科学的知見に基づくがん医療の享受

・がん患者の意向により治療方法が選択可能な医療提供体制の整備

・がん患者が尊厳を保持しつつ安心して暮らせ，円滑な社会生活を営める社会環境の整備

・それぞれのがんの特性への配慮

・保健，福祉，雇用，教育その他の関連施策との有機的な連携に配慮した総合的な実施

・国，地方公共団体，医療保険者，医師，事業主，学校，民間団体等その他関係者の相互に密接

な連携の下での実施

・がん患者の個人情報の保護についての適正な配慮

（２）基本的施策

・がんの予防及び早期発見の推進

・がん医療の均てん化の促進等

・研究の推進等

・がん患者の就労等

・がんに関する教育の推進
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【がん対策基本法】

２ 国のがん対策推進基本計画

国の基本計画は，基本法第10条第１項の規定に基づき政府が策定するものであり，がん対策の

総合的かつ計画的な推進を図るため，がん対策の基本的方向について定めるとともに，都道府県

がん対策推進計画の基本となるものです。

平成30年に策定された第３期計画から６年が経過し，新たな課題も明らかになっていたことか

ら見直しが行われ，令和５年３月に，令和５年度から令和10年度までの６年間を計画期間とした

計画が策定されました。

がん対策基本法（平成１８年法律第９８号）
（平成１８年６月成立，平成１９年４月施行，平成２８年１２月改正・施行）

がん対策を総合的かつ計画的に推進

基
本
的
施
策

が
ん
対
策
推
進
協
議
会

厚生労働大臣
がん対策推進基本計画案の作成

国

がん対策推進基本計画
（少なくとも６年ごとに検討を加える）

閣議決定・国会報告

意見

連携

地方公共団体

都道府県

都道府県がん対策推進計画
がん医療の提供の状況等を

踏まえ策定

国

民

第一節：がんの予防及び早期発見の推進

第二節：がん医療の均てん化の促進等

○ がんの予防の推進
○ がん検診の質の向上等

○ 専門的な知識及び技能を有する医師その他の
医療従事者の育成，医療機関の整備等

○ がん患者の療養生活の質の向上
○ がん医療に関する情報の収集提供体制の整備等

第三節：研究の推進等

○ がんに関する研究の促進並びに研究成果の活用
○ 罹患している者の少ないがん及び治癒が特に困

難であるがんに係る研究の促進 等

第四節：がん患者の就労等

○ がん患者の雇用の継続等
○ がん患者における学習と治療との両立
○ 民間団体の活動に対する支援

第五節：がんに関する教育の推進

○ 学校教育等におけるがんに関する教育の推進

【国の基本計画（令和５年度～10年度）の分野別目標】

・ 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実

～がんを知りがんを予防すること，がん検診による早期発見・早期治療を促すこ

とで，がん罹患率・がん死亡率の減少を目指す～

・ 患者本位で持続可能ながん医療の提供

～適切な医療を受けられる体制を充実させることで，がん生存率の向上・がん死

亡率の減少・全てのがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上を目指す～

・ がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

～がんになっても安心して生活し，尊厳を持って生きることのできる地域共生社

会を実現することで，全てのがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上を

目指す～
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*1 悪性新生物：悪性腫瘍のことで，一般的に「がん」として広く用いられています。このうち，皮膚の

表皮，消化管の粘膜，肝臓等の上皮性細胞から生じた悪性腫瘍を癌腫と呼び，繊維肉腫，骨肉腫，筋肉

腫等の非上皮性細胞からなる悪性腫瘍を肉腫と呼びます。

*2 年齢調整死亡率：年齢構成の異なる地域間で死亡状況の比較ができるように年齢構成を調整した死亡

率です。年齢調整死亡率の基準人口は「昭和60年モデル人口」です。

第３章 本県におけるがんの現状と取組

１ がんの状況

（１）がんの死亡状況

①死亡者数，死亡率の推移

○ 令和４年の本県のがんによる死亡者数は5,318人で，全死亡者数の約22％を占めており，

死亡原因の第１位となっています。

○ 死亡率（人口10万対）をみると，40年以上にわたり増加傾向にあり，平成24年から令和４

年の10年間で約５％増加しています。

【本県のがんによる死亡者数，死亡割合の推移】 （単位：人／％）

［人口動態統計］

【本県のがんによる死亡率（人口10万対）の推移】

*1
［人口動態統計］

②年齢調整死亡率

○ 年齢調整死亡率
*2
(75歳未満)は，平成24年から令和４年の過去10年間では男性が約25％，

女性が約11％減少しています。男女別でみると，男性は大きく減少し，改善してきています。

女性も減少していますが，近年は横ばい傾向となっています。

○ 平成29年と令和４年を比較すると，男性が8.5％減少，女性が0.2％増加しています。

昭55年 平2年 平17年 平24年 平29年 平30年 令1年 令2年 令3年 令4年

悪性新生物＊1 166.0 205.7 288.7 326.0 325.9 330.5 330.4 339.8 341.7 343.1
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*1 ＳＭＲ（標準化死亡比）：全国の年齢構成ごとの死亡率を本県の人口構成に当てはめて算出した期待死

亡数と実際の死亡数を比較するものです。各年代の中間年の全国値をそれぞれ基準死亡率として，全国

を100とし，100を超えれば死亡率が高い，小さければ低いと判断されます。

【本県及び全国の75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）の推移】

［国立がん研究センターがん情報サービス］

③ＳＭＲ（標準化死亡比）
*1

○ がんのＳＭＲは，男女ともに全国平均より低い数値で推移しています。

【本県の主要死因別のＳＭＲ（標準化死亡比）】 （全国：100）

疾患別 性別 ＳＭＲ ＳＭＲ ＳＭＲ ＳＭＲ

(平26-平30年) (平27-令元年) (平28-令2年) (平29-令3年)

悪性新生物 男性 91.3 89.4 96.8 96.7

（がん） 女性 92.3 91.6 94.5 94.6

心疾患 男性 87.0 86.3 99.1 98.7

女性 95.4 95.1 104.9 105.5

脳血管疾患 男性 104.1 100.4 112.0 110.3

女性 111.9 110.0 115.1 113.6

［健康増進課調べ］

（２）主な部位別の死亡状況

①死亡者数，死亡率の推移

○ 本県における令和４年の主な部位別のがん死亡者数（男女計）は，肺がん1,015人，大腸

がん723人，膵がん542人，胃がん418人，肝がん379人，白血病255人，前立腺がん215人，乳

がん186人，食道がん157人，子宮がん105人となっています。

○ 過去10年間の死亡率（男女計）の推移をみると，肺がん，大腸がん，膵がん，白血病は増

加傾向にあり，胃がん，肝がんは減少傾向にあります。

また，前立腺がん，乳がん（女性），子宮がんも増加傾向にあります。

- 5 -



【本県の男女別・部位別死亡者数（令和４年）<降順>】 （単位：人）

［人口動態統計］

【本県の部位別死亡率（人口10万対）の年次推移】

［人口動態統計］
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【本県の男女別・部位別死亡率（人口10万対）の年次推移】

［人口動態統計］
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②年齢階級別死亡状況

○ 年齢階級別にみると，全体では，80歳代が1,799人で約34％，70歳代が1,474人で約28％を

占めており，70歳代以上が4,269人で約80％を占めています。

○ 胃がん，大腸がん，肺がんは，60歳代から増加しています。また，胃がんの約33％，大腸

がんの約29％，肺がんの約33％を80歳代が占めています。

○ 乳がん（女性）及び子宮がんは40歳代の比較的若い世代から死亡者が増加しており，50歳

代までの死亡者が，乳がん(女性)では約19％，子宮がんでは約24％を占めています。

○ 前立腺がんは70歳代以上で約91％を占めており，死亡者のほとんどが高年齢となっていま

す。

○ 白血病は10歳未満から死亡者が出ており，特に60歳代以上で多くなっています。

【本県の部位別・年齢階級別がん死亡数（令和４年）】 （単位：人）

［人口動態統計］

【本県の部位別・年齢階級別がん死亡率（令和４年）】

性別
10歳
未満

10～
19歳

20～
29歳

30～
39歳

40～
49歳

50～
59歳

60～
69歳

70～
79歳

80～
89歳

90～
99歳

100歳
以上

総数

計 2 3 5 19 79 212 729 1,474 1,799 958 38 5,318
男性 1 3 1 9 33 111 461 1,020 1,026 373 6 3,044
女性 1 0 4 10 46 101 268 454 773 585 32 2,274

計 0 0 0 3 6 8 59 118 138 82 4 418
男性 0 0 0 0 3 5 45 89 91 23 1 257
女性 0 0 0 3 3 3 14 29 47 59 3 161
計 0 0 0 4 11 33 113 180 212 166 4 723
男性 0 0 0 2 6 20 71 113 106 49 0 367
女性 0 0 0 2 5 13 42 67 106 117 4 356
計 0 0 1 0 1 15 42 112 135 68 5 379
男性 0 0 0 0 1 12 31 84 86 33 1 248
女性 0 0 1 0 0 3 11 28 49 35 4 131
計 0 0 0 0 5 34 136 318 336 180 6 1,015
男性 0 0 0 0 3 27 102 243 217 97 1 690
女性 0 0 0 0 2 7 34 75 119 83 5 325

乳がん 女性 0 0 0 0 9 27 36 29 48 33 3 185
子宮がん 女性 0 0 1 4 10 10 21 22 24 13 0 105
前立腺がん 男性 0 0 0 0 0 2 17 58 92 45 1 215

計 1 1 1 2 3 10 32 79 98 28 0 255
男性 0 1 0 2 3 4 22 49 57 11 0 149
女性 1 0 1 0 0 6 10 30 41 17 0 106

白血病

主
な
内
訳

全がん

胃がん

大腸がん

肝がん

肺がん
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［人口動態統計］

③部位別の年齢調整死亡率（75歳未満）

○ 年齢調整死亡率(75歳未満)は，男女ともこの10年間では減少傾向にあります。

○ 令和４年について全国と比較すると，肝がん，子宮がん，前立腺がん及び白血病が高くな

っており，特に，白血病については，全国値の約1.5倍（男性1.6倍，女性1.7倍）となって

います。

○ 大腸がんについては全国と同程度で，胃がん，肺がん及び乳がんについては，全国と比較

して低くなっています。

【本県及び全国の男女別・部位別の75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）】

［国立がん研究センターがん情報サービス］

平成24年 平成29年 令和４年 平成24年 平成29年 令和４年

計 82.4 70.4 66.8 81.3 73.6 67.4

男性 109.7 90.2 82.5 104.6 92.5 81.1

女性 57.7 51.4 51.5 60.1 56.4 54.9

計 8.7 4.8 4.7 10.5 8.2 6.2

男性 11.8 6.1 6.4 15.5 12.0 9.0

女性 5.8 3.5 3.0 5.9 4.6 3.7

計 10.2 9.4 9.7 10.5 10.2 9.7

男性 14.7 12.5 12.3 13.6 13.2 12.4

女性 6.0 6.5 7.2 7.7 7.4 7.2

計 7.4 5.3 4.0 6.4 4.6 3.5

男性 12.8 8.7 6.1 10.5 7.5 5.7

女性 2.4 2.1 2.0 2.7 1.8 1.5

計 13.2 12.6 11.3 14.8 13.1 11.9

男性 20.8 20.2 17.8 23.3 20.8 18.4

女性 6.2 5.4 5.1 6.9 6.0 5.8

乳がん 女性 9.5 8.9 8.2 10.2 10.7 10.4

子宮がん 女性 6.0 5.6 6.0 4.6 4.8 5.1

前立腺がん 男性 2.6 2.4 2.8 2.4 2.3 2.1

計 4.6 4.1 3.4 2.3 2.2 2.2

男性 6.0 5.0 4.4 3.0 2.9 2.8

女性 3.3 3.2 2.5 1.7 1.6 1.5

白血病

大腸がん

鹿児島県 全国

肺がん

全がん

胃がん

肝がん
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④部位別のＳＭＲ（標準化死亡比）

○ ＳＭＲでは，胃がんが男性69.4，女性73.1と全国に比べて非常に低く，乳がん（女性）に

ついても82.9と低くなっていますが，子宮がん107.5については全国に比べて高くなってい

ます。

【本県の部位別のＳＭＲ（標準化死亡比）】

［健康増進課調べ］

（３）二次保健医療圏別の死亡状況

○ 全がんのＳＭＲについて二次保健医療圏別にみると，男性では熊毛圏域（107.2），奄美圏域

（106.8），南薩圏域（100.3）が全国より高いですが，他の圏域は全国より低くなっていま

す。女性では，全圏域で全国より低い状況となっています。

○ 部位別のＳＭＲをみると，胃がんでは，男性は全圏域で全国より低い状況となっており，女

性は熊毛圏域で全国より高くなっています。

○ 大腸がんでは，男性は奄美，川薩圏域で全国より高く，女性は熊毛圏域で全国より高くな

っています。

○ 肺がんでは，男性は熊毛，奄美，川薩，南薩圏域で全国より高く，女性は，出水，熊毛，肝

属圏域で全国より高くなっています。

○ 乳がんでは全圏域で全国より低くなっており，子宮がんでは半数以上の圏域で全国より高

くなっています。

【本県の二次保健医療圏別の標準化死亡比（ＳＭＲ：平成29年－令和３年）】

［健康増進課調べ］

部位別

性別 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

ＳＭＲ
(平成29－令和3年)

82.993.9 93.4

子宮
がん

大腸がん 乳がん
(女)

肺がん

73.1

胃がん

69.4 107.592.2 91.5

全がん

96.7 94.6

乳がん 子宮がん

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 女性 女性
鹿児島 94.4 96.5 63.9 76.4 93.8 96.9 89.4 90.4 87.2 104.7
南薩 100.3 92.8 76.3 50.1 85.1 98.4 102.4 94.3 84.4 99.9
川薩 98.6 92.5 63.8 75.9 103.3 83.8 102.7 93.8 83.8 117.8
出水 96.9 82.7 70.6 55.3 78.3 70.5 93.7 111.9 77.6 105.1

姶良・伊佐 93.3 95.4 60.0 78.8 74.0 92.7 94.1 93.7 82.1 105.8
曽於 97.9 95.8 84.3 73.1 93.7 91.1 90.1 65.6 87.7 149.1
肝属 93.7 96.4 75.2 71.6 93.1 85.9 86.5 101.6 78.3 123.3
熊毛 107.2 98.6 90.6 101.8 99.3 103.6 107.1 108.5 65.5 75.0
奄美 106.8 88.6 82.0 75.8 121.1 88.7 104.0 93.3 70.8 89.1
全体 96.7 94.6 69.4 73.1 92.2 91.5 93.9 93.4 82.9 107.5

全がん 胃がん 大腸がん 肺がん
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【ＳＭＲ：全がん】 【ＳＭＲ：胃がん】

【ＳＭＲ：大腸がん】 【ＳＭＲ：肺がん】

【ＳＭＲ：乳がん，子宮がん】
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（４）がんの罹患状況

①罹患数

○ 本県の令和元年のがん罹患数は，全国がん登録によると，男性7,606人，女性5,885人，総

数13,491人となっており，増加傾向にあります。

○ 部位別では大腸（1,978人）が最も多く，次いで肺（1,726人）となっています。

男女別にみると，男性は前立腺が最も多く，次いで大腸，肺の順になっています。女性で

は乳房が最も多く，次いで大腸，肺の順になっています。

【本県のがん罹患数の推移】

※ 平成27年までは地域がん登録による。 ［地域がん登録・全国がん登録］

【本県の主ながんの罹患数（性・部位別）（令和元年）】 （単位：人）

※ 総数は男女及び性別不詳の合計。 ［全国がん登録］

②年齢調整罹患率

○ 令和元年の本県の全がん年齢調整罹患率（男女計）（人口10万対）は381.7と全国の387.4

より低くなっており，その推移をみると，平成30年までは減少傾向にありましたが，令和元

年は増加しています。

○ 部位別にみると，男女計では大腸がん（52.8）が最も高く，男女別では，男性は前立腺が

ん（77.5）が，女性は乳がん（94.8）が最も高くなっています。

○ 子宮がんが全国より高くなっており，内訳としては，子宮体がんは全国と同程度ですが，

子宮頸がんは全国より高くなっています。

全がん 大腸がん 肺がん
前立腺
がん

乳がん 胃がん 肝臓がん 膵臓がん 子宮がん 白血病

男性 7,606 1,124 1,115 1,527 8 799 424 315 － 144

女性 5,885 854 611 － 1,179 382 238 302 421 151

計 13,491 1,978 1,726 1,527 1,187 1,181 662 617 421 295
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【本県及び全国の年齢調整罹患率の推移】

［全国がん登録］

【本県及び全国の男女別・部位別の年齢調整罹患率（人口10万対）】

［全国がん登録］

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

総数 399.8 387.3 377.6 381.7 402.0 388.9 385.1 387.4

男 462.0 459.2 435.5 439.9 469.8 454.3 447.2 445.7

女 356.4 334.3 335.9 337.8 354.1 342.5 341.1 346.7

総数 34.2 33.2 33.2 29.1 48.2 45.3 43.1 41.6

男 52.9 50.4 50.8 44.7 73.9 69.4 66.1 63.4

女 18.9 19.0 18.5 15.8 26.5 24.9 23.6 23.1

総数 60.2 55.7 52.5 52.8 61.4 58.5 57.4 58.2

男 74.4 75.3 65.2 67.6 77.5 74.2 72.7 73.2

女 48.1 38.4 41.2 39.8 47.3 44.7 43.8 44.9

総数 45.4 46.8 41.8 41.4 44.4 43.3 41.8 42.4

男 64.4 66.2 60.4 59.0 65.3 63.2 61.5 61.9

女 30.2 31.4 26.5 27.1 27.2 26.9 25.5 26.1

総数 52.4 45.8 49.1 49.8 52.3 49.9 50.4 51.4

男 0.4 0.3 0.5 0.8 0.6 0.6 0.6 0.6

女 100.0 87.6 93.9 94.8 102.3 97.6 98.5 100.5

総数 39.6 35.8 35.0 37.4 33.3 33.3 33.8 34.3

子宮頸部 18.6 17.3 16.9 16.4 14.5 14.1 14.1 13.9

子宮体部 20.3 18.2 17.6 20.6 18.6 19.0 19.5 20.2

前立腺がん 男 83.8 76.8 75.4 77.5 68.3 67.9 67.4 68.2

大腸がん

胃がん

乳がん

子宮がん

鹿児島県 全国

全がん

肺がん
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③年齢階級別罹患率

○ 性別及び年齢階級別に罹患率をみると，胃がん，大腸がん，肺がんは40～50歳代から高く

なる傾向にあり，特に男性の50歳代以降が高くなっています。

乳・子宮がんは30歳代から高くなる傾向にあり，50～70歳代が最も高くなっています。

【本県の部位別がん年齢階級別罹患率（令和元年）】

［全国がん登録］
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２ がん予防の普及啓発

（１）生活習慣の改善によるがんの予防

がんの予防等については，胃がん，大腸がん，肺がん，子宮がん，乳がん等の予防啓発や保

健指導等が市町村を中心に行われており，併せて，本県の健康増進計画である「健康かごしま

21」に，がんの発症予防（一次予防）としての喫煙対策，飲酒対策，食生活改善対策及び早期

発見・早期治療（二次予防）としてのがん検診について，それぞれ目標を設定し，当該目標を

達成するための取組を進めてきています。

県内の健康関連団体等で構成する「健康かごしま21推進協議会」において「健康かごしま21」

の効果的な推進方策等を協議するとともに，各地域における「健康かごしま21地域推進協議会」

において，健康課題に応じた住民参加型の地域づくりを推進しています。また，県民の生涯を

通じた切れ目のない健康支援を効率的・効果的に推進するため，「地域・職域・学域連携推進

委員会」を組織し，県民の健康づくりの推進に努めています。

今後とも，がん等の生活習慣病の発症予防のため，「健康かごしま21（令和６年度～令和17

年度）」も踏まえ，がん予防の普及啓発に努める必要があります。

①栄養・食生活状況

科学的根拠に基づいた「日本人のためのがん予防法（５＋１）（国立がん研究センター）」

によると，「塩分や塩辛い食品のとりすぎ」「野菜や果物をとらない」「熱すぎる飲み物や食べ

物をとること」が，がんの原因になるということが明らかになっています。塩分を抑え，野菜

と果物を食べ，熱い飲み物や食べ物は少し冷ましてからとるという３つのポイントを守ること

で，日本人に多い胃がんや，食道がん等のリスクが低くなるとされています。

○ 本県における20歳以上男女の１人１日当たりの食塩の平均摂取量は横ばい傾向にあり，令

和４年度は10.2ｇです。（Ｒ５目標値：８ｇ未満）

○ 本県における20歳以上男女の１人１日当たりの野菜の平均摂取量は減少傾向にあり，令和

４年度は271.4ｇです。（Ｒ５目標値：350ｇ以上）

○ 本県における20歳以上男女の１人１日当たりの果物摂取量100ｇ未満の者の割合は減少傾

向にあり，令和４年度は34％です。（Ｒ５目標値：30％）

【本県の食塩摂取量の推移】 【本県の野菜摂取量の推移】

［平成23,29年度は県民の健康状況実態調査，令和４年度は県民健康・栄養調査］
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*1 運動習慣がある者：１日30分以上の運動を週２回以上実施し，１年以上継続している者のこと。

②身体活動・運動状況

国立がん研究センターの研究報告によると，仕事や運動などで身体活動量が高い人ほど，何

らかのがんになるリスクが低下しています。

がんの部位別では，男性では大腸がん，女性では乳がんにおいて，身体活動量が高い人ほど

リスクが低下しています。

○ 本県では運動習慣がある者*1の割合は，男女とも65歳以上に比べ，20～64歳が低く，特に

女性の20～64歳が令和４年度で9.5％と低い状況にあります。

○ １日の歩数は，65歳以上の男性で改善が見られましたが，その他の世代では，男女ともに

減少しています。

【本県の１日の歩数の推移】 （単位：歩）

［平成23年度は県民の健康状況実態調査，平成29年度及び令和４年度は県民健康・栄養調査］

③休養・睡眠状況

休養は，心身の疲労の回復と充実した人生を目指すための重要な要素であることから，十分

な睡眠による休養を日常生活の中に取り入れた生活習慣の確立が重要です。

○ 睡眠によって休養が十分とれていない者の割合は，令和４年度で17.5％と平成23年度に比

べ悪化しています。（Ｒ５目標値：15％）

④アルコール摂取状況

日本人男性を対象とした研究から，１日あたりの平均アルコール摂取量が，純エタノール量

換算で23g未満の人に比べ，46g以上の場合で40％程度，69g以上で60％程度，１日あたりの平

均アルコール摂取量が多いほど，がんになるリスクが高くなることが分かっています。

飲酒は，肝細胞がん，食道がん，大腸がんと強い関連があり，女性では乳がんのリスクが高

くなることも示されています。また，女性の方が男性よりも体質的に飲酒の影響を受けやすく，
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より少ない量でがんになるリスクが高くなるという報告もあります。

○ 本県におけるアルコール摂取状況については，令和４年度は１日当たり純アルコール約40

ｇを超える飲酒をする男性は13.3％，１日当たり純アルコール約20ｇを超える女性は7.4％

であり，男性は横ばい，女性は悪化しています。（目標値：男性12％，女性５％)

○ 20歳未満の者の飲酒者数については，「健康かごしま21」策定時の平成13年度以降，減少

しています。

【主な酒類の換算の目安】

お酒の種類 ビール 焼酎(25度) 清 酒 ワイン

お酒の量 500ml,中びん１本 １合,180ml １合,180ml １杯,120ml

ｱﾙｺｰﾙ度数 ５％ 25％ 15％ 12％

純ｱﾙｺｰﾙ量 20ｇ 36ｇ 22ｇ 12ｇ

※純ｱﾙｺｰﾙ重量(g)＝ｱﾙｺｰﾙ度数(%)×お酒の量(ml)×ｱﾙｺｰﾙの比重(0.8)

⑤喫煙状況

日本人を対象とした研究から，たばこは肺がんをはじめ，食道がん，膵がん，胃がん，大腸

がん，肝細胞がん，子宮頸がん，頭頸部がん，膀胱がんなど，多くのがんに関連することが示

されており，たばこを吸う人は吸わない人に比べて，何らかのがんになるリスクが約1.5倍高

まることが分かっています。また，受動喫煙でも肺がんや乳がんのリスクは高くなります。

○ 本県における20歳以上の男女の令和４年度の喫煙率は12.9％で，平成23年度と比較すると，

4.7ポイント減少しています。

○ 中学１年，高校３年の喫煙者の割合は，いずれも減少傾向です。

○ 受動喫煙の機会を有する者の割合については，令和４年度は行政機関が9.1％，医療機関は

9.5％，職場は29.1％，家庭は7.8％，飲食店は20.2％と，平成23年度に比べて減少していま

す。

（２）ウイルス性肝炎

Ｂ型・Ｃ型ウイルス肝炎は肝がんと大きく関係しており，肝がん患者の約６割はＢ型やＣ型

肝炎ウイルスが原因であると言われています。

○ 全国のウイルス性肝炎の患者・感染者は，Ｂ型で110～120万人，Ｃ型で90～130万人存在

すると推定されています。

○ 肝炎ウイルス検診は平成14年度から19年度までは老人保健法，平成20年度からは健康増進

法に基づき市町村により実施されており，本県における令和３年度までの検査実績は，Ｂ型

肝炎ウイルスでは累計約44万人が受診し，陽性率1.24％，Ｃ型肝炎ウイルスでは累計約38万

人が受診し，陽性率0.73％となっています。
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○ また，保健所及び県が委託する医療機関（176か所，令和５年10月時点）においても肝炎

ウイルス検査を実施しています。

○ 県では，肝炎ウイルス陽性者等に対して重症化の予防を図るため，初回精密検査及び定期

検査の費用助成を行っています。

○ 肝炎治療の一層の促進を図るため，対象患者に対するインターフェロン治療，インターフ

ェロンフリー治療及び核酸アナログ製剤治療などへの医療費助成を行うとともに，肝がん・

重度肝硬変の予後の改善や生活の質の向上，肝がん再発の抑制などを目指し，肝炎ウイルス

起因の肝がん・重度肝硬変への医療費助成を行っています。

○ Ｂ型肝炎の予防接種については，平成28年10月から予防接種法に基づく定期接種に位置付

けられ，本県の接種率は平成29年度以降，いずれの年も９割を越えています。

○ 肝疾患診療連携拠点病院の鹿児島大学病院を中心に，「鹿児島県肝疾患診療連携ネットワ

ーク」を整備し，県内全域で病態に応じた肝疾患の専門医療が受けられる体制を整備してい

ます。

○ ウイルス性肝炎は，肝硬変，肝がんへ進行するおそれがあることから，感染者の早期発見

及び患者の早期・適切な治療の促進を更に図ることが，県民の健康保持の観点から喫緊の課

題となっています。

【本県の市町村が実施する肝炎ウイルス検査検診実績】 （単位：人）

［健康増進課調べ］

受診者 陽性者 陽性率 受診者 陽性者 陽性率
平成14－平成24年度 301,290 4,395 1.46% 239,489 2,387 1.00%

平成25年度 17,429 184 1.06% 17,492 61 0.35%

平成26年度 18,561 161 0.87% 18,731 75 0.40%

平成27年度 17,126 143 0.83% 17,336 56 0.32%

平成28年度 15,062 124 0.82% 15,300 58 0.38%

平成29年度 15,713 110 0.70% 15,842 37 0.23%

平成30年度 19,469 115 0.59% 19,584 42 0.21%

令和元年度 15,581 83 0.53% 15,682 26 0.17%

令和２年度 6,309 40 0.63% 6,308 13 0.21%

令和３年度 13,600 86 0.63% 13,702 25 0.18%

計 440,140 5,441 1.24% 379,466 2,780 0.73%

年度
Ｂ型肝炎ウイルス検査 Ｃ型肝炎ウイルス検査
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【本県の保健所及び委託医療機関で実施する肝炎ウイルス検査実績】 （単位：人）

［健康増進課調べ］

【本県の肝炎治療受給者証の交付状況（新規認定）】 （単位：人）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
インターフェロン 2 2 4 1 3 2
インターフェロンフリー 329 292 247 151 121 117
核酸アナログ製剤 149 167 144 108 139 129

［健康増進課調べ］

受診者 陽性者 陽性率 受診者 陽性者 陽性率 受診者 陽性者 陽性率
平成19－平成24年度 6,840 77 1.13% 3,064 51 1.66% 10,004 128 1.28%

平成25年度 885 13 1.47% 735 10 1.36% 1,620 23 1.42%

平成26年度 1,241 17 1.37% 1,036 14 1.35% 2,277 31 1.36%

平成27年度 880 15 1.70% 917 17 1.85% 1,797 32 1.78%

平成28年度 801 0 0.00% 597 11 1.84% 1,398 11 0.79%

平成29年度 1,018 1 0.10% 557 7 1.26% 1,575 8 0.51%

平成30年度 1,115 2 0.18% 647 10 1.55% 1,762 12 0.68%

令和元年度 739 2 0.27% 463 8 1.73% 1,202 10 0.83%

令和２年度 80 0 0.00% 390 3 0.77% 470 3 0.64%

令和３年度 205 0 0.00% 373 7 1.88% 578 7 1.21%

計 13,804 127 0.92% 5,715 138 2.41% 22,683 265 1.17%

年度

Ｂ型肝炎ウイルス検査

保健所 医療機関委託 合計

受診者 陽性者 陽性率 受診者 陽性者 陽性率 受診者 陽性者 陽性率
平成19－平成24年度 7,361 115 1.56% 3,164 24 0.76% 10,525 139 1.32%

平成25年度 830 0 0.00% 735 6 0.82% 1,565 6 0.38%

平成26年度 1,229 5 0.41% 1,036 9 0.87% 2,265 14 0.62%

平成27年度 868 4 0.46% 917 5 0.55% 1,785 9 0.50%

平成28年度 806 4 0.50% 597 12 2.01% 1,403 16 1.14%

平成29年度 1,013 0 0.00% 557 4 0.72% 1,570 4 0.25%

平成30年度 1,117 0 0.00% 647 3 0.46% 1,764 3 0.17%

令和元年度 741 0 0.00% 463 6 1.30% 1,204 6 0.50%

令和２年度 78 0 0.00% 390 0 0.00% 468 0 0.00%

令和３年度 209 0 0.00% 373 2 0.54% 582 2 0.34%

計 14,252 128 0.90% 5,715 71 1.24% 23,131 199 0.86%

年度

Ｃ型肝炎ウイルス検査

保健所 医療機関委託 合計
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【肝炎】

○Ｂ型肝炎

Ｂ型肝炎は，Ｂ型肝炎ウイルス（ＨＢＶ）の感染によって起こります。ＨＢＶは，感染し

た時期，感染したときの健康状態によって，一過性の感染に終わるもの（一過性感染）

とほぼ生涯にわたり感染が継続するもの（持続感染）に大別されます。

ＨＢＶキャリアのうち10～15％が慢性肝炎へと移行し，放置すると気づかないうち

に肝硬変，肝がんへと進行します。

○Ｃ型肝炎

Ｃ型肝炎は，Ｃ型肝炎ウイルス（ＨＣＶ）の感染によって起こります。ＨＣＶに感染する

と約70％の人が持続感染者（ＨＣＶキャリア）となります。

ＨＣＶキャリアのうち，多くは感染しても自覚症状がない不顕性感染ですが，60～

70％の人はウイルスが自然に排泄されることなく，慢性化し，慢性肝炎になります。

このうち10～16％が約20年で肝硬変に進行し，さらに肝硬変では年率約５％の頻度で肝

がんを合併すると言われています。

〔出典：国立感染症研究所ホームページ〕

（３）成人Ｔ細胞白血病（ＡＴＬ）

成人Ｔ細胞白血病（以下「ＡＴＬ」という。）は，ヒトレトロウイルスの一種，ヒトＴ細胞白

血病ウイルス１型（human T cell leukemia virus type Ⅰ，以下「ＨＴＬＶ－１」という。）

の感染でおこる白血病で，ＨＴＬＶ－１感染者は，本県を含む九州に多く存在していますが，

近年では，人口の移動により全国，特に首都圏へと拡散していると考えられます。

キャリアの中からＡＴＬやＨＴＬＶ－１関連脊髄症（ＨＡＭ）等のＨＴＬＶ－１関連疾患が

発生しています。

○ 令和４年の本県の白血病による死亡者は255人です。75歳未満年齢調整死亡率（人口10万

対）は3.4で，全国の2.2の1.55倍となっています。

○ 本県においては，昭和59年度以前からＡＴＬ対策に取り組んでおり，昭和60年度からは，

ＡＴＬ調査研究委員会を設置し，本格的なＡＴＬ対策を開始しました。

○ 平成９年度から平成18年度までは，ＡＴＬ制圧委員会を組織して「ＡＴＬ制圧10カ年計画」

を策定し，①母子感染率を５％以下にする，②献血者の陽性率を１％以下にする，③ＡＴＬ

による死亡率を将来において可能な限りゼロに近づけるための基盤を確立する，との目標を

設定し，当該目標を達成するため母子感染防止や治療方法の研究等について一定の成果をあ

げました。

○ 平成19年度以降も，引き続き，母子感染予防の普及啓発等に，より一層努めるとともに，

治療方法の研究の推進等について国に要望するなど，積極的に取り組んでいます。

また，ＡＴＬの原因となるＨＴＬＶ－１の母乳を介する母子感染を予防するため，令和元

年度から，母親がキャリアである乳児の粉ミルク代を助成しています。
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また，ＡＴＬの原因となるＨＴＬＶ－１の母乳を介する母子感染を予防するため，令和元

年度から，母親がキャリアである乳児の粉ミルク代を助成しています。

○ 平成22年度に国が示した「ＨＴＬＶ－１総合対策」に基づき，ＮＰＯ等の民間団体等との

連携により正しい知識の普及啓発や相談・医療体制の充実等に努め，死亡者ゼロを目指した

更なる取組を進める必要があります。

【本県のＡＴＬ死亡者の推移】

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

死亡者数(人) 133 104 86 75 102

死亡率(人口10万対) 8.29 6.54 5.45 4.79 6.58

［健康増進課調べ］

（４）ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）

ヒトパピローマウイルス（以下「ＨＰＶ」という。）は，子宮頸がんをはじめ，肛門がん，

膣がん等のがんや，尖圭コンジローマ等の原因となるウイルスです。特に，近年若い女性の子

宮頸がん罹患が増えています。

○ ＨＰＶは女性の多くが，一生に一度は感染するといわれています。ＨＰＶの感染を防ぐた

め，小学校６年から高校１年相当の女子を対象にワクチン接種を公費で提供しています。

○ ＨＰＶワクチンについて，国は，平成25年から積極的な勧奨を一時的に差し控えていまし

たが，令和３年11月の積極的勧奨を差し控える旨の勧告の廃止に伴い，予防接種法に基づく

個別の接種勧奨を令和４年４月から再開しており，近年，接種率は増加傾向にあります。

また，積極的な勧奨の差し控えにより接種機会を逃した者に対しては，令和４年度から３

年間，従来の定期接種の対象年齢を超えて接種を行う「キャッチアップ接種」が実施されて

います。

○ ＨＰＶワクチンの接種については，定期接種及びキャッチアップ接種の対象者等がワクチ

ン接種を検討するために，ワクチンの種類，効果，リスク等の最新の情報を県ホームページ

に掲載するなど，広く普及啓発し接種率向上を図っています。
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３ がん検診の実施状況

○ がん検診については，昭和58年，老人保健法に基づく市町村の事業として胃がん検診，子宮頸

がん検診が開始され，その後，子宮体部がん検診，肺がん検診，乳がん検診，大腸がん検診が

追加・拡充されてきましたが，平成10年度に一般財源化されて以降，平成19年度までは，法

律に基づかない市町村事業として実施されてきました。平成20年度以降は，健康増進法に基

づく健康増進事業として，引き続き市町村事業として実施されています。

○ 市町村が実施するがん検診のほか，企業における福利厚生や健康保険組合等における独自

の保健事業の中でがん検診を実施している場合や，任意で受診する人間ドック等の中でがん

検診を受けている場合があります。

○ 県では，受診率向上のための取組として，関係団体等と連携したイベント，街頭キャンペ

ーン等による県民への啓発に取り組むとともに，市町村への受診率向上対策についての助言

や成功事例の紹介等を行っています。

○ 医療機関や検診機関等でがん検診に従事している医療従事者や市町村職員等に対するがん

検診均てん化研修会等を実施しています。

○ がん検診の精度管理を図るため，鹿児島県生活習慣病検診等管理指導協議会及び５つのが

ん部会（胃がん，大腸がん，肺がん，乳がん，子宮がん）を設置し，市町村や検診機関に対

する評価，指導等を行っています。

○ 一次検診の結果で精密検査が必要な方に対して二次精密検診が適切に行える医療機関につ

いては，生活習慣病検診等管理指導協議会の各がん部会等での協議を踏まえ，県において精

密検査実施協力医療機関として登録を行っています。

【本県の精密検査の実施協力医療機関数（令和５年10月末時点）】 （単位：医療機関）

［健康増進課調べ］

区分 鹿児島 南薩 川薩 出水
姶良・
伊佐

曽於 肝属 熊毛 奄美 合計

胃がん 104 24 22 14 48 10 21 4 13 260

大腸がん 91 22 18 10 34 7 18 3 10 213

肺がん 36 10 12 7 11 2 5 3 6 92

乳がん 13 4 1 2 2 0 3 0 1 26

子宮がん 34 4 4 3 5 1 4 2 1 58

合計 278 64 57 36 100 20 51 12 31 649
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【精密検査実施協力医療機関の主な登録要件】

《胃がん》

・精密診断に耐え得る胃エックス線検査ができる

・精密診断に耐え得る胃内視鏡検査ができる

《大腸がん》

・大腸がんの診断・検査に習熟した医師が担当する

・自機関において，①全大腸内視鏡検査，又は②Ｓ状結腸内視鏡検査及び注腸エックス線

（二重造影法）検査のいずれかが実施可能である

・精密検査に耐え得る大腸内視鏡検査並びに大腸エックス線検査ができる

《肺がん》

・自機関においてＣＴ検査，気管支内視鏡検査が可能である

・肺がん精密検査を担当するに十分な経験，研修歴を有する医師がいる

《乳がん》

・乳がん診断に習熟した医師が診察する

担当する医師は，乳腺疾患について関連施設等(自機関を含む)において十分な経験・研

修歴を有する

・マンモグラフィによる画像診断ができる

・乳房超音波検査ができる

・細胞診，生検の技術を有し，病理診断医との連携がとれる機関である

《子宮がん》

・子宮がん診断に習熟した医師が診察する

担当する医師は産婦人科専門医であり，産婦人科を有する関係施設等 (自機関を含む)

において十分な経験・研修歴を有する

・コルポスコピー（膣拡大鏡）の設備を有する施設である

・ねらい組織診が可能である施設である

・組織診，細胞診の技術を有し，細胞診専門医・病理診断医等との連携がとれる機関であ

る

出典 胃がん：「胃集団検診精密検査医療機関申込手続要綱」

（(公社)鹿児島県消化器がん検診推進機構）

胃がん以外：「がん検診精密検査実施協力医療機関登録制度」（鹿児島県）
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*1 国民生活基礎調査による検診受診率：がん検診の受診状況については，３年に１度調査され，抽出さ

れた対象者の回答に基づくものです。市町村による住民検診，職域検診，人間ドック等で受診したもの

を含みます。

（１）国民生活基礎調査による検診受診率

○ 本県の国民生活基礎調査による検診受診率
*1
（令和４年）は，男女計で肺がんが51.4％で

最も高く，男女別でみると男性は肺がんが54.4％，女性は乳がんが49.8%と最も高くなって

います。

【本県及び全国の国民生活基礎調査におけるがん検診受診率】

※ 受診率の算定対象年齢は，国の基本計画に基づき，40歳～69歳（子宮頸がん検診は20歳～69歳）と

している。

※ 胃がん・大腸がん・肺がんは過去１年，乳がん・子宮頸がんは過去２年の受診率。

   （単位：％）

H22年 H25年 H28年 R元年 R4年 H22年 H25年 H28年 R元年 R4年

胃がん 計 33.1 40.7 42.2 40.8 40.6 32.3 39.6 40.9 42.4 41.9

男 37.0 45.9 47.5 46.9 46.6 36.6 45.8 46.4 48.0 47.5

女 29.1 36.1 36.8 35.1 34.8 28.3 33.8 35.6 37.1 36.5

大腸がん 計 26.8 36.3 41.2 43.0 44.0 26.0 37.9 41.4 44.2 45.9

男 30.9 38.9 44.5 46.5 47.0 28.1 41.4 44.5 47.8 49.1

女 23.5 33.8 38.5 39.8 40.9 23.9 34.5 38.5 40.9 42.8

肺がん 計 29.0 46.4 54.0 53.9 51.4 24.7 42.3 46.2 49.4 49.7

男 30.2 49.2 56.7 55.7 54.4 26.4 47.5 51.0 53.4 53.2

女 28.5 43.1 52.1 52.3 48.0 23.0 37.4 41.7 45.6 46.4

乳がん 女 40.0 47.4 49.6 48.5 49.8 39.1 43.4 44.9 47.4 47.4

子宮頸がん 女 40.0 44.2 46.6 44.3 47.5 37.7 42.1 42.3 43.7 43.6

がん種／
男女別

鹿児島県 全　　国
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*1 要精検率：がん検診受診者のうち，精密検査が必要とされた者の割合

*2 がん発見率：がん検診受診者のうち，がんが発見された者の割合

（２）市町村における検診受診率

○ 令和４年度の各種がん検診の受診率は，乳がんが20.8％で最も高く，子宮頸がん，大腸が

ん，肺がん，胃がんの順となっています。

【本県の市町村における検診受診率】 （単位：％）

［鹿児島県がん集計報告］

※ 対象者（分母）については，職域等で受診機会のある人も含め，各がん検診の対象年齢の全住民

が計上されています。

※ 受診率の算定対象年齢は，国の基本計画に基づき40歳～69歳（子宮頸がんは20歳～69歳）として

います。乳がん検診は隔年受診率です。

（３）要精検率

○ 要精検率
*1
は，がん検診により基準値が異なります。

令和３年度はすべての検診において，基準値を満たしています。

【本県の市町村における要精検率（令和３年度）】
（単位：％）

［健康増進課調べ］

※ 国の基準値の対象年齢を参考に，上限74歳としています。

（４）がん発見率

○ がん発見率
*2
も，がん検診により基準値が異なります。

令和３年度は肺がん検診のみが基準値を満たしています。

【本県の市町村におけるがん発見率（令和３年度）】
（単位：％）

［健康増進課調べ］

※ 国の基準値の対象年齢を参考に，上限74歳としています。

平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度令和２年度令和３年度令和４年度

胃がん 5.8 5.3 5.0 4.7 4.1 4.2 4.2

大腸がん 9.6 9.0 8.7 8.5 7.8 7.8 7.8

肺がん 10.1 9.4 8.7 8.2 7.4 7.8 7.6

乳がん 23.1 22.3 21.9 21.3 21.1 20.7 20.8

子宮頸がん 14.4 14.1 13.9 13.7 13.4 13.3 13.8

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮頸がん

基準値 7.6%以下 6.8%以下 2.3%以下 6.4%以下 2.5%以下

要精検率 7.17 5.81 1.77 3.67 1.29

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮頸がん

基準値 0.11%以上 0.21%以上 0.05%以上 0.31%以上 0.15%以上

がん発見率 0.06 0.18 0.06 0.30 0.11
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*1 陽性反応適中度：要精検者のうち，がんが発見された者の割合のことです。

（５）陽性反応適中度

○ 陽性反応適中度
*1
も，がん検診により基準値が異なります。

令和３年度の胃がん検診では，基準値を下回っています。

【本県の市町村における陽性反応適中度(令和３年度）】

［健康増進課調べ］

※ 国の基準値の対象年齢を参考に，上限74歳としています。

【がん検診の有効性評価】

【がん検診ガイドラインによる推奨まとめ】

［「有効性評価に基づくがん検診ガイドライン」より引用・改変］

胃X線検査 B

胃内視鏡検査 B

ペプシノゲン法 I

ヘリコバクターピロリ抗体 I

便潜血検査 A

S状結腸内視鏡検査 C

S状結腸内視鏡検査+便潜血検査 C

全大腸内視鏡検査 C

注腸X線検査 C

直腸指診 D

非高危険群に対する胸部X線検査，及び高危険群に対する胸部X線検査と喀痰細胞診併用法 B

低線量CT I

40～74歳 マンモグラフィ単独法 B

40～64歳 マンモグラフィと視触診の併用法 B

40歳未満 マンモグラフィ単独法及びマンモグラフィと視触診の併用法 I

全年齢 視触診単独法 I

全年齢 超音波検査（単独法・マンモグラフィ併用法） I

20～69歳 細胞診検査（従来法・液状検体法） A

30～60歳 HPV検査単独法 A

30～60歳 細胞診・HPV検査併用法 C

子宮頸部

乳房

大腸
40歳以上
男女

肺
40歳以上
男女

対象者 検診の方法

胃
50歳以上
男女

推奨グレード対象部位

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮頸がん

基準値 1.5%以上 3.0%以上 2.2%以上 4.8%以上 5.9%以上

陽性反応適中度 0.78 3.04 3.25 8.12 8.59
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【推奨グレード】

注1）対策型検診は，公共的な予防対策として，地域住民や職域などの特定の集団を対象としている。

その目的は，集団におけるがんの死亡率を減少させることである。対策型検診は，死亡率減少効

果が科学的に証明されていること，不利益を可能な限り最小化することが原則となる。具体的に

は，市区町村が行う住民を対象としたがん検診や職域において法定健診に付加して行われるがん

検診が該当する。

注2）任意型検診とは，医療機関や検診機関が任意で提供する保健医療サービスである。

その目的は，個人のがん死亡リスクを減少させることである。がん検診の提供者は，死亡率減少

効果の明らかになった検査方法を選択することが望ましい。がん検診の提供者は，対策型検診で

は推奨されていない方法を用いる場合には，死亡率減少効果が証明されていないこと，及び，当

該検診による不利益について十分説明する責任を有する。具体的には，検診センターや医療機関

などで行われている総合健診や人間ドックなどに含まれているがん検診が該当する。

注3）推奨Iと判定された検診の実施は，有効性評価を目的とした研究を行う場合に限定することが望

ましい。

対策型検診
注1）

（住民検診型）
任意型検診

注2）

（人間ドック型）

Ａ
利益（死亡率減少効果）が不利益を確実に上回ることか

ら，対策型検診・任意型検診の実施を勧める。
推奨する 推奨する 

Ｂ
利益（死亡率減少効果）が不利益を上回るがその差は推

奨Aに比し小さいことから，対策型検診・任意型検診の

実施を勧める。

推奨する 推奨する 

Ｃ

利益（死亡率減少効果）を示す証拠があるが，利益が不

利益とほぼ同等か，その差は極めて小さいことから，対

策型検診としては勧めない。

任意型検診として実施する場合には，安全性を確保し，

不利益に関する説明を十分に行う必要がある。その説明

に基づく，個人の判断による受診は妨げない。

推奨しない
個人の判断に基づく受

診は妨げない

Ｄ

利益（死亡率減少効果）のないことを示す科学的根拠が

あることから，対策型検診・任意型検診の実施を勧めな

い。

不利益が利益（死亡率減少効果）を上回ることから，対

策型検診・任意型検診の実施を勧めない。

推奨しない 推奨しない

Ｉ

死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるた

め，利益と不利益のバランスが判断できない。このた

め，対策型検診として実施することは勧められない。任

意型検診として実施する場合には，効果が不明であるこ

とと不利益について十分説明する必要がある。適切な説

明に基づき，個人レベルで検討する。

推奨しない

適切な説明に基づき，

個人レベルで検討す

る。
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４ がん医療の提供・相談体制

○ がん医療の水準には地域や施設間の格差が見られ，標準的治療や進行・再発といった様々

ながんの病態に応じたがん医療を住み慣れた地域で受けられない人もいることから，こうし

た現状を改善するため，国が指定するがん診療連携拠点病院等（以下「拠点病院等」という。）

及び県が指定する県がん診療指定病院の整備を推進してきました。

その結果，令和５年３月，これまで拠点病院等がなく空白の医療圏となっていた曽於保健

医療圏に，同医療圏を担当する地域がん診療病院が整備されました。

○ 地域の医療連携ツールである地域連携クリティカルパスについて，拠点病院等からなる県

がん診療連携協議会が我が国に多い５大がん（肺・胃・肝・大腸・乳）等のパスを整備して

います。

○ 在宅医療を担う県内の在宅療養支援診療所等の医療施設数(人口10万対)は，全国に比べ高

く，また24時間体制をとっている訪問看護ステーションの従業者数(人口10万対)も，全国よ

り高くなっています。今後は，在宅医療・介護サービスの充実とともに，地域包括支援セン

ターも含めた在宅医療と介護の連携体制の構築が必要です。

○ がん治療の副作用・合併症の予防や軽減など，がん患者の生活の質の更なる向上を図るた

め，医科歯科連携，薬物療法における医療機関と薬局との連携など職種間連携の推進に向け

た取組が行われています。

○ 全ての拠点病院等にがん相談支援センター（以下，「相談支援センター」という。）が設

置され，がん患者やその家族だけではなく，地域住民等からの相談に応じています。しかし，

その活動の周知が十分とはいえない現状です。

（１）がん診療連携拠点病院等

① がん診療連携拠点病院

専門的な医療の提供，地域のがん診療の連携協力体制の整備，患者・住民への相談支援

や情報提供などの役割を担う病院として，都道府県の推薦を基に国が指定した病院です。

がん診療連携拠点病院には，各都道府県で中心的役割を果たす「都道府県がん診療連携

拠点病院」と，都道府県内の各地域（二次保健医療圏）で中心的役割を果たす「地域がん

診療連携拠点病院」があります。

② 特定領域がん診療連携拠点病院

特定のがん種について，都道府県内で最も多くの診療実績があり，都道府県内で拠点的

役割を果たす病院として，都道府県の推薦を基に国が指定した病院です。

③ 地域がん診療病院

がん診療連携拠点病院のない二次保健医療圏に，基本的に隣接する地域のがん診療連携

拠点病院のグループとして，拠点病院と連携しつつ，専門的ながん医療の提供，相談支援

や情報提供の役割を担うため，都道府県の推薦を基に国が指定した病院です。
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がん診療連携拠点病院等の指定状況等

【県内の指定状況（国指定）】 （令和５年４月１日時点：13機関）

区 分 圏 域 医 療 機 関 名

都道府県がん診療連携拠点病院 鹿児島 鹿児島大学病院

独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター

地域がん診療連携拠点病院 鹿児島 鹿児島市立病院

公益財団法人昭和会いまきいれ総合病院

川薩 社会福祉法人恩賜財団済生会川内病院

特定領域がん診療連携拠点病院 鹿児島 社会医療法人博愛会相良病院 (注)１

南薩 県立薩南病院

出水 出水郡医師会広域医療センター

姶良・伊佐 独立行政法人国立病院機構南九州病院

地域がん診療病院 曽於 霧島市立医師会医療センター (注)２

肝属 県民健康プラザ鹿屋医療センター

熊毛 社会医療法人義順顕彰会種子島医療センター

奄美 県立大島病院

（注）１ 相良病院は，乳がんにおける特定領域がん診療連携拠点病院

２ 霧島市立医師会医療センターは姶良・伊佐保健医療圏であるが，曽於保健

医療圏を担当する医療機関として指定

【指定要件等】

がん診療連携拠点病院等の指定制度は平成13年度に創設され，直近では，令和４年８

月にがん診療連携拠点病院等の更なる機能強化に向けて，指定要件の見直し等が行われ

ました。指定期間は４年間です。

・がん診療連携拠点病院等の指定について

都道府県単位で「都道府県がん診療連携拠点病院」（１か所程度），二次保健医療圏

単位で「地域がん診療連携拠点病院」（１か所程度），がん診療連携拠点病院のない二

次保健医療圏に「地域がん診療病院」（１か所），また，特定のがんについて都道府県

内の最も多くのがん患者を診療する「特定領域がん診療連携拠点病院」を整備します。

・「地域がん診療連携拠点病院」の主な指定要件

①診療機能

・我が国に多いがん及び各医療機関が専門とする集学的治療等（手術，放射線治療及

び薬物療法の組み合わせ，リハビリテーション及び緩和ケア）の提供

・診療ガイドラインに準ずる標準的治療の提供

・緩和ケアチームの設置による切れ目のない緩和ケアの提供

・地域の医療機関への診療支援，連携体制

・セカンドオピニオンの提示

②専門的ながん医療に携わる医師やスタッフの配置

③地域の医療従事者に対する研修の実施

④相談支援センターの設置

⑤院内がん登録の実施 など

・「都道府県がん診療連携拠点病院」の指定要件

上記「地域がん診療連携拠点病院」の指定要件のほか
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①医療従事者に対する研修・相談等の実施

②都道府県がん診療連携協議会の設置による情報交換

③緩和ケアセンターの整備 など

・「特定領域がん診療連携拠点病院」の指定要件

・特定のがんについて，集学的治療等の提供

・当該がんについて，都道府県内で最も多くの患者を診療していること

上記「地域がん診療連携拠点病院」の指定要件（ただし，がんの種類に応じて必要

な治療法が異なる可能性があるため，満たしていない項目がある場合には，個別に指

定の可否を検討） など

・「地域がん診療病院」の指定要件

①診療機能

・我が国に多いがんを中心とした集学的治療等の提供（グループ指定病院と連携）

・診療ガイドラインに準ずる標準的治療の提供（グループ指定病院と連携）

・緩和ケアチームの設置による切れ目のない緩和ケアの提供

・地域の医療機関への診療支援，連携体制（グループ指定病院と連携）

・セカンドオピニオンの提示（グループ指定病院と連携）

②専門的ながん医療に携わる医師やスタッフの配置

③相談支援センターの設置（グループ指定病院と連携）

④院内がん登録の実施 など

〔出典：がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針〕

（２）県がん診療指定病院

県がん診療指定病院（以下「指定病院」という。）は，本県におけるがん医療の地域格差

解消・均てん化の推進を図るため，専門的ながん医療・相談支援体制を充実し，各地域にお

いて県民に安心かつ適切な医療が提供されることを目的に県が指定する病院であり，我が国

に多いがん（肺がん，胃がん，肝がん，大腸がん，乳がん）全てを対象とする「総合」と特

定のがんのみを対象とする「単独」の２つの指定区分があります。

県がん診療指定病院の指定状況等

【県内の指定状況（県指定）】 （令和５年４月１日時点：14機関）

圏 域 医 療 機 関 名
公益社団法人鹿児島共済会南風病院
鹿児島厚生連病院

鹿児島保健医療圏 公益財団法人慈愛会今村総合病院
鹿児島市医師会病院
医療法人真栄会にいむら病院

南薩保健医療圏 社会医療法人聖医会サザン・リージョン病院
独立行政法人国立病院機構指宿医療センター

川薩保健医療圏 公益社団法人川内市医師会立市民病院
出水保健医療圏 出水総合医療センター
姶良･伊佐保健医療圏 県立北薩病院
曽於保健医療圏 公益社団法人曽於医師会曽於医師会立病院
肝属保健医療圏 医療法人徳洲会大隅鹿屋病院

社会医療法人恒心会おぐら病院
医療法人青仁会池田病院

（注）指定区分は，にいむら病院のみ単独（前立腺）で他は全て総合
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【指定要件等】

指定病院の指定制度は平成20年12月にスタートしました。指定期間は４年間です。

指定要件はがん診療連携拠点病院の指定要件に概ね準じます。

・県がん診療指定病院の主な指定要件

①診療機能

・集学的治療及び緩和ケアの提供

「総合」：提供体制又は，連携により対応できる体制を有する

「単独」：提供体制を有する

②専門的な知識，技能を有する医師の配置

（放射線療法）

「総合」：放射線治療を提供する場合，医師を配置又は，他の医療機関からの協力体制

の確保

「単独」：医師を配置又は，他の医療機関からの協力体制の確保

（化学療法）

「総合」，「単独」：医師を１人以上配置

（緩和ケア）

「総合」，「単独」：医師を配置又は，他の医療機関からの協力体制により確保

③年間治療実施患者数

「単独」：年間治療実施患者数が概ね600人以上が望ましい

④治療機器，治療室の設置

「総合」，「単独」：外来化学療法室を設置

〔出典：鹿児島県がん診療指定病院設置要綱〕
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出水総合医療センター出水郡医師会広域医療センター

済生会川内病院

国立病院機構鹿児島医療センター

鹿児島大学病院

県立北薩病院

霧島市立医師会医療センター

県民健康プラザ鹿屋医療センター

県立薩南病院

サザン・リージョン病院

国立病院機構南九州病院

県立大島病院

鹿児島保健医療圏

南薩保健医療圏

川薩保健医療圏

出水保健医療圏

姶良・伊佐保健医療圏

曽於保健医療圏

肝属保健医療圏

鹿児島保健医療圏

熊毛保健医療圏

奄美保健医療圏

：県がん診療連携拠点病院(1)
：地域がん診療連携拠点病院(4)
: 特定領域がん診療連携拠点病院(1)
：地域がん診療病院(7)
：県がん診療指定病院(14)

鹿児島市立病院

南風病院

いまきいれ総合病院

相良病院(乳)

国立病院機構指宿医療センター

川内市医師会立市民病院

義順顕彰会種子島医療センター

鹿児島厚生連病院

今村総合病院

鹿児島市医師会病院

大隅鹿屋病院

がん診療連携拠点病院等
県がん診療指定病院

整備状況（R5年4月1日現在）

曽於医師会立病院

恒心会おぐら病院

にいむら病院（前立腺）

池田病院

※霧島市立医師会医療センター
は曽於保健医療圏として指定
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*1 ＡＹＡ世代(Adolescent and Young Adult)：主に思春期（15歳～）から30歳代までの世代を指します。

*2 妊孕性温存：生殖機能に影響を及ぼす可能性のあるがん治療の前に，将来こどもをもつ可能性を残す

ための方法の一つとして，卵子や精子，胚（受精卵）を凍結保存すること。

*3 アピアランスケア：医学的・整容的・心理社会的支援を用いて，外見の変化を補完し，外見の変化に

起因するがん患者の苦痛を軽減するケアのこと。

第４章 基本方針

基本方針は，がん対策を総合的かつ計画的に推進していくに当たって必要不可欠な視点及び考

え方を示したものです。

１ がん患者を含めた県民の視点に立ったがん対策の実施

【理 念】

共に支え合い，誰一人取り残さないがん対策を推進し，すべての県民と

がんの克服を目指す

○ すべての県民が，がんを他人事ではない身近なものとしてとらえる必要があることから，

基本法の理念に基づき，「がん患者を含めた県民の視点」に立ったがん対策を実施していく

こととします。

○ がん患者を含めたすべての県民が，がんに関する正しい知識を持ち，避けられるがんを防

ぐことや，誰もが，いつでもどこにいても，様々ながんの病態に応じた，安心かつ納得でき

るがん医療や支援を受け，尊厳を持って暮らしていくことができるがん対策を推進すること，

さらに，こうしたがん対策を全ての県民とともに進めていくことが重要であるという考えの

下，「共に支え合い，誰一人取り残さないがん対策を推進し，すべての県民とがんの克服を

目指す」を理念とします。

○ がんの克服には，治療だけではなく，がんやその治療による心身の苦痛を克服すること，

がんによる偏見や社会的不利などの様々な格差を克服することも意味し，がんというものを

社会全体の中で捉えながら，社会の中で取り残されないという意味を含みます。

２ 総合的かつ計画的ながん対策の実施

○ 理念に基づき，がんと診断された時からの緩和ケアの推進，小児・ＡＹＡ世代
*1
の妊孕性

にんようせい

温存
*2
，アピアランスケア

*3
や治療と就学・就労の両立，離島居住等を含めたがん患者及びそ

の家族等の療養生活の質の向上など，多岐にわたる分野の取組を総合的かつ計画的に推進し

ていきます。
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３ 目標とその達成時期の考え方

○ 計画では，関係者等の理解のもと，がん対策に関する多岐の分野にわたり，本県の実情を

踏まえた「個別目標」を定め，さらに，これらの個別目標の総合的かつ計画的な推進により

達成すべき「全体目標」を設定します。

また，全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定します。
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 ○ がんの１次予防  ○ がん医療提供体制等  ○ 相談支援及び情報提供

　　・生活習慣について 　　・医療提供体制の均てん化・集約化について
　　・感染症対策について 　　・がんゲノム医療について  ○ 社会連携に基づく緩和ケア等のがん対策・患者支援

　　・手術療法・放射線療法・薬物療法・支持療法の充実について

 ○ がんの２次予防（がん検診） 　　・チーム医療の推進について  ○ 患者会等の支援
　　・がんのリハビリテーションについて

 ○ 精度管理 　　・がんと診断された時からの緩和ケアの推進について
　　・妊孕性温存療法について 　　・就労支援について

　　・アピアランスケアについて
 ○ 希少がん及び難治性がん対策 　　・がん診断後の自殺対策について

　　・その他の社会的な問題について
 ○ 小児がん及びＡＹＡ世代のがん対策

 ○ ライフステージに応じた療養環境への支援
 ○ 高齢者のがん対策 　　・小児・ＡＹＡ世代について

　　・高齢者について

  ～がんを知り，がんを予防すること，がん検診による早期発見・
     早期治療を促すことで，がん罹患率・がん死亡率の減少を
     目指す～

  ～適切な医療を受けられる体制を充実させることで，がん生存率
      の向上・がん死亡率の減少・全てのがん患者及びその家族等
      の療養生活の質の向上を目指す～

  ～がんになっても安心して生活し，尊厳を持って生きることの
     できる地域共生社会を実現することで，全てのがん患者及び
     その家族等の療養生活の質の向上を目指す～

「鹿児島県がん対策推進計画」（R6～11）理念・全体目標・分野別施策

全　体　目　標

①科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 ②患者本位で持続可能ながん医療の提供 ③がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

共に支え合い，誰一人取り残さないがん対策を推進し，すべての県民とがんの克服を目指す。

理　念

分　野　別　施　策

①科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 ②患者本位で持続可能ながん医療の提供 ③がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

〈がん予防〉 〈がん医療の充実〉 〈がんとの共生〉

 ○ がん患者等の社会的な問題への対策(サバイバーシップ支援)

これらを支える基盤の整備

○ がん研究 ○ 人材育成の強化
　○ がん教育及びがんに
　　　関する知識の普及啓発

○ がん登録の利活用の推進 ○ 患者・市民参画の推進 ○ デジタル化の推進

-
 
3
5
 
-



第５章 全体目標

「がん予防」，「がん医療の充実」及び「がんとの共生」を３つの柱とし，令和６年度から令

和11年度までの６年間の全体目標として，以下の３つを設定します。

１ 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実
～がんを知り，がんを予防すること，がん検診による早期発見・早期治療を促すことで，

がん罹患率・がん死亡率の減少を目指す～

○ がんの原因の多くは喫煙や飲酒，食事などの生活習慣との関わりが大きく，特に喫煙は，

肺がんをはじめとする多くの疾患の主要な原因であり，健康への影響は大きいです。また，

喫煙は喫煙者本人のみならず，非喫煙者に対しても，受動喫煙により肺がん等のがん以外に

も，虚血性心疾患，脳卒中，乳幼児突然死症候群などの危険因子となっています。

○ 喫煙による健康被害を減少させることが重要であり，20歳以上の者の喫煙率や受動喫煙の

機会を有する割合を低下させることが必要です。また，20歳未満の者の喫煙は健康影響が大

きく，かつ20歳以上の者の喫煙継続につながりやすいことから，20歳未満の者の喫煙をなく

すことが重要です。さらに，妊娠中の喫煙は妊娠合併症のリスクを高めるだけでなく，出生

時の低体重や出生後の乳幼児突然死症候群のリスクとなることから，妊婦へのたばこ対策が

必要です。

○ ウイルスや細菌への感染は，男性では喫煙に次いで２番目，女性では最もがんの原因とし

て寄与率が高い因子とされています。このため，肝炎ウイルス検査，ヘリコバクター・ピロ

リ（以下「ピロリ菌」という。）と胃がんの関連性についての普及啓発，ＨＰＶワクチンに

ついての情報提供，ＨＴＬＶ－１の感染予防対策等の推進が必要です。

○ がんを早期に発見し，早期に治療につなげることにより，がんによる死亡を減少させるこ

とができます。がんを早期に発見するためには，定期的にがん検診を受けることが重要であ

り，また，より多くのがんを早期に発見し，早期に治療するためには，がん検診はもちろん，

精密検査の受診率を高くするとともに，質の高いがん検診を実施していくことが必要です。

○ がんを予防する方法を普及啓発することにより，がんの罹患者を減少させます。また，県

民が利用しやすい検診体制を構築し，がんの早期発見・早期治療を促すことで，効率的かつ

持続可能ながん対策を進め，がんの死亡者の減少を実現します。

数値目標

標 本県における全がんの75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）を12年間

（H30→R11)で20％減少させます。

前計画策定時(平30) 現状値 目標値(令11)

全 体 79.4(平27) 66.8(令4) 63.5

男 性 100.7(平27) 82.5(令4) 80.6

女 性 59.6(平27) 51.5(令4) 47.7
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*1 がんサバイバーシップ：がん患者ががんと診断された時から，その人生を全うするまでの過程をい

かにその人らしく生き抜いたかを重視する考え方をいいます。

２ 患者本位で持続可能ながん医療の提供
～適切な医療を受けられる体制を充実させることで，がん生存率の向上・がん死亡率の

減少・すべてのがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上を目指す～

○ これまでがんの治療では，拠点病院等を中心に，手術療法，放射線療法，薬物療法等を効

果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケアの提供が行われてきましたが，引き続き，がん医

療提供体制の確保や診療機能等の強化が必要とされています。

○ がん患者及びその家族等が抱える様々な苦痛等に応え，安全かつ安心で質の高いがん医療

を提供するためには，手術療法，放射線療法，薬物療法等を専門的に行う医療従事者の育成

・確保が必須であり，また様々な職種の医療従事者が連携したチーム医療の推進が不可欠で

す。

○ がんゲノム医療をはじめとした高度ながん医療の提供を推進するとともに，患者本位の

がん医療を展開することで，がん医療の質を向上させます。

○ それぞれのがんの特性に応じたがん医療の均てん化・集約化を進め，効率的かつ持続可能

ながん医療を提供することで，がん生存率を向上させ，がん死亡率を減少させます。さらに，

支持療法や緩和ケアが適切に提供される体制を整備することで，全てのがん患者及びその家

族等の療養生活の質を向上させます。

３ がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
～がんになっても安心して生活し，尊厳を持って生きることのできる地域共生社会を

実現することで，すべてのがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上を目指す～

○ がん医療の進歩とともに，がん患者の生存率は改善しており，がんと向き合う期間が長く

なっていますが，こうした中で，20歳から64歳の働く世代の新規がん罹患者数は増えていま

す。

○ 働く世代の多くは，療養生活を続けていく上で，仕事や家庭生活などで広く社会との関わ

りを持っていくこととなり，特に働き続けるためには職場の理解が欠かせません。

○ 近年では，がん患者ががんと向き合いながら自分らしく生きる「がんサバイバーシップ
*1
」

の考え方が広がりつつあり，直面する様々な課題を乗り越えていくための支援が必要です。

○ こうしたことから，就労をはじめとする社会的な問題に関する相談に対応できるような体

制づくりを進めるとともに，企業等の理解や支援が広がるような取組を通じて，がん患者を

社会全体で支えていくことが重要です。
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○ がん患者やその家族等が住み慣れた地域社会で生活していく中で，必要な支援を受けるこ

とができる環境を整備します。また，関係者等は，医療・福祉・介護・産業保健・就労・教

育支援分野等と連携し，効率的な医療・福祉・保健サービスの提供や，就労・教育支援等を

行う仕組みを構築することで，社会的な課題を解決し，がん患者及びその家族等の「全人的

な苦痛」の緩和を図ります。これらにより，全てのがん患者が，いつでもどこに居ても，安

心して生活し，尊厳を持って生きることのできる地域共生社会を実現し，全てのがん患者及

びその家族等の療養生活の質を向上させます。

数値目標

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

現在自分らしい日常生活を送れていると感じる
52.5％(令5) 60％以上(令11)

患者の割合
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第６章 分野別施策及び個別目標

１ 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実
～がんを知り，がんを予防すること，がん検診による早期発見・早期治療を促すことで，

がん罹患率・がん死亡率の減少を目指す～

がんを予防する方法を普及啓発するとともに，関係団体等の連携による取組を推進し，国が科

学的根拠を積極的に収集・分析した結果に基づいた施策を実施することにより，がんの罹患率を

減少させます。全ての県民が受診しやすい検診体制を構築し，がんの早期発見・早期治療を促す

ことで，効率的かつ持続可能ながん対策を進め，がん死亡率の減少を実現します。

(１) がんの１次予防

がんは，様々な要因によって発症していると考えられており，その中には，予防できる

ものも多く含まれています。日本人では，男性のがんの43.4％，女性のがんの25.3％は，

生活習慣や感染が原因でがんになったと考えられています。

【日本人におけるがんの要因】

[科学的根拠に基づくがん予防（国立がん研究センター）より]

＜男性＞

１ 喫煙

２ 感染

３ 飲酒

※ ｢全体｣は複数のリスク要

因が組み合わさってがん

になった場合を調整して

いるため，各項目の単純

合計値ではない。＜女性＞

１ 感染

２ 喫煙

３ 飲酒
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① 生活習慣について

【現状と課題】

○ がんの１次予防は，がん対策の第一の砦であり，避けられるがんを防ぐことは，がんの罹

患率の減少につながります。予防可能ながんのリスク因子としては，喫煙（受動喫煙を含む。），

飲酒，低身体活動，肥満・やせ，野菜・果物不足，塩蔵食品の過剰摂取等の生活習慣など，

様々なものがあります。

○ 「健康かごしま21」において，がん予防を含め，県民の健康づくりを推進するため，食生

活，運動，喫煙，アルコールについて具体的な目標を掲げて普及啓発を行っています。

○ 生活習慣の中でも，喫煙は肺がんをはじめとする種々のがんのリスク因子となっており，

がんに最も大きく寄与する因子でもあるため，がん予防の観点からも，たばこ対策を進めて

いくことが重要です。

○ 喫煙は，がん，循環器疾患等をはじめ多くの疾患の原因であり，20歳以上の者の喫煙率の

低下は，それらの疾患の発症や死亡の減少につながることから，禁煙希望者への禁煙指導の

充実が必要です。

○ 20歳未満の者の喫煙は健康影響が大きく，依存形成が早く喫煙継続につながりやすいこと

から，喫煙に関する更なる健康教育等の強化が必要です。

○ 妊娠中の喫煙は，妊娠合併症のリスクを高めるだけでなく，児の低体重，出生後の乳幼児

突然死症候群のリスクとなり，胎児や出生児への影響が大きいことから，妊娠中の喫煙をな

くすことが必要です。

○ 改正健康増進法（平成30年７月成立）においては，望まない受動喫煙を防止するため，学

校・病院，児童福祉施設等，行政機関（第一種施設）については，原則敷地内禁煙，第一種

施設以外の者が利用する施設（第二種施設）等については原則屋内禁煙とされました。

○ 県では，受動喫煙対策を推進するため，全面禁煙に取り組む飲食店又は喫茶店を「たばこ

の煙のないお店」として登録し，ホームページなどを通じて県民に情報提供する制度を，平

成26年度から開始しています。

※登録店舗数（鹿児島市を除く）：823店舗（令和５年10月31日現在）

（鹿児島市内の飲食店等は別途鹿児島市が365店舗を登録（令和５年７月12日時点））

○ 食生活については，市町村や医師会，栄養士会等が実施する健康教育等の場において，が

ん予防のための食生活のあり方等について啓発がなされています。

○ 心の健康とがんの因果関係については，長期的にみると，日常的に自覚するストレスの程

度が高ければ，全がん罹患リスクが高くなるとの研究結果もあり，休養・心の健康づくりを

日常生活の中に適切に取り入れることも重要です。

○ がんには原因が分かっていないものも多く，また，100％予防できるわけではないため，
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日頃から自分の身体の変化に気をつけておくことも重要です。

○ 乳がん予防においては，日頃から自分の乳房の状態を知ることで，しこりなどの乳房の変

化に気づくことができ，専門医受診につなげる「ブレスト・アウェアネス」が推奨されてい

ます。

【施 策】

○ 生活習慣のがんの発症に及ぼす影響に関する情報提供や「がんを防ぐための新12か条」等，

健康のために望ましい生活習慣やがんに関する正しい知識を身につけられるよう，地域，職

域，学域保健の連携による健康増進計画の取組について普及啓発を図ります。

なお，普及啓発に当たっては，市町村や関係団体等と連携して広報番組・広報誌・ポスタ

ー等の媒体の工夫や，県民向けの講演会・がん征圧県民大会等のイベント等の強化を図りま

す。

○ また，本県独自の普及啓発資材やがん経験者等の外部講師を活用し，大人も含めたがん教

育を推進し，予防によりがんのリスクを軽減できることや，生活習慣が原因とならないがん

もあることを含めたがんに対する正しい知識の普及啓発を図ります。

○ 禁煙外来医療機関，禁煙サポート薬局による禁煙希望者の支援を促進するとともに，禁煙

治療を行う医療機関等に関する情報の県民への周知に努めます。

○ 20歳未満の者の喫煙防止については，学校への薬剤師・保健師等の派遣や夜間パトロール

の実施及び家庭への周知等の強化を図ります。

○ 思春期教育に係る研修会等を通して，喫煙防止について健康教育の啓発を図ります。

○ 母子健康手帳交付時や母親学級，妊婦健診時等に，喫煙は胎児の発育不良と母親の早産の

原因となる危険性があること等の情報提供を行うことにより，妊娠中の喫煙防止について普

及啓発を推進します。

○ 望まない受動喫煙を防止するために，改正健康増進法の趣旨や受動喫煙の健康への影響に

ついて，広報媒体を活用し啓発に努めます。

○ 受動喫煙防止に取り組む飲食店の情報を県民に積極的に提供し，望まない受動喫煙を防止

するための環境整備を促進します。

（参考）禁煙サポートサイト全国禁煙外来一覧

http://www.e-kinen.jp/index.html
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【がんを防ぐための新12か条】

１ たばこは吸わない

２ 他人のたばこの煙を避ける

３ お酒はほどほどに

４ バランスのとれた食生活を

５ 塩辛い食品は控えめに

６ 野菜や果物は不足にならないように

７ 適度に運動

８ 適切な体重維持

９ ウイルスや細菌の感染予防と治療

１０ 定期的ながん検診を

１１ 身体の異常に気がついたら，すぐに受診を

１２ 正しいがん情報でがんを知ることから

［がん研究振興財団提唱］

② 感染症対策について

【現状と課題】

○ 発がんに寄与する因子としては，ウイルスや細菌の感染が，男性では喫煙に次いで２番目

に，女性では最も大きく寄与する因子となっています。

○ 発がんに大きく寄与するウイルスや細菌としては，子宮頸がんと関連するＨＰＶ，肝がん

と関連する肝炎ウイルス，ＡＴＬと関連するＨＴＬＶ－１，胃がんと関連するピロリ菌等が

あり，それらについて普及啓発を図る必要があります。

【施 策】

○ ＡＴＬの原因となるＨＴＬＶ－１について，医療機関における抗体検査の受診を啓発する

とともに，医療機関にも積極的な対応を依頼します。また，保健所における検査体制の充実

を図り，県民への受診を促進します。

○ 産婦人科医がＡＴＬ等に対する知識を深め，妊婦等に適切な指導を行うことや市町村職員

等が適切な授乳方法等の指導を行うことに資するため，専門家による講習会等を開催します。

○ ＨＰＶワクチンの接種に関しては，定期接種及びキャッチアップ接種の対象者に対する適

切な情報提供に基づく正しい理解の促進を図ります。なお，子宮頸がん検診の受診について

は，引き続き普及啓発を実施します。

○ 肝炎の早期発見・早期治療及び肝炎による肝がんの発症予防のため，市町村や保健所等が

実施する肝炎ウイルス検査の受診促進や肝炎治療費助成制度の周知に努めます。

また，ピロリ菌の保有者は定期的な胃がん検診の受診を推奨されていることについての周

知にも努めます。

- 42 -



*1 ＮＣＤｓ：循環器疾患，がん，慢性呼吸器疾患，糖尿病などの感染症ではない疾患に対する総称。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

全体 381.7(令1) 減少(令11)

全がんの年齢調整罹患率 男性 439.9(令1) 減少(令11)

女性 337.8(令1) 減少(令11)

【①生活習慣について】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

１日あたりの食塩摂取量の平均値(20歳以上) 10.2g(令4) 7g(令11)

１日あたりの野菜摂取量の平均値(20歳以上) 271.4g(令4) 350g(令11)

１日あたりの果物摂取量の平均値(20歳以上) 93.3g(令4) 200g(令11)

運動習慣者（１日30分以上の運動 男性（20～64歳） 17.3％(令4) 30％(令11)

を週２回以上実施し，１年以上継 女性（20～64歳） 9.5％(令4) 30％(令11)

続している者）の割合 男性（65歳以上） 33.1％(令4) 50％(令11)

女性（65歳以上） 23.6％(令4) 50％(令11)

睡眠で休養がとれている者の割合（20歳以上） 82.4％(令4) 90％(令11)

生活習慣病（ＮＣＤｓ
*1
）のリスクを高め 男性

る量を飲酒している者の割合 (20歳以上) 13.3％(令4) 12％(令11)

（男性：40ｇ以上，女性：20ｇ以上の者 女性
の割合) (20歳以上) 7.4％(令4) 5％(令11)

20歳未満の者の飲酒をなくす 高3男子 0.8％(令4) 0％(令11)

高3女子 0.2％(令4) 0％(令11)

20歳以上の喫煙者の割合 12.9％(令4) 12％(令11)

20歳未満で喫煙している者の割合 中１男子 1.0％(令4) 0％(令11)

中１女子 0.8％(令4) 0％(令11)

高３男子 1.5％(令4) 0％(令11)

高３女子 0.4％(令4) 0％(令11)

妊娠中の喫煙をしている者の割合 1.8％(令3) 0％(令11)

職場 29.1％(令4) 望まない受動喫

受動喫煙の機会を有する者の割合 家庭 7.8％(令4) 煙のない社会の

飲食店 20.2％(令4) 実現(令11)

【②感染症対策について】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

肝炎ウイルス検査受診者 B型 470,436人(令3) 56万人(令11)

C型 410,427人(令3) 50万人(令11)

ＨＰＶワクチン定期予防接種実施率（３回目） 15.5％(令4) 30％(令11)
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*1 ネット・サバイバル：相対生存率と同様にがんによる生存への影響を把握する目的で使用され，「が

んのみが死因となる場合の生存率」自体を集計する方法（純生存率）で，国際的にも広く採用されて

います。

*2 病期：がんの大きさや周囲への広がり方で，がんの進行の程度を判定するための基準のことで，ステ

ージや病期分類ともいいます。国際的に活用されている国際対がん連合（ＵＩＣＣ）採用の分類方法

としてＵＩＣＣ ＴＮＭ分類があり，部位ごとに各種の検査結果から原発がんの大きさ，広がり，深

さをＴ，原発がんの所属リンパ節転移の状況をＮ，他の臓器への遠隔転移状況をＭとして区分し，そ

れらを総合して病期（ステージ）を判定します。病期は０期，Ⅰ期，Ⅱ期，Ⅲ期，Ⅳ期に分類され，

数字が大きいほど進行したがんを表します。

(２) がんの２次予防（がん検診）

【現状と課題】

○ がん検診は，一定の集団を対象として，がんに罹患している疑いのある者や，がんに罹患

している者を早期に発見し，必要かつ適切な診療につなげることにより，がんの死亡率の減

少を目指すものです。

○ がん検診には，市町村が健康増進法に基づき実施する住民検診のほか，事業者や保険者が

実施する職域検診，個人が任意で受診する人間ドックのメニューの１つとして実施されるも

のがあります。

○ がん診療連携拠点病院等院内がん登録生存率集計報告書（2014-2015年）における５年生

存率（ネット・サバイバル
*1
）は，胃がん，大腸がん，乳がん，子宮がんの早期（病期

*2
Ⅰ）

は90％以上ですが，進行度が進むにつれて生存率は下がり，例えば進行した胃がん（病期Ⅳ）

では６％程度と非常に低くなっています。がんによる死亡者を更に減少させていくためには，

がん検診の受診率向上が必要不可欠です。

○ 国民生活基礎調査によると，本県の令和４年（2022年）のがん検診受診率は40％から50％

台で，上昇傾向にあります。一方，がん検診を受けた者のうち，20～60％程度は職域におい

て受診していますが，職域におけるがん検診は，保険者や事業主が福利厚生の一環として任

意で実施しているものであり，実施割合，実施されているがん検診の種類，対象者数及び受

診者数等を継続的に把握する仕組みがありません。

○ 県では，がん征圧月間やピンクリボン月間等において，県民への検診受診の啓発に取り組

むとともに，民間企業とがん検診受診やがんに関する正しい知識の普及啓発，仕事と治療の

両立支援等に係る協定を締結し，民間と連携したがんの正しい知識の普及啓発に努め，がん

検診受診率の向上を図っています。

○ 市町村は，広報誌等を活用した受診促進の取組に加え，土日検診等の実施など，住民の検

診受診の機会の確保に取り組んでいます。また，国の補助事業を活用し，子宮頸がん・乳が

ん検診の受診クーポン券配布や対象者への個別受診勧奨・再勧奨などによる検診受診率の向

上に取り組む市町村もあります。

- 44 -



*1 職場の健康づくり賛同事業所：「健康かごしま21」に基づく取組の一環として，職場ぐるみで健康づ

くりを実践している事業所を県が募り，県をはじめ健康関連団体がその取組を支援する制度です。

○ 国は，実証事業において，がん検診受診率向上効果が実証された受診勧奨の好事例等を「受

診率向上施策ハンドブック（第３版）」に取りまとめ，当該受診勧奨策を市町村が実施でき

るよう助言等を行う研修会を令和５年度に開催しました。

【市町村における土日検診等の実施状況（令和４年度）】

［健康増進課調べ］

【施 策】

○ がん検診受診率の向上を図るため，市町村，医療機関，地域女性団体等と連携を図り，が

ん検診の意義及び必要性について，地域・職域・学域と協働した普及啓発を図ります。

○ 市町村は，がん検診を受けやすい環境をさらに整備するため，複数のがん検診のセット化

や土日検診，夕方・夜間検診等の拡充などに努めます。また，検診受診率向上効果が実証さ

れた受診勧奨策の導入等を検討します。

○ 国の補助事業活用を推進し，市町村における個別の受診勧奨・再勧奨等の取組を推進しま

す。

○ 国保以外の保険者とも連携し，がん検診の受診率向上に向けた普及啓発を図ります。特に，

被扶養者については，市町村によるがん検診の受診促進を図ります。

○ 国は，職域におけるがん検診について，実施状況の継続的な把握及び適切な実施に向けた

課題の整理を行い，がん検診全体の制度設計について検討することとしており，国の検討状

況を注視するとともに，がん検診の必要性やがん関する正しい知識等について，県内企業等

への情報発信に努めます。

○ 職場の健康づくり賛同事業所
*1
におけるがん検診受診促進の取組の支援や，がん検診の啓

発活動等を目的とした民間企業との協定締結に基づく取組など，官民連携した普及啓発を図

ります。

○ 乳がん及び子宮頸がんについては，比較的若い世代での死亡が多いことから，検診機関，

産科婦人科医療機関，民間企業等と連携し，若い世代の検診受診率の向上を図ります。

○ 検診機器等の整備を含め，検診機関等と連携して検診を受けやすい環境づくりを推進しま

す。

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮頸がん 乳がん

実施市町村数 夕方検診 1 10 5 11 10
（43市町村のうち） 土日検診 40 30 35 40 39
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【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

がん検診受診率 胃 40.6%(令4)

(対象：40歳～69歳，子宮頸がんのみ20～69歳） 大腸 44.0%(令4)

※胃・肺・大腸は過去１年，乳・子宮頸は過去２ 肺 51.4%(令4) 60%(令11)

年 乳 49.8%(令4)

子宮頸 47.5%(令4)

（罹患者数が急増する）40歳代・50歳代の乳がん 40代 55.9%(令4)
60%(令11)

検診受診率 ※過去２年 50代 48.6%(令4)

（子宮頸がんの罹患者数が急増する）20歳代・30 20代 30.0%(令4) 60%(令11)

歳代の子宮頸がん検診受診率 ※過去２年 30代 54.5%(令4) 60%(令11)

[国民生活基礎調査によるがん検診受診率]
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【本県のがん検診体制のイメージ】
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がん検診受診率向上のための取組み

各団体等の取組み

関 係 団 体 等 県

○県政広報媒体を活用した

県医師会 普及啓発 国保・協会けんぽ

等の保険者

○かかりつけ医からの受診勧 ○ターゲットを絞った受診

奨への協力 促進活動 ○被保険者やその配偶

連携 〈乳がん〉 連携 者への検診受診の案

・ピンクリボン月間 内への協力

県民総合保健センター (10月)

(対がん協会鹿児島支部) 〈子宮頸がん〉

・若い世代への受診促進

○啓発資材・媒体等の作成及 連 携

びこれを活用した啓発活動 ○がん征圧月間(９月)の集

中啓発 民間事業所等

○イベント(がん征圧大会)等

による啓発活動や他団体主 ○市町村の取組事例の分析 ○従業員等への検診受

催イベント等への講師派遣 及び他市町村への好事例 連携 診勧奨

の情報提供

○検診推進のための連絡会開 ○官民連携した一般県

催 民向けの啓発イベン

トの開催

連 携 連 携

市 町 村 がん診療連携

拠点病院等
他のがん検診実施機関 ○広報媒体を活用した普及

啓発 ○相談支援センター及

○各種イベントへの医療従事 び外来窓口での受診

者等の派遣への協力 連携 ○がん検診推進事業(無料ク 連携 勧奨への協力

ーポン事業)等を活用した

受診者への個別勧奨 ○公開講座による受診

特定非営利法人・任意団体 啓発

○健康活動推進員等による

○イベント(ピンクリボン運 住民への受診勧奨活動 ○各種イベントや講座

動)等による啓発活動 等への医療従事者の

○特定健診等とのセット検 派遣への協力

診，土日検診など受診し

やすい環境の整備 ※がん指定病院も協力
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(３) 精度管理

【現状と課題】

○ がんの早期発見・早期治療につなげ，がんの死亡率を減少させるためには，がん検診にお

ける精度管理が必要不可欠です。国は「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指

針」（以下「指針」という。）を定め，市町村による科学的根拠に基づくがん検診を推進し

ています。

○ 本県においては，鹿児島県生活習慣病検診等管理指導協議会に胃がん，大腸がん，肺がん，

乳がん，子宮がんの５つのがん部会を設置して，がん検診の精度管理を行っています。

○ 各がん部会では市町村において実施した各種検診の受診率，要精検率，精検受診率，疾患

の発見率等の検診結果の評価や検診精度の管理及び向上等について検討し，併せて今後の検

診の実施方法について検討を行っています。

○ 一定の精度を有する検査機器及び十分な実績を有する医師の配置等を条件として，医師会

と連携し，各がん部会及び鹿児島県消化器がん検診推進機構の審査を踏まえて，県において

精密検査実施協力医療機関を登録しています。令和５年10月時点で，649機関を登録してい

ます。

○ がん検診を効果的に実施するには，市町村・検診機関・県において，国が示したがん検診

チェックリストに基づく精度管理を定期的に行う必要があり，精度管理調査結果をホームペ

ージで公開しています。

なお，受診者に占める前回未受診者の割合や受診歴別がん発見率等の把握についての取組

は，多くの市町村で実施されています。

【本県の精密検査実施協力医療機関の登録状況】 （単位：医療機関）

年 度 平成24年10月 平成29年12月 令和５年10月

胃 が ん 315 285 260

大腸がん 262 243 213

肺 が ん 90 99 92

乳 が ん 52 48 26

子宮がん 57 63 58

計 776 738 649

［健康増進課調べ］

【本県の各種がん検診の令和３年度精密検査受診率（上限74歳）】

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮がん

91.5％ 81.0％ 93.6％ 94.8％ 92.8％

［健康増進課調べ］
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【本県の市町村がん検診の精度管理の状況】

［健康増進課調べ:令和４年度がん検診チェックリスト調査］

【施 策】

○ 市町村や検診機関等と連携を図り，国の指針に定めれらた科学的根拠に基づくがん検診の

実施を推進し，精度管理の向上に努めます。

○ がん検診を実施する市町村や保険者等は，受診率，受診者層，精密検査受診率等について，

定期的に分析する体制を構築します。

○ がん検診の専門医療機関においては，市町村から受託するがん検診の適中度，早期がん発

見率を含めた発見率等について分析を行い，市町村に報告します。

○ がん検診機関に対する検診技術・精度向上のための研修会を引き続き実施するとともに，

生活習慣病検診等管理指導協議会等の積極的活用を図り，がん検診の手法や結果等を含め，

県内のがん検診の課題把握に努めます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

市町村検診における精密検査受診率 大腸 81.0%(令3) 90%(令11)

胃 91.5%(令3) 95%(令11)

肺 93.6%(令3) ※達成しているものについては，

乳 94.8%(令3) この数値の保持及び更なる進捗

子宮頸 92.8%(令3)

（罹患者数が急増する）20歳代・30歳代の 20歳代 89.1%(令3) 95%(令11)

子宮頸がん精密検査受診率（市町村検診） 30歳代 94.0%(令3) 95%(令11)

集団 95.2% 集団 95.2% 集団 95.2% 集団 95.1% 集団 95.1%

個別 100.0% 個別 85.7% 個別 66.7% 個別 87.1% 個別 87.9%

集団 85.7% 集団 81.0% 集団 83.3% 集団 82.9% 集団 80.5%

個別 33.3% 個別 71.4% 個別 66.7% 個別 77.1% 個別 78.0%

集団 81.0% 集団 76.2% 集団 78.6% 集団 78.0% 集団 78.0%

個別 33.3% 個別 71.4% 個別 66.7% 個別 67.8% 個別 69.2%

集団 88.1% 集団 83.3% 集団 88.1% 集団 85.4% 集団 85.4%

個別 66.7% 個別 78.6% 個別 66.7% 個別 70.3% 個別 75.8%

集団 81.4% 集団 78.0% 集団 81.4% 集団 81.0% 集団 81.4%

個別 50.0% 個別 92.9% 個別 66.7% 個別 77.2% 個別 78.1%

集団 81.4% 集団 75.6% 集団 81.4% 集団 81.0% 集団 81.4%

個別 50.0% 個別 92.9% 個別 66.7% 個別 62.8% 個別 65.2%

胃がん
検診（X線）

大腸がん
検診

肺がん
検診

乳がん
検診

子宮頸がん
検診

受診者数を検診受診歴別に集計し
ているか

がん発見率を検診受診歴別に集計
しているか

早期がん割合や上皮内病変（ＣＩＮな
ど）数を検診受診歴別に集計してい
るか

委託先検診機関（医療機関）を仕様
書の内容に基づいて選定しているか

仕様書（もしくは実施要綱）の内容は，
「仕様書に明記すべき必要最低限の
精度管理項目」を満たしているか

陽性反応適中度を検診受診歴別に
集計しているか
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【本県の精度管理体制のイメージ】

精密検診実施協力医療機関
精密検診（一次検診の要精密者）

・検診結果等の追跡調査

・検診従事者の研修

各検診機関の検診体制，
結果の評価

（調査，評価，分析，指導）

※検診精度向上
・要精検率分析

・がん発見率分析
・陽性反応適中度分析
・早期がん割合分析

市町村

検診事
業評価
チェック

検診機関・医療機関
一次検診（住民）

検診事
業評価
チェック

精度管理がなさ
れている検診機
関への委託

検診結果の報告

県

県生活習慣病検診等管理指導協議会

胃がん部会 肺がん部会

子宮がん部会 乳がん部会

大腸がん部会 検診事
業評価
チェック

評価結果の公表

検討結果の分析，評価，指導
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*1 がん患者状況等調査：令和５年度に県が実施したアンケート調査で，①がん患者及びその家族，②医

療従事者を対象に行った調査

２ 患者本位で持続可能ながん医療の提供
～適切な医療を受けられる体制を充実させることで，がん生存率の向上・がん死亡率の減少

・すべてのがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上を目指す～

がんゲノム医療をはじめとした高度ながん医療の提供を推進するとともに，患者本位のがん医

療を展開することで，がん医療の質を向上させます。また，それぞれのがんの特性に応じたがん

医療の均てん化・集約化を進め，効率的かつ持続可能ながん医療を提供することで，がん生存率

を向上させ，がん死亡率を減少させます。さらに，支持療法や緩和ケアが適切に提供される体制

を整備することで，全てのがん患者及びその家族等の療養生活の質を向上させます。

(１) がん医療提供体制等

① 医療提供体制の均てん化・集約化について

【現状と課題】

○ 本県には，がん診療の中核施設として，国が指定するがん診療連携拠点病院等が13か所，

県が指定する県がん診療指定病院が14か所整備され，全ての二次保健医療圏において拠点病

院等が整備されています。

○ 本県では，「がん診療連携拠点病院等の整備に関する指針」（以下「整備指針」という。）

に基づき，拠点病院等を中心として，標準的な手術療法，放射線療法，薬物療法，病理診断，

緩和ケア等の提供，相談支援センターの整備，院内がん登録及び多職種によるカンファレン

スの実施等を推進し，全ての県民が質の高いがん医療を等しく受けられるよう，がん医療の

均てん化が進められてきました。

○ また，整備指針に基づき，鹿児島大学病院が中心となって「鹿児島県がん診療連携協議会」

が設置され，県内のがん診療の連携協力体制や相談支援の提供体制等の推進に向けた取組が

行われてきました。

○ がん患者やその家族等が治療法を選択する上で，第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカンドオピニオンや病状，検査・治療内容，それに伴う副作用・合併症など

について適切な説明を受け，十分に理解した上で自身の判断で治療方針などに対して拒否や

合意を選択するインフォームド・コンセントが十分に行われる環境について，引き続き，体

制を整備していく必要があります。

○ 令和５年度に本県で実施した「がん患者状況等調査
*1
」では，がんの診断から治療開始ま

での状況を振り返って，納得いく治療を選択することができたと思うと回答した患者・家族

（以下，調査に限り「患者等」という。）の割合は77.6％であり，また，これまでに受けた

治療に納得していると回答した患者等の割合は75.2％となっています。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により，がん検診の受診者数やがん外科手術数が減少し
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*1 ＢＣＰ（Business Coutinuity PLan）：大地震等の自然災害，感染症のまん延など不測の事態が発生し

ても，重要な事業を中断させない，または中断しても可能な限り短い期間で復旧させるための方針，体

制，手順等を示した「事業継続計画」のこと。

たとの報告があります。一方，令和４年の整備指針改定において，都道府県がん診療連携協

議会の体制を強化し，拠点病院等の体制を強化し，拠点病院等の役割分担や連携体制の構築，

感染症発生・まん延時や災害時への対応等が新たな要件として盛り込まれ，また，拠点病院

等は医療機関としてのＢＣＰ
*1
を策定することが望ましいという要件が追加されました。

【がん診療連携拠点病院等の診療実績】

［令和５年がん診療連携拠点病院等現況報告］

【施 策】

○ がん患者が適切ながん医療を受けることができるよう，地域の実情に応じ，均てん化を推

進するとともに，持続可能ながん医療の提供に向け，拠点病院等の役割分担と連携を踏まえ

た集約化を推進します。

○ 拠点病院等を中心に，医師による十分な説明とがん患者やその家族等の理解の下，インフ

ォームド・コンセントが行われる体制を整備するとともに，患者やその家族等の意向に応じ

て，セカンドオピニオンをいつでも適切に受けられ，患者自らが治療法を選択できる体制を

整備します。また，セカンドオピニオンの活用を促進するため，患者やその家族等への普及

啓発を推進します。

○ 感染症発生・まん延時や災害時等の状況下においても，必要ながん医療を提供できるよう，

鹿児島大
学病院

鹿児島市
立病院

鹿児島医
療セン
ター

いまきい
れ総合病
院

済生会川
内病院

相良病院
県立薩南
病院

出水郡医師
会広域医療
センター

南九州病
院

霧島市立
医師会医
療セン
ター

鹿屋医療
センター

種子島医
療セン
ター

16,071 13,334 8,017 8,094 5,809 2,138 2,316 3,375 2,926 5,673 3,428 2,404
6,154 3,445 2,508 1,962 2,389 2,114 652 405 1,437 1,062 699 429
38.3% 25.8% 31.3% 24.2% 41.1% 98.9% 28.2% 12.0% 49.1% 18.7% 20.4% 17.8%
46,441 90,066 26,501 19,195 32,254 44,108 5,646 7,762 4,875 11,231 15,131 10,510

97 47 101 47 86 129 39 99 144 110 40 33

8,437 4,564 4,148 2,954 2,329 2,817 0 813 595 2,490 898 30
6,559 234 3,393 2,371 5,287 11,182 212 856 424 739 1,212 369
756 4,080 89 170 84 158 7 19 95 82 15 1

184 143 0 99 0 0 0 1 66 45 0 0
116 82 26 32 45 0 13 17 0 45 14 5
68 53 23 3 0 0 2 1 0 9 1 1
339 155 61 87 68 0 44 31 4 93 139 11
117 42 7 3 71 1,084 0 7 0 0 8 0

500 316 142 208 240 426 27 0 144 0 144 0
23 12 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0
64 2 0 0 1 118 0 0 0 0 0 0

肺がん患者数 55 76 1 65 35 3 13 0 73 0 13 0
胃がん患者数 3 6 6 3 6 0 0 0 2 0 1 0
肝がん患者数 8 12 0 10 7 1 0 0 3 0 1 0
大腸がん患者数 0 11 0 11 9 2 2 0 5 0 9 0
乳がん患者数 27 71 9 13 71 409 10 0 47 0 34 0

527 160 42 149 57 56 18 84 10 25 153 8
491 184 77 79 51 9 7 49 15 13 12 6
22 101 0 50 45 17 12 23 2 7 33 2

緩和ケアチームに対する新規診断症例の状況

患者数
身体症状の緩和を行った症例数
精神症状の緩和を行った症例数
社会的苦痛に対する緩和を行った症例数

放射線治療の状況

患者数

体外照射
密封小線源治療
核医学治療

放射線治療を開
始した患者数

肺がん
胃がん
肝臓がん
大腸がん
乳がん

手術等の状況

患者数・診療件数の状況

患者数

年間入院患者延べ数
年間入院がん患者延べ数
年間入院患者延べ数に占めるがん患者の割合

年間外来がん患者延べ数
年間院内死亡がん患者数

検査等の実施状況

検査数
病理組織診断
病理細胞診断
病理組織迅速組織顕微鏡検査

悪性腫瘍
の手術件

数
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*1 がんゲノム医療：主にがんの組織を用いて，多数の遺伝子を同時に調べ，遺伝子変異（細胞の中の遺

伝子が何らかの原因で後天的に変化することや，生まれもった遺伝子の違い）を明らかにすることによ

り，一人ひとりの体質や病状に合わせて治療などを行う医療のことです。

*2 がん遺伝子パネル検査：がん組織や血液を使って，がん細胞の数十から数百の遺伝子を一度に調べ，

その中で起きている遺伝子の変化を確認し，がんの特徴を知るための検査です。がんの特徴が分かれば，

一人ひとりに適した治療法を探すことができます。

県がん診療連携協議会においてＢＣＰについて議論を行うなど，診療機能の役割分担や各施

設が協力した人材育成や応援体制の構築等，平時から地域の実情に応じた連携体制の整備に

取り組みます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

がんの診断・治療全般の総合評価（平均点）

（今回のがんの診断･治療全般について総合的 7.5点(令5) ８点（令11）
に０～10で評価すると何点か）

② がんゲノム医療について

【現状と課題】

○ がんゲノム医療*1については，国において平成29年12月に「がんゲノム医療中核拠点病院

等の整備に関する指針」が策定され，県内においては，鹿児島大学病院が「がんゲノム医療

拠点病院」として指定され，同病院と連携する「がんゲノム医療連携病院」として，相良病

院，鹿児島市立病院が指定されています。（令和５年４月１日現在）

○ 令和元年６月からがん遺伝子パネル検査
*2
は，標準治療がない，または終了した（終了見

込みを含む）などの要件を満たす場合に公的医療保険適用となっています。

○ がん患者状況等調査では，がんゲノム医療について知っている患者等の割合は45.9％であ

り，５割に達していません。

○ 拠点病院等において，がんゲノム医療を実現するためには，必要な情報を適切に患者に伝

える体制の整備等を進め，遺伝カウンセリングを行う者や個人情報を管理する者等の，がん

ゲノム医療の実現に必要な人材の育成やその配置を進めていく必要があります。

【施 策】

○ 必要な患者が，適切なタイミングでがん遺伝子パネル検査等及びその結果を踏まえた治療

を受けられるよう，がんゲノム医療拠点病院等を中心とした医療提供体制の整備等を引き続

き推進します。また，県民に対するがんゲノム医療に関する理解の促進や普及啓発に努めま

す。
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*1 放射線療法：手術と同様，局所に対する治療ですが，手術のように臓器を取り除いたりすることな

く，がんの部分に放射線をあてる治療のことです。放射線は細胞内のＤＮＡを切断してがん細胞にダ

メージを与えます。

*2 薬物療法：がんを治したり，あるいは，がんの進行を抑えたり，がんによる身体症状を緩和したり

することを目的として行うもので，「化学療法」「内分泌療法（ホルモン療法）」「分子標的治療」など

の種類があります。

*3 支持療法：がんそのものに伴う症状や治療による副作用・合併症・後遺症による症状を軽くするた

めの予防，抗菌薬治療，およびケアのことです。例えば，感染症に対する抗生剤の投与や，薬物療法

の副作用である貧血や血小板減少に対する適切な輸血療法，吐き気・嘔吐に対する制吐剤（吐き気止

め）の使用などがあります。

*4 粒子線治療：陽子や重粒子（炭素イオン）などの粒子放射線のビームを病巣に照射する放射線治療

法の総称。Ｘ線による一般的な治療と比較して，がん病巣に合わせて放射線をより集中できる利点が

あり，現在，医療で実施されているのは，陽子線治療と重粒子線治療（炭素線）です。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

ゲノム情報を活用したがん医療について知っている
45.9％(令5) 50％(令11)

と回答した患者等の割合

③ 手術療法・放射線療法
*1
・薬物療法

*2
・支持療法

*3
の充実について

【現状と課題】

○ がんに対する質の高い手術療法を安全に提供するため，拠点病院等を中心に，適切な実施

体制の整備や専門的な知識及び技能を有する医師等の医療従事者の配置が行われてきまし

た。

○ 高い技術を要する手術療法のような，全ての施設で対応が難しいようなものについては，

医療機関間で連携し，地域の実情に応じて集約化を行う等，手術療法の連携体制の整備が必

要です。

○ 放射線療法については，放射線療法に携わる専門的な知識と技能を有する医師をはじめと

した医療従事者の配置や，リニアック等の機器の整備など，集学的治療を提供する体制の整

備が行われ，県内における令和４年度の状況では，放射線治療装置の一種であるリニアック

は６保健医療圏９機関で整備されています。

【本県のリニアック保有医療機関数（二次保健医療圏別）】 （単位：医療機関）

鹿児島 南薩 川薩 出水 姶良・伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美 計

４ １ １ ０ １ ０ １ ０ １ ９

［令和４年度医療施設機能等調査］

○ 粒子線治療
*4
等の新たな医療技術については，施設の整備に多大なコストを要することか

ら，全国での配置は限られていますが，本県では平成23年から県内の陽子線がん治療研究施
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*1 レジメン：薬物療法を行う上で，薬剤の用量や用法，治療期間を明記した治療計画のことです。治療

計画は，がん種や治療法ごとに決められた基本レジメンを基に，医師や薬剤師が患者のがん細胞の性

質や現在の症状などから，治療効果や副作用などを総合的に判断した上で作成します。

*2 ＱＯＬ(Quality of Life)：生活の質です。治療や療養生活を送る患者の肉体的，精神的，社会的，

すべてを含めた生活の質を意味します。

設ががん治療を開始し，これまで6,000名を超える患者が治療を受けています。今後も，県

内のがん医療機関との連携体制の構築が必要です。

【本県の陽子線がん治療研究施設治療件数】 （令和６年１月12日時点）

部位 前立腺 肺 肝・胆管 腎 頸部 膵 骨軟部 転移 その他 計

件数 3,185 688 890 32 241 387 136 393 223 6,175

［一般社団法人メディポリス医学研究所］

○ がんに対する質の高い薬物療法を安全に提供するため，拠点病院等を中心に，継続的にレ

ジメン
*1
を審査し管理する体制の整備や，専門的な知識及び技能を有する医師等の医療従事

者の配置が推進されてきました。また免疫チェックポイント阻害薬や遺伝子情報に基づく治

療薬等の新しい薬物療法について保険適用が拡大されたほか，外来での薬物療法の拡大が進

められてきました。

○ 一方で，高齢のがん患者等の合併症リスクの高い患者の増加や新しい薬物療法の普及に伴

う，新たな副作用や学際領域への対応に向け，薬物療法に係る専門的な医療従事者の配置に

ついて，地域間及び医療機関間における差の改善が求められています。

○ 科学的根拠に基づく正しい薬物療法に関する知識の普及については，関係学会等によりエ

ビデンスを活用しやすい環境の整備が進められている一方で，インターネット上で科学的根

拠に乏しい情報が多く見られています。近年研究開発が進み，有力な治療方法の選択肢の一

つとなっている免疫療法をはじめ，がん患者が治療法に関する正しい情報を得ることができ

るよう，取組を進める必要があります。

○ 薬物療法に係る専門医の数は，前計画策定時と比較して横ばいで，全ての拠点病院に配置

されている状況ではないため，引き続き専門性の高い人材の育成を推進する必要があります。

（P.85 「がん診療専門医等の状況」参照）

○ 県内の外来化学療法加算算定医療機関数は52機関です。

【本県の二次保健医療圏別の外来化学療法加算算定医療機関】
（単位：医療機関）

［九州厚生局鹿児島事務所］

○ がん治療における副作用・合併症・後遺症対策として，支持療法の適切な推進が重要であ

り，国の研究において，がん治療に伴う副作用・合併症・後遺症を軽減し，患者のＱＯＬ
*2

鹿児島 南薩 川薩 出水 姶良・伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美 計

H29.8時点 23 4 4 2 5 2 6 2 2 50

R5.9時点 20 4 4 2 7 3 6 1 5 52
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を向上させるため，支持療法に関する実態の把握，均てん化を目指した研究が行われている

ほか，薬物療法による合併症に関するガイドラインの改訂，がん患者の精神心理的な支援に

関する診療ガイドラインの作成等が進められています。

【施 策】

○ がん患者が，それぞれの状況に応じた適切かつ安全な治療を受けられるよう，標準的治療

の提供に加えて，科学的根拠に基づく高度な治療法の提供についても，拠点病院等を中心に

各医療機関で提供可能ながん医療に関する機能に応じて，医療機関間の役割分担の明確化及

び連携体制の整備等に努めます。

施 策】

○ 放射線療法における専門医の常勤体制については，全ての拠点病院で整備されている状況

ではないため，今後も継続して専門医療従事者の育成を推進します。

○ また，陽子線がん治療研究施設と地域医療機関との連携により，陽子線によるがん治療を

望む患者が必要な治療を受けられる環境づくりを推進します。

○ 拠点病院等や医師，薬剤師会等と連携して，地域における外来薬物療法の提供体制の拡充

を図るとともに，外来薬物療法の特徴や提供医療機関について，広く県民への周知を図りま

す。

○ がん治療に伴う副作用・合併症・後遺症を軽減し，患者のＱＯＬを向上させるため，拠点

病院等において，多職種による相談支援体制の整備など，適切な支持療法の実施に向けた取

組を推進します。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

本人又は家族が納得いく治療を選択することが
77.6％(令5) 80％(令11)

できたと回答した患者等の割合

④ チーム医療の推進について

【現状と課題】

○ がん患者やその家族等が抱える様々な苦痛，悩み，負担に応え，安全かつ安心で質の高い

がん医療を提供するため，多職種によるチーム医療の推進が必要です。

○ これまで，拠点病院等において，医療従事者間の連携体制の強化に係る環境整備に向けて，

医師，看護師，薬剤師，社会福祉士，公認心理師等で組織された緩和ケアチームを含む様々

な専門チームの設置が進められてきました。

○ また，療養生活の質の維持・向上の観点から，食事を通して栄養を摂取することや，治療

の合併症予防及びその病状軽減は重要であり，がん患者に対する口腔の管理に，歯科医師や

歯科衛生士等の口腔ケアチーム，また，適切な栄養管理に，医師，看護師，管理栄養士，言

語聴覚士等の栄養サポートチームと連携しつつ対応することが求められています。
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【施 策】

○ 拠点病院等は多職種連携を更に推進する観点から，拠点病院等におけるチーム医療の提供

体制の整備を進めるとともに，県がん診療連携協議会において地域の医療機関と議論を行い，

拠点病院等と地域の医療機関との連携体制の整備に取り組みます。

○ 一人ひとりのがん患者に必要な治療やケアについて，それぞれの専門的な立場から議論が

なされた上で，在宅での療養支援も含めて患者が必要とする連携体制がとられるよう環境整

備を推進することにより，診療機能の更なる充実を図ります。

○ 拠点病院等において，院内や地域の歯科医師，歯科衛生士等と連携し，医科歯科連携によ

るがん患者の口腔の管理の推進に取り組みます。また，栄養サポートチーム等の専門チーム

と連携し，栄養指導や管理を行う体制の整備に取り組みます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

医療スタッフ間で患者に関する情報が十分に共有
68.6％(令5) 70％(令11)

されていると感じた患者等の割合

⑤ がんのリハビリテーションについて

【現状と課題】

○ がん治療の影響から，患者の嚥下や呼吸運動等に障害が生じることがあります。また，病

状の進行に伴い，次第に日常生活動作に障害を来し，生活の質の著しい低下が見られること

から，がん領域でのリハビリテーションの重要性が指摘されています。

○ また，拠点病院等におけるリハビリテーション提供体制の整備を推進していくため，令和

４年整備指針改定において，拠点病院等は，がんのリハビリテーションに携わる専門的な知

識及び技能を有する医師や理学療法士，作業療法士，言語聴覚士等の診療従事者を配置する

ことが望ましいとされました。

【施 策】

○ がんのリハビリテーションに関する研修を受講した医師や看護師，理学療法士，作業療法

士，言語聴覚士等の拠点病院等への配置を推進し，入院に加え外来においても，効果的・継

続的ながんのリハビリテーション提供体制の整備を推進します。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

拠点病院等におけるリハビリテー 理学療法士 147人(令4) 147人以上(令11)

ションに係る専門医療従事者数 作業療法士 75人(令4) 75人以上(令11)
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⑥ がんと診断された時からの緩和ケアの推進について

【現状と課題】

○ 緩和ケアについては，基本法第15条において，「がんその他の特定の疾病に罹患した者に

係る身体的若しくは精神的な苦痛又は社会生活上の不安を緩和することによりその療養生活

の質の維持向上を図ることを主たる目的とする治療，看護その他の行為をいう」と定義され

ています。また，基本法第17条において，がん患者の療養生活の質の維持向上のために必要

な施策として，「緩和ケアが診断の時から適切に提供されるようにすること」と明記されて

います。

○ 緩和ケアとは，身体的・精神心理的・社会的苦痛等の「全人的な苦痛」への対応（全人的

なケア）を，全ての医療従事者が診断時から行うとともに，地域の関係機関等とも連携して

取り組まれるものであり，こうした取組を通じて，がん患者やその家族等のＱＯＬの向上を

目標とするものです。

○ 県内のがん患者やその家族等に対する緩和ケアについては，拠点病院等が自施設や地域の

医療機関等を対象とする研修会を開催し，これまでに約2,100名の医師・歯科医師が研修を

修了するなど，緩和ケアに関する人材育成が図られてきました。

○ 県内では，鹿児島大学病院に緩和ケアセンターが整備されており，８つの医療機関で緩和

ケア病棟が整備されているほか，全ての拠点病院等では緩和ケアチームを整備し，緩和ケア

を提供しています。また，７つの病院と24の診療所も緩和ケア診療加算の届出を行っていま

す。

○ 引き続き，がん患者とその家族等の状況に応じて，がんと診断された時から身体的・精神

心理的・社会的苦痛等に対する適切な緩和ケアを，患者の療養の場所を問わず提供できる体

制を整備していく必要があります。

○ がん患者状況等調査では，｢患者やその家族に対して，がんと診断された時から緩和ケア

について十分に説明をしている」と回答した医師は49.3％だったのに対し，「緩和ケアを受

けたことがある」と回答した患者等は18.5％で，そのうち，がんと診断された時から緩和ケ

アを開始したと回答した患者等の割合は33.9％にとどまっています。

一方，がんやがん治療に伴う痛みや身体の苦痛（吐き気，だるさ，しびれなど痛み以外の

つらさも含む）があると感じると回答した患者は70.0％，がんや治療に伴い気持ちがつらい

と感じると回答した患者は62.4％を占めています。

○ がん患者の多くは，がんと診断された時から，身体的苦痛，不安や抑うつ等の精神心理的

苦痛，就業などの社会的苦痛を抱えており，その家族も様々な苦痛を抱えています。このた

め，診断，治療，在宅医療など様々な場面で切れ目なく全人的な緩和ケアが実施できるよう，

緩和ケア提供体制の更なる充実を図るとともに，がん患者やその家族を含む県民に対して，

緩和ケアに関する正しい知識の普及啓発に取り組む必要があります。
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【本県の二次保健医療圏別緩和ケア研修修了者数（医師・歯科医師）】
（令和５年３月末時点）

［健康増進課調べ］

【本県の緩和ケア病棟・緩和ケア診療加算届出医療機関・有床診療所緩和ケア診療加算届出医療

機関の整備状況】※( )は拠点病院等の内数 （令和５年９月末時点）

［九州厚生局届出受理医療機関名簿］

【本県の医療用麻薬取扱の許可を有する薬局数】 （令和5年4月1日時点）

鹿児島 南薩 川薩 出水 姶良・伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美 計

336 59 59 41 102 26 71 13 37 744

［薬務課調べ］

【がん患者・家族に対する緩和ケアに関する説明状況】

【がん患者状況等調査（医療従事者）】

【緩和ケアを受けたことの有無に関する回答状況】

【がん患者状況等調査(患者・家族)】

鹿児島 南薩 川薩 出水
姶良・
伊佐

曽於 肝付 熊毛 奄美 計

累計
（平成20年度～）

1,341 99 116 31 158 21 110 18 211 2,105

緩和ケア病棟 4 (1) 1 1 (1) 1 (1) 1 (1) 8 (4)

医療機関 6 (5) 1 7 (5)

有床診療所 8 4 1 5 3 1 2 24 ()

出水川薩南薩鹿児島 計奄美熊毛肝属曽於姶良・伊佐

18.5% 72.3% 9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全

体

ある ない 無回答

49.3% 27.9% 22.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全

体

説明している 説明していない わからない 無回答
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【緩和ケアを受けた時期に関する回答状況】

【がん患者状況等調査（患者・家族）】

【施 策】

○ 拠点病院等を中心とした医療機関は，がん医療に携わる全ての医療従事者により，がん患

者の身体的苦痛や，がん患者やその家族等の精神心理的苦痛，社会的な問題等の把握及びそ

れらの個別の状況に応じた対応が，地域の実情に応じて，診断時から一貫して行われる体制

の整備を推進します。

○ 特に，がんの診断時は，がん患者やその家族等にとって，診断による衝撃への対応や今後

の治療・生活への備えが必要となる重要な時期であることを踏まえ，これらの精神心理的苦

痛や社会的苦痛に対する適切な支援が全ての医療従事者により提供され，また，必要に応じ

て緩和ケアチームとの速やかな連携が図られるよう，医療従事者への普及啓発等を含め，必

要な体制の整備を推進します。

○ 拠点病院等は，地域の医療従事者も含めた緩和ケアに関する研修会を定期的に開催すると

ともに，がん等の治療に携わる全ての医師・歯科医師及び緩和ケアに従事するその他の医療

従事者の受講促進等に努め，緩和ケアに関する人材育成を推進します。

また，地域におけるがん診療や在宅医療に携わる医療機関，関係団体及び市町村と連携し，

緩和ケアに係る普及啓発及び実施体制の整備を進めます。

○ 拠点病院等においては，緩和ケアの質の向上を図るため，緩和薬物療法に関する専門資格

を有する薬剤師や医療心理に携わる専門的な知識等を有する公認心理師等の配置に努めま

す。

○ 拠点病院等や在宅療養支援診療所等の医療機関と薬局との連携を促進し，医療用麻薬の供

給体制の充実や通院困難ながん患者が訪問による薬学的管理指導等を受けられる機会を確保

します。

○ がん診療連携協議会等で，がん患者やその家族等に対する緩和ケアチームの効果的な紹介

手順や広報手法などを協議・検討するとともに，関係団体と連携を図りながら地域の医療機

関等との連携を推進し，緩和ケア提供体制の更なる充実を図ります。

33.9% 16.1% 48.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全

体

がんと診断された時 がんの治療を開始した時 がん治療の途中 無回答
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*1 妊孕性：妊娠するために必要な能力のこと。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

拠点病院等における医師（がん等の診療に携わる
85.1％(令4) 90％(令11)

医師・歯科医師）の緩和ケア研修修了割合

拠点病院等における医師・歯科医師以外の医療従
48人(令4) 50人(令11)

事者の緩和ケア研修修了者数（年間）

痛みや身体的な苦痛を抱える患者の割合 70.0％(令5) 60％以下(令11)

精神心理的な苦痛（気持ちのつらさ）を抱える患
62.4％(令5) 55％以下(令11)

者の割合

⑦ 妊孕性温存療法について

【現状と課題】

○ がん治療によって生殖機能に影響を及ぼし，妊孕性
*1
が低下することは，将来こどもを産

にんようせい

み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者にとって大きな課題です。

○ 将来こどもを授かる可能性を温存するための妊孕性温存療法として，胚（受精卵），未受

精卵子，卵巣組織，精子を採取し長期的に凍結保存することは，高額な自費診療であり，が

ん患者等にとって経済的負担となっているほか，未受精卵子凍結や卵巣組織凍結については，

有効性等の更なるエビデンス集積が求められています。

○ こうした状況を踏まえ，国は，令和３年度から将来こどもを産み育てることを望む小児・

ＡＹＡ世代のがん患者等に対し，妊孕性温存療法に要する費用の一部を助成することにより，

経済的負担の軽減を図る「小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業」

を開始しました。

○ 本県においては，将来こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者への相

談支援と情報提供を行うため，がん治療実施医療機関と生殖医療実施機関で構成する鹿児島

県がん・生殖医療ネットワークが令和元年５月に設立され，令和３年度から，妊孕性温存療

法研究促進事業を開始しています。

○ 令和４年の整備指針の改定により，拠点病院等は，各地域のがん・生殖医療ネットワーク

に加入し，小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業へ参画すること，

対象となりうるがん患者やその家族等に対し，妊孕性温存療法及びがん治療後の生殖補助医

療に関する情報提供及び意思決定支援を行う体制を整備することが求められています。

【施 策】

○ 将来，こどもを産み育てることを望む小児・ＡＹＡ世代のがん患者が，希望を持ってがん

治療等に取り組めるよう，妊孕性温存療法及びがん治療後の生殖補助医療を希望するがん患

者の治療費の一部を助成し，経済的負担の軽減を図ります。
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*1 希少がん：平成27年の「希少がん医療・支援のあり方に関する検討会」において，「概ね罹患率人口10

万人当たり６例未満，数が少ないため診療・受療上の課題が他のがん種に比べて大きい」がん種と定義

されています。

*2 難治性がん：本計画における「難治性がん」とは，特定のがん種に限定されず，治療が奏功しない抵

抗性のがんをいいます。

○ 拠点病院等は，がん患者とその家族等に対して，がん治療が妊孕性に与える影響に関する

説明と，妊孕性温存療法及びがん治療後の生殖補助医療に関する情報提供及び意思決定支援

が個々の患者の状態に応じて適切に行われるよう，体制整備を推進します。

○ 鹿児島県がん・生殖医療ネットワークにおいて，適切な支援や治療提供のため，情報共有

及び連携強化に努めます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

治療開始前に生殖機能への影響に関する説明を受けた
29.4％(令5) 50％以上(令11)

患者等の割合（患者40歳未満が対象）

(２) 希少がん及び難治性がん対策

【現状と課題】

○ 希少がん
*1
及び難治性がん

*2
については，平成28年の基本法の一部改正において，基本法第

19条第２項に「罹患している者の少ないがん及び治癒が特に困難であるがんにかかる研究の

促進について必要な配置がなされるものとする」と明記されるなど，更なる対策が求められ

ています。

○ また，希少がん及び難治性がんにおいては，治療薬の候補が見つかっても保険診療下で使

用できる薬が少ない，参加可能な治験が少ない等，薬剤アクセスの改善が課題となっていま

す。

【施 策】

○ 国の動向を踏まえ，拠点病院等を中心に，希少がんに関する情報の収集・発信に努めます。

○ 各々の希少がん及び難治性がんに対応できる病院と地域の拠点病院等との連携を推進し，

希少がん及び難治性がん患者が必要な情報にアクセスでき，適切な医療につながれる体制の

整備に努めます。

○ 希少がん及び難治性がんに対するより有効性の高い診断・治療を効率的に推進するため，

ゲノム医療の推進をはじめ，手術療法，放射線療法，薬物療法等を充実させます。
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*1 小児がん：小児がかかるさまざまながんの総称であり，一般的には15歳未満にみられるがんです。小

児がんの種類は，白血病や脳腫瘍が多く，他にリンパ腫，胚細胞腫瘍，神経芽腫などがあります。

(３) 小児がん及びＡＹＡ世代のがん対策

【現状と課題】

○ がんは，小児及びＡＹＡ世代の病死の主な原因の１つですが，多種多様ながん種を多く含

むことや，成長発達の過程において，乳幼児から小児期，活動性の高い思春期・若年成人世

代といった特徴あるライフステージで発症することから，これらの世代のがんは，成人のが

んとは異なる対策が求められます。

○ 小児がん
*1
については，十分な経験と支援体制を有する医療機関を中心に，令和５年４月

現在，全国に15か所の小児がん拠点病院及び２か所の小児がん中央機関が整備され，九州で

は九州大学病院が指定されています。

○ 標準的治療が確立しておらず診療を集約化すべきがん種と，標準的治療が確立しており一

定程度の診療の均てん化が可能ながん種とを整理することが求められています。

○ 提供体制については，小児がん拠点病院と地域ブロックにおける他の医療機関とのネット

ワークや，がん患者やその家族等の希望に応じて在宅医療を実施できる支援体制の整備が求

められています。

○ 令和４年度の県内の小児がん患者（小児慢性特定疾病医療費助成事業における悪性新生物

の受給者）の数は171人です。

【小児慢性特定疾病医療費助成事業受給者数（悪性新生物）の推移】 （単位：人）

［子ども家庭課調べ］

※ 平成26年度については，新・旧制度毎の集計値の合計であり，両制度での重複受給者を含んだ

数値（小児慢性特定疾病医療費助成制度は，平成27年１月１日から新制度に移行）
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小児慢性特定疾病医療費助成事業受給者数
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○ 県内における小児がんの治療については，鹿児島大学病院が中心となって化学療法や放射

線療法，手術等の治療や他の医療機関への医師の派遣等を行い，鹿児島市立病院等の他医療

機関は主に術前・術後のフォローや外来診療を行っており，医療機関ごとの役割分担と連携

の推進が図られています。

○ 小児がん患者については，小児慢性特定疾病医療費助成事業により，治療研究と併せて患

者家族の医療費の負担軽減が図られています。

○ 離島の小児がん患者等が治療を受けるために必要となる家族の宿泊施設を安価で提供する

などの取組を行っているＮＰＯ法人もあります。

（参考）鹿児島ファミリーハウス

鹿児島市内の病院に通院あるいは入院する患児とその家族のために，認定ＮＰＯ法人

こども医療ネットワークが鹿児島市鴨池に３室開設しています。

人数に関わらず１室１泊1,000円で原則６泊まで宿泊可能です。(令和５年11月時点)

○ 小児がんは，成長発達期の治療により，長期にわたって日常生活や就園や就学，就労に支

障を来すことがあるため，患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期的な支援や配

慮も必要となる場合があります。

○ ＡＹＡ世代に発症するがんについては，その診療体制が定まっておらず，また，小児と成

人領域の狭間で患者が適切な治療が受けられないおそれがあります。

○ 他の世代に比べて患者数が少なく，疾患構成が多様であることから，医療従事者に，診療

や相談支援の経験が蓄積されにくい状況があります。

○ 拠点病院等では，ＡＹＡ世代のがん患者について治療，就学，就労，生殖機能等に関する

状況や希望について確認し，自施設または連携施設の相談支援センターで対応できる体制を

整備することとしており，小児がん拠点病院等と拠点病院等が連携しつつ，ＡＹＡ世代のが

ん患者への対応を行えるような体制の構築が進められています。

【施 策】

○ 小児がん患者関係者との意見交換の機会を設けるなどし，患者の療養状況や抱えている課

題を把握し，患者やその家族等に対する療養上必要な情報の提供に努めるとともに，県民の

理解を促すための情報発信を行うなど，小児がん対策の推進を図ります。

○ 小児慢性特定疾病医療費助成事業を推進し，医療の確保及び治療研究を継続するとともに，

患者家族の医療費の負担軽減を図ります。

○ 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業を実施することで，小児がん患者のＱＯＬ

の向上を図ります。

○ 行政，医療機関，教育関係者，患者家族会など患者を囲む関係機関の連携強化を図るとと
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*1 長期フォローアップ：原疾患の治療がほぼ終了し，診療の重点が晩期合併症，後遺症や副作用対策

が主となった時点からの対応のことです。

もに，ピア・サポーターによる相談体制を支援し，がん患者やその家族間の交流を促進しま

す。

○ 小児・ＡＹＡ世代のがん患者やその家族等のニーズ把握に努めるとともに，保健所や医療

機関の医療連携室等の各種相談窓口の活用促進，患者の家族への保健・医療・福祉サービス

等に関する十分な情報提供に努めます。

○ 拠点病院等において，小児がん拠点病院等と連携して，小児・ＡＹＡ世代のがん患者やそ

の家族等が適切な治療や長期フォローアップ*1が受けられる体制の整備に努めるとともに，

治療に加え，就学，就労，生殖機能に関すること等，ＡＹＡ世代の多様なニーズに対応でき

る多職種からなる相談支援体制の整備に努めます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

小児がん患者の長期フォローアップ外来を開設 ３医療機関 ６医療機関
している拠点病院等の数 (令4) (令11)

多職種からなるＡＹＡ世代支援チームを設置し ６医療機関 13医療機関
ている拠点病院等の数 (令4) (令11)

(４) 高齢者のがん対策

【現状と課題】

○ 県内においては人口の高齢化が進んでおり，令和22年には，65歳以上の高齢者の数が505

千人（全人口の39.4％）に達すると推計されています。

また，令和元年に新たにがんと診断された人のうち，65歳以上の高齢者の数は，10,291人

（がん患者全体の76.3％），75歳以上の高齢者の数は6,334人（がん患者全体の47.0％）で，

いずれも全国より高齢者の割合が高くなっています。

【新たにがんと診断された高齢者の割合】

【人口動態統計】
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○ 令和４年整備指針改定では，高齢のがん患者に対する意思決定支援の体制整備や，地域の

医療機関及び介護事業所等との連携体制の整備等が，拠点病院等の指定要件として盛り込ま

れました。

○ 高齢者のがんについては，全身状態や併存疾患を加味して標準的治療の適応とならない場

合等がありますが，こうした判断は，医師の裁量に任されていることが課題とされていまし

た。そのため，厚生労働科学研究において，「高齢者がん診療に関するガイドライン」が策

定されました。

【施 策】

○ 拠点病院等を中心に，それぞれの状況に応じた適切ながん医療を受けられるよう，地域の

医療機関及び介護事業所等との連携体制の整備を進めます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

地域の医療機関や在宅療養支援診療所等の医療・
介護従事者とがんに関する医療提供体制等につい 100％ 100％
て情報共有し，役割分担や支援等について検討を (令4) (令11)
行う連携体制を整備している拠点病院等の割合
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【本県のがん医療連携体制のイメージ】
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３ がんとともに尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
～がんになっても安心して生活し，尊厳を持って生きることのできる地域共生社会を実現す

ることで，すべてのがん患者及びその家族等の療養生活の質の向上を目指す～

がん患者が，がんと共生していくためには，患者本人ががんと共存していくことと患者と社会

が協働・連携していくことが重要です。

基本法第２条の基本理念には，「がん患者が尊厳を保持しつつ安心して暮らすことのできる社

会の構築を目指し，がん患者が，その置かれている状況に応じ，適切ながん医療のみならず，福

祉的支援，教育的支援その他の必要な支援を受けることができるようにするとともに，がん患者

に関する国民の理解が深められ，がん患者が円滑な社会生活を営むことができる社会環境の整備

が図られること」とあり，また，その実現のために，がん対策は「国，地方公共団体，第５条に

規定する医療保険者，医師，事業主，学校，がん対策に係る活動を行う民間の団体その他の関係

者の相互の密接な連携の下に実施されること」とされています。

その実践のため，「がんとの共生」を全体目標に掲げ，がん患者やその家族等が住み慣れた地

域社会で生活をしていく中で，必要な支援を受けることができる環境整備を目指すこととし，関

係者等が，医療・福祉・介護・産業保健・就労・教育支援分野と連携し，効率的な医療・福祉・

保健サービスの提供や，就労・教育支援等を行う仕組みを構築することが求められています。

(１) 相談支援及び情報提供

【現状と課題】

○ 医療技術や情報端末が進歩し，がん患者の療養生活が多様化する中で，拠点病院等の相談

支援センターが中心となって，患者やその家族等の精神心理的・社会的な悩みに対応してい

くことが求められています。

○ 拠点病院等では，専門のスタッフを配置した相談支援センターを設置し，他医療機関を含

めたがん患者やその家族等の不安や相談に対応するとともに，他医療機関等の職員や地域住

民等からの相談にも対応しています。

○ また，令和４年整備指針改定においては，更なる相談支援体制の整備を推進するために，

拠点病院等は，「外来初診時から治療開始までを目処に，がん患者及びその家族が必ず一度

は相談支援センターを訪問（必ずしも具体的な相談を伴わない，場所等の確認も含む。）す

ることができる体制を整備することが望ましい」こととされました。

県内の拠点病院等では，医療従事者等による説明やポスター等の掲示により相談支援セン

ターの周知を図っています。

○ がん患者状況等調査によると，相談支援センターについて知っている患者等の割合は57.4

％で，うち利用したことがある患者等の割合は，34.5％になっています。利用した者のうち

９割は役に立ったと回答していることを踏まえると，利用していない患者等について，本当

にニーズがなかったのか，留意する必要があります。

また，患者やその家族に対し，相談支援センターについて情報提供を行っている医療従事

者の割合は43.4％となっています。
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*1 ピア・サポーター：ピア・サポートを行う人のこと。

*2 ピア・サポート：患者・経験者やその家族がピア（仲間）として体験を共有し，共に考えることで，

患者や家族等を支援すること。

【相談支援センターの認知度に関する回答状況】

【がん患者状況等調査（患者・家族）】

【相談支援センターを知っている者の利用の有無に関する回答状況】

【がん患者状況等調査（患者・家族）】

【がん患者・家族への相談支援センターに関する情報提供の状況】

【がん患者状況等調査（医療従事者）】

○ がん患者にとって，同じような経験を持つ者による相談支援や情報提供及び患者同士の体

験共有ができる場の存在は重要であることから，県では，ピア・サポーター
*1
の養成を行っ

ており，患者サロンやがん患者等の交流会等を通じたピア・サポート
*2
の取組も行われてい

ますが，コロナ禍においては，患者サロンの休止を余儀なくされました。

○ がん患者状況等調査によると，ピア・サポートについて知っている患者等の割合は，27.7

％と低く，患者会やピア・サポートについて，患者等へ情報提供を行っている医療従事者の

割合も32.3％と低い状況となっています。

また，患者の家族の悩みや負担を相談できる支援・サービス・場所が十分であると感じて
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いる患者等の割合は27.4％にとどまっています。

○ がんに関する情報があふれる中で，科学的根拠に基づいているとは言えない情報が含まれ

ていることもあり，患者やその家族，医療従事者等が，確実に，必要な情報及び正しい情報

にアクセスできるよう，分かりやすい情報提供が求められています。

○ 県がん診療連携協議会がん相談支援部門会では，県内のがん患者やその家族等が抱える不

安や悩みを解消する手助けとなるよう，相談窓口や各種制度などをまとめた地域の療養情報

「かごしま県がんサポートブック」を作成し，県のホームページ等で公開しています。

○ 県では，がん検診を実施する各市町村の問い合わせ窓口やがん治療を行う医療機関，がん

患者が利用できる助成制度等に関する情報をホームページ等で提供しているほか，保健所に

設置している医療安全支援センターでは医療に関する相談等に対応しています。

また，各拠点病院等においては，自施設で対応できるがんについて提供可能な診療内容等

をホームページ等で広報しています。

○ 県医師会が設置している「患者さんの声ダイヤルイン」や市町村の相談窓口等でも相談に

対応しているほか，がん医療を提供した医療機関等による治療後の患者相談会も実施されて

います。

【本県の拠点病院等における相談件数】

［健康増進課調べ］

【施 策】

○ がん患者とその家族のみならず，医療従事者も相談支援センターやピア・サポートの存在

を認識し，必要に応じて確実に支援を受けられるようにするため，相談先や必要な情報の収

集に困らないよう，相談支援センターやピア・サポートの目的や利用方法を始め，本県のが

ん医療提供体制についての情報を広く県民に周知し，利用促進を図ります。

（参考）「かごしま県がんサポートブック」について

https://www.pref.kagoshima.jp/ae06/kenko-fukushi/kenko-iryo/

seikatusyukan/cancer/kagoshimaken-gan-supportbook.html
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○ 県がん診療連携協議会の活動を促進し，拠点病院等の相談支援センター間の情報共有・連

携を図り，対応するスタッフの研修等を充実することで，より専門的な相談に対応できる体

制を整備します。

○ がんに関する情報を掲載した本県独自の普及啓発資材を活用し，広く県民にがんに関する

正しい知識や医療機関，相談窓口等の情報を提供します。

○ がんに関する地域の療養情報である「かごしま県がんサポートブック」を整理し，県及び

拠点病院等の関係機関が連携し，周知・広報に努めます。

○ 県がん診療連携協議会においては，協議会のホームページを作成し，がん医療に係る取組

等を情報提供しているところであり，県協議会等の関係機関と連携して，県民への分かりや

すい情報提供に努めます。

○ 県医師会の「患者さんの声ダイヤルイン」において地域住民や患者等の相談を行うととも

に，県，保健所（医療安全支援センター等）及び市町村においても，がんに関する地域の療

養情報等を活用し，相談支援センター等と連携して対応します。また，相談体制等の周知・

広報を行います。

○ がん患者やその家族等を対象としたがん相談・支援に係る講演会，患者交流会等の開催に

より，患者や家族等が抱える治療や療養生活への不安を軽減します。

○ 引き続き，ピア・サポーターの養成を行い，「がん患者サロン」等のピア・サポーターに

よる相談体制を整備し，がん患者やがん体験者との協働により相談支援の充実を図ります。

○ ＡＴＬについては，医療従事者等がＨＴＬＶ－１キャリアやＡＴＬ患者等の精神的なケア

を行えるよう，「県ＨＴＬＶ－１感染対応マニュアル」等の活用を促進します。

○ 肝がんについては，保健所や肝疾患相談センターなど相談の窓口を有する関係機関等の連

携強化に努め，肝炎患者等からの相談体制を強化します。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

拠点病院等における相談員基礎研修修了者数 47人 47人以上
（がん対策情報センター相談支援センター相談員基礎研修全課程） (令4) (令11)

相談支援センターについて知っている患者等の割合 57.4％ 65％以上
(令5) (令11)

拠点病院等及び指定病院の相談支援センターにおける年 27,327件 30,000件
間相談件数 (令4) (令11)

患者サロンにおいてピア・サポーターを活用している拠 ４医療機関 ８医療機関
点病院等の数 (令5) (令11)
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*1 ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）：もしものときのために，自分自身が望む医療やケアにつ

いて，前もって考え，家族や医療・ケアチーム等と繰り返し話し合い，共有する取組。

*2 地域連携クリティカルパス：地域のかかりつけ医と拠点病院等の医師が患者の診療経過を共有できる

診療計画表のこと。

(２) 社会連携に基づく緩和ケア等のがん対策・患者支援

【現状と課題】

○ がん患者がいつでもどこにいても，安心して生活し，尊厳を持って生きることのできる地

域共生社会を実現するためには，拠点病院等と地域の医療機関が連携して相談支援，緩和ケ

ア，セカンドオピニオン等に取り組む体制を推進し，患者やその家族等への積極的な支援を

実践することが必要です。

○ 拠点病院等は，切れ目のないがん医療を提供するため，整備指針において「地域の医療機

関や在宅診療所等の医療・介護従事者とがんに関する医療提供体制や社会支援のあり方につ

いて情報を共有し，役割分担や支援等について議論する場を年１回以上設けること」，また，

「患者や家族に対し，必要に応じて，ＡＣＰ
*1
を含めた意思決定支援を提供できる体制を整

備していること」とされています。

○ 令和４年整備指針改定においては，当該指定要件に，医療提供体制や社会的支援と並んで，

「緩和ケア」が盛り込まれたほか，さらに，「緩和ケアチームが地域の医療機関や在宅療養

支援診療所等から定期的に連絡・相談を受ける体制を確保し，必要に応じて助言等を行って

いること」が追記され，連携体制の強化を図ることが重要であるとされています。

○ セカンドオピニオンについては，「医師からの診断結果や病状の説明時及び治療方針の決

定時等において，すべてのがん患者とその家族に対して，他施設でセカンドオピニオンを受

けられることについて説明すること」等が指定要件として追加され，更なる推進を図ること

とされています。

○ 県民ががんという病気を正しく理解し，予防や検診を実践し，さらに，地域におけるがん

医療提供体制の整備を進めることによって，地域における「がんとの共生」を実現させるこ

とが重要です。

○ がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう，医療機関等の施設中

心の医療だけではなく，生活の場で必要な医療・介護サービスを受けられる体制の充実も図

る必要があります。

○ 県及び拠点病院等からなる県がん診療連携協議会では５大がん（肺・胃・肝・大腸・乳）

等について，医療連携体制に基づいた医療の提供を実現するため，地域連携クリティカルパ

ス*2を活用しています。

○ 在宅医療・介護サービスを充実させるためには，在宅療養支援診療所，在宅療養支援歯科

診療所，薬局，訪問看護ステーション，居宅介護支援事業所，地域包括支援センター等も含

めた在宅医療と介護の連携体制の構築が必要です。
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*1 在宅での死亡割合：自宅，介護老人保健施設，介護医療院，老人ホームでの死亡割合。

○ 本県の24時間体制をとっている訪問看護ステーションの従業者数(人口10万対)は，圏域ご

とに差がみられるものの全国平均より高くなっています。一方，在宅療養中のがん患者は非

がん患者と比較して症状が不安定な場合が多いことから，がん患者への医療・介護サービス

について，よりきめ細やかな知識と技術を習得することが必要です。

○ がん患者の在宅での死亡割合
*1
は平成30年で13.2％，令和４年で21.5％となっており，最

近４年間で増加しています。

○ 在宅緩和ケアの環境を整備するためには，医療用麻薬の供給体制の整備を進めるとともに，

拠点病院等をはじめとする入院医療機関と通院が困難ながん患者を訪問して薬剤管理や服薬

支援等を行う薬局との連携を推進する必要があります。

また，拠点病院等をはじめとする入院医療機関と在宅緩和ケアを提供できる訪問看護ステ

ーション等との連携を推進する必要があります。

【本県及び全国の在宅療養支援診療所】

（上段は令和３年３月31日時点の数，下段は人口10万人当たりの数）

［診療報酬施設基準］

【本県の在宅患者訪問薬剤管理指導届出薬局】 （令和５年４月１日時点）

［薬務課調べ］

【本県の訪問看護ステーション数】 （上段は令和５年４月１日時点の数，下段は人口10万人当たりの数）

［保健・福祉施設一覧］

【本県及び全国の24時間体制を取っている訪問看護ステーションの従業者数】

（上段は令和２年10月１日時点の数，下段は人口10万人当たりの数）

［介護サービス施設・事業所調査］

保健医療圏

区分

在宅患者訪問
薬剤管理指導

届出薬局
362 67 68 46 112 28 73 12 40 808

計鹿児島 南薩 川薩 出水 姶良･伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美

　　　　　保健医療圏
区分

⿅児島 南薩 川薩 出⽔ 姶良・伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美 計 全国

97 18 26 19 54 6 27 4 21 272 15,090
14.5 14.4 23.1 23.5 23.2 8.0 18.1 10.1 20.1 17.1 12.0

在宅療養支援診療所

　　　　　保健医療圏
区分

⿅児島 南薩 川薩 出⽔ 姶良・伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美 計

102 11 13 13 30 8 16 6 14 213
15.2 8.8 11.5 16.1 12.9 10.7 10.8 15.2 13.4 13.4

訪問看護ステーション

　　　　　保健医療圏
区分

⿅児島 南薩 川薩 出⽔ 姶良・伊佐 曽於 肝属 熊毛 奄美 計 全国

620 48 59 34 150 37 84 26 66 1,124 79,750
92.7 38.4 52.4 42.0 64.4 49.3 56.5 65.7 63.3 70.8 63.2

従業員数
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【施 策】

○ 多職種による退院前カンファレンスや地域連携クリティカルパス等を活用し，がん患者の

状況やニーズに応じて入院から在宅への切れ目のない医療が提供される体制整備に努めま

す。

○ 拠点病院等による地域の医療機関及び薬局等の医療従事者を対象とした研修や定期的な合

同カンファレンスの開催を促進し，地域連携の推進及びがん医療の均てん化に引き続き取り

組みます。

○ がんは，その種類や治療法等によっては，異なる二次保健医療圏にある拠点病院等と地域

の医療機関とが連携して治療に当たる場合も少なくない疾病であることを踏まえ，二次保健

医療圏を越える広域的な医療連携の促進も図ります。

○ 緩和ケアを含む在宅医療・介護サービス提供体制を推進するため，拠点病院等，在宅療養

支援診療所，在宅療養支援歯科診療所，薬局，訪問看護ステーション，居宅介護支援事業所，

市町村の地域包括支援センター等も含めた連携体制の更なる充実を図ります。

○ がん患者とその家族等の意向を踏まえ，住み慣れた地域で自分らしい療養生活を送り，人

生の最期を迎えることができるよう，関係機関が連携してＡＣＰの普及啓発に取り組みます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

がん治療前に，セカンドオピニオンに関する説明を受け
41.3％(令5) 45％以上(令11)

た患者等の割合

24時間体制訪問看護ステーションの割合 85.2％(令2) 92.7％(令8)

(３) 患者会等の支援

【現状と課題】

○ がん患者及びその家族等は，身体面，精神面，経済面などあらゆる面から多大な負担を強

いられていますが，お互いの心の悩みや体験等を語り合うことにより，不安の解消や薬の副

作用等への対処方法，医師への症状の伝え方など必要な情報の入手を図り，安全・安心な療

養生活の支えとしています。このような語らいの場の活動について，より積極的に支援して

いく必要があります。

なお，がん患者等への個別的な支援については，「３⑴相談支援及び情報提供」，「３⑷が

ん患者等の社会的な問題への対策（サバイバーシップ支援）」に記載のとおりです。

○ 現在，県内においては，２つのＮＰＯ法人を含めて18のがん患者会があり，自身のがん体

験等を通じてピア・サポート活動やがん教育，がん予防等に関する普及啓発活動を積極的に

展開しています。

- 75 -



*1 サバイバーシップ支援：がんになったその後を生きていく上で直面する課題を乗り越えていくための

サポートのこと。

○ 平成19年９月，鹿児島市において「つなげよう命のリレー」が開催されたのを契機として，

全がんを対象とした患者会による患者サロンが開設されました。現在では，がん拠点病院等

がこれらの患者会と連携協力して開催するものも含めて，県内各地で，患者サロンが定期的

に開催されるようになりました。一方で，定期的な患者サロンが開催されていない二次保健

医療圏もあります。

【施 策】

○ がん患者会に対し，拠点病院等の医療機関の協力を得て最新の治療やケアに関する情報の

提供，さらには研修会・相談会への支援を行います。

○ 県内のがん患者会情報をホームページに掲載するとともに，相談機関等への周知を図るこ

とにより，患者会活動への支援を行います。

○ 「がん患者サロン」が，がん患者・家族さらに患者団体にとって有効に活用されるよう，

相談支援，普及活動等の支援を行います。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

患者会の活動内容やその役割についての周知を図り，
がん患者や家族等による啓発活動や生きがい，仲間づく 実施(令5) 継続実施(令11)
り等の活動が発展・充実するように支援する。

(４) がん患者等の社会的な問題への対策（サバイバーシップ支援*1）

① 就労支援について

【現状と課題】

○ 令和元年の全国がん登録罹患数・率報告によると，本県における全がんの罹患者数13,491

人のうち20歳から64歳までの者は3,152人となっており，がん患者の約４人に１人は，就労

可能年齢でがんに罹患しています。

○ また，がん医療の進歩により，我が国の全がんの５年生存率（ネット・サバイバル）は，

66.2％であり，がん患者・経験者が長期生存し，働きながらがん治療を受けられる可能性が

高まっています。

○ このため，がんになっても適切な治療を受けながら活き活きと働き続け，安心して暮らせ

る社会の構築が重要となっており，働く世代のがん患者の離職防止や再就職のための就労支

援を充実させていくことが求められています。
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*1 アピアランスケア：医学的・整容的・心理社会的支援を用いて，外見の変化を補完し，外見の変化に

起因するがん患者の苦痛を軽減するケアのこと。

○ 国は，がん患者等が治療と仕事を両立できるよう，「事業場における治療と仕事の両立支

援のためのガイドライン」を公開し，がんに関する基礎知識や治療に必要な配慮等の周知・

啓発等を行うとともに，疾病を抱える労働者の治療と仕事の両立を社会的にサポートする両

立支援コーディネーターの養成に取り組んでいます。

○ 県内においては，平成29年度に治療と仕事の両立をサポートするための「地域両立支援推

進チーム」が鹿児島労働局に設置され，関係者のネットワークを構築し，両立支援の取組の

連携を図っています。

○ がん患者状況等調査によると，治療を始める前に就労の継続について，医療スタッフから

話があったと回答した患者等の割合は37.6％で，４割にも達していません。また，治療中に

治療と仕事を両立するための勤務上の配慮があったと回答した患者の割合は69.1％と，前回

より増加していますが，中には，「職場の同僚の理解を得られず退職せざるを得なかった」，

「迷惑をかけると思うと職場にいづらくなる」などの意見もありました。

【施 策】

○ 鹿児島労働局に設置された鹿児島県地域両立支援推進チームにおいて，がん患者等の就労

支援に関するニーズや課題を共有し，リーフレットや両立支援のためのガイドライン等の県

内企業等への普及啓発を図るとともに，両立支援コーディネーターの周知・活用推進に努め，

働きやすい環境整備を推進します。

○ 拠点病院等は，産業保健総合支援センターやハローワーク等と連携し，治療を続けながら

働くことを希望するがん患者の治療と仕事の両立や就職に関する相談支援や情報提供に取り

組みます。

○ がん患者が治療を受けながら働き続けられるように，事業者ががんを正しく理解し，がん

患者への理解を深めるため，患者団体と連携して「大人向けがん教育」を推進します。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

治療中に，職場や仕事上の関係者から治療と仕事を両立する
69.1％(令5) 73％(令11)

ための勤務上の配慮があったと回答した患者の割合

治療開始前に就労継続について説明を受けた患者等の割合 37.6％(令5) 40％以上(令11)

② アピアランスケア*1について

【現状と課題】

○ がん医療の進歩によって，治療を継続しながら社会生活を送るがん患者が増加しています。

その一方で，がんやがんの治療に伴う副作用により，がん患者は，脱毛や爪の変化，手術痕

や身体の部分的な欠損などのさまざまな外見（アピアランス）の変化が起こる場合がありま

す。
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○ がんの治療と学業や仕事との両立を可能とし，治療後も同様の生活を維持する上で，治療

に伴う外見の変化に対する医療現場におけるサポートの重要性が認識されており，外見変化

が予想される治療を行うがん患者すべてが，治療のプロセスにそった適切な時期に適切な情

報を得られ，また，困った時に相談支援にアクセスできることが必要です。

○ 国は，がん診療連携拠点病院等のがん診療を行う医療機関において，アピアランスケアを

必要とするがん患者に対し，研修を受けた医療従事者による情報提供や相談支援等を行い，

効果的な支援体制について検証するモデル事業を令和５年度に創設，全国の10医療機関で実

施しており，当県でも１医療機関が参加しています。

○ 県内35市町村（R5.6.1時点）で，がん治療に伴う脱毛による精神的負担を軽減するため，

がん患者が使用する医療用ウィッグの購入費用の一部助成を行っており，県では助成事業を

実施する市町村に対し，その経費の一部を助成しています。

【施 策】

○ 拠点病院等を中心としたアピアランスケアに係る相談支援及び情報提供体制の構築に取り

組み，アピアランスケアに関する周知・広報を行います。

○ 市町村と連携し，がん患者のアピアランスケアに係る費用を助成することで，がん患者の

社会参加を支援し，療養生活の質の向上を図ります。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

外見の変化に関する悩みを相談できた患者等の割合 49.1％(令5) 55％以上(令11)

アピアランスケア支援（医療用ウィッグ等）に係る助 35市町村 43市町村
成事業を実施している市町村の数 (令5) (令11)

③ がん診断後の自殺対策について

【現状と課題】

○ がん患者の自殺については，全国で平成28年１月から12月にがんと診断された患者

1,070,876人のうち660人が，がん診断後２年以内に自殺で亡くなっています。（対象がん患

者10万人当たり61.6人）

また，国の研究によると，自殺リスクは診断後の期間が短いほど高くなっています。

○ 令和４年の自殺統計（警察庁）によると，本県の自殺の原因・動機としては，がんを含む

健康問題が最も多く，７割を超えています。

○ がん患者の自殺はがん対策における重要な課題であり，医療従事者等により自殺リスクの

高い患者へ適切な支援が行われる体制の整備が必要です。
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○ 令和４年整備指針改定において，拠点病院等は，がん患者の自殺リスクに対する対応方法

や関係機関との連携についての共通フローの作成，関係職種に情報共有を行う体制の構築，

自施設に精神科等がない場合の地域の医療機関との連携体制の確保が定められました。

【施 策】

○ 拠点病院等は，がん患者の自殺リスクに対し、共通フローを使用し，対応方法や関係職種

における情報共有，関係相談窓口等の機関との連携体制を整備します。

○ がん患者の自殺を防止するためには，治療や療養生活に関するさまざまな悩みや不安等の

相談に応じ，必要に応じ専門的，精神心理的なケアにつなぐことができるよう，相談支援セ

ンターを中心とした体制の構築とその周知を行います。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

自殺リスクに関する研修を実施した拠点病院等の数 ３医療機関(令5) ６医療機関(令11)

つらい症状には（医療スタッフが）速やかに対応して
76.2％(令5) 80％以上(令11)

くれたと感じている患者の割合

④ その他の社会的な問題について

【現状と課題】

○ がん患者における社会的な問題の一つとして，離島，へき地における通院があります。特

に本県は28の有人離島を有し，離島において，拠点病院等を有するのは２島であり，居住し

ている離島以外の医療機関で治療や検査等が必要な場合は，船舶や飛行機による交通費や宿

泊費等の費用を頻回に負担せざるを得ません。

○ 他にも，高額な医療費の負担，患者やその家族等の離職・休職に伴う収入の減少等による

経済的な課題や，一定の周知はなされているものの障害年金等の制度が利用可能なことを知

らず，必要な支援につながっていない場合があること等が指摘されています。

○ 県内の患者団体においては，チャリティイベントを開催し，その資金をもとに居住地以外

の医療機関で治療が必要な離島のがん患者に対して，治療のための渡航費用を助成する取組

が行われています。

○ また，離島の小児がん患者とその家族に対しては，鹿児島市内の病院に通院・入院する際，

宿泊施設を安価で提供する取組がＮＰＯ法人において，行われています。

○ 離島の一部の地方自治体においては，住民が島外の医療機関で治療が必要な場合，交通費

及び宿泊費の助成を行っています。

○ がん患者状況等調査によると，がん治療に伴う経済的負担が原因で何らかの影響があった

と回答した患者等の割合は約５割で，貯蓄していた預貯金を切り崩したと回答した方が34％，

食費や医療費を削ったと回答した方が9.6％でした。
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【がん治療に伴う経済的負担の影響に関する回答状況】

【がん患者状況等調査（患者・家族）】

○ 障害があるがん患者については，がん診断の遅れや標準的治療への障壁があるなどの指摘

がされていますが，その詳細が把握できていないことや，対応が医療機関ごとに異なること

が課題です。

○ 結婚・出産の高齢化に伴い，自身のこどもが成人する前にがんに罹患する患者が増えてお

り，特に30歳～50歳代の方は働き盛りで，子育て・介護等にも忙しく，様々な問題を抱えな

がらがんと向き合う必要があります。

○ 国立がん研究センターがこどもを持つがん患者を対象に行った研究の調査によると，こど

もへの病気の伝え方への支援について同様の体験を持つ人からの助言を希望している方，ま

た，子育ての悩みについて同世代のがん患者への相談を希望している方の割合が高いという

結果が示されています。

○ がん患者状況等調査によると，家族以外の周囲の人からがんに対する偏見を感じることが

あると回答した患者の割合は23.4％となっています。

○ 離島においては人付き合いが狭いため，がんのことを言いづらいと感じたり，周囲に知ら

れたくないと望む方もいます。がんに対する偏見により，地域によっては，がんの罹患その

ものが日常生活の障壁となること，自身ががんであることを自由に話すことができずがん患

者が社会から孤立してしまうこと，等が指摘されています。

【施 策】

○ 離島住民が島外の医療機関を受診する場合なども含めた航路・航空路運賃の割引等，国の

交付金等を活用した離島住民等の移動コストの負担軽減に取り組み，受診しやすい環境整備

に努めます。

○ 離島のがん患者等の負担を軽減するため，拠点病院等と地域の医療機関等との連携を推進

します。また，高額医療費助成制度，小児慢性特定疾病患者の医療費公費負担制度，市町村

独自の医療費助成制度や旅費助成制度などの情報を収集し，がん患者等がこれらの制度を適

切に利用できるよう，情報の提供に努めます。
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0.7%

3.6%

3.6%
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9.6%

34.0%
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受診間隔延長，処方薬や治療法を安価なものに
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日常生活における食費，衣料費を削った
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その他自由意見

・生活保護を受けるようになった。

・仕事を続けている。

- 80 -



○ こどもを抱えるがん患者が治療と育児を両立できるよう，保護者が病気等の際に活用可能

なこどもの一時預かりや子育て短期支援（ショートステイ），ファミリー･サポート・センタ

ーなど，市町村の子育て支援制度等の周知を図ります。

○ 拠点病院等と連携し，相談支援センター及び同じ経験，想いを共有できる患者会やピア・

サポートについて周知を図るとともに，「がん患者サロン」等のピア・サポーターによる相

談体制を整備し，相談支援の充実を図ります。

○ 国では，障害がある等により意思疎通等に配慮が必要ながん患者の実態やニーズ，課題を

明らかにし，がん医療等へのアクセス等のあり方について検討することとしています。それ

らも踏まえながら，拠点病院等と障害者福祉の関係機関との連携を推進し，患者や家族の意

思決定支援の体制整備に努めます。

○ 学校におけるがん教育の充実及び広く県民に対してがんに対する正しい知識の普及啓発を

行い，がんに対する「偏見」の払拭やがん患者に対する正しい理解の促進を図ります。

○ 県がん対策推進協議会において，患者団体等の意見も伺いながら，治療や支援等のあり方

についての協議を深めていきます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

（家族以外の）周囲からがんに対する偏見を感じる患者
23.4％(令5) 12％以下(令11)

等の割合

(５) ライフステージに応じた療養環境への支援

① 小児・ＡＹＡ世代について

【現状と課題】

○ がんによって，個々のライフステージごとに，異なった身体的問題，精神心理的問題及び

社会的問題が生じることから，患者の「ライフステージに応じたがん対策」を講じていく必

要があります。

小児・ＡＹＡ世代のがん患者に対する教育については，基本法第21条に，「国及び地方公

共団体は，小児がんの患者その他のがん患者が必要な教育と適切な治療とのいずれをも継続

的かつ円滑に受けることができるよう，必要な環境の整備その他の必要な施策を講ずるもの

とする」とされています。

○ 小児期にがんに罹患したがん経験者について，晩期合併症など長期フォローアップや移行

期支援などライフステージに応じて，成人検診科と連携した切れ目ない相談体制を構築する

ことが求められています。
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*1 地域若者サポートステーション：通称「サポステ」。働くことに悩み・課題を抱えている15歳～49歳

までの者を対象に，キャリアコンサルタント等による専門的な相談支援，個々のニーズに即した職場体

験，就職後の定着・ステップアップ相談等による職業的自立に向けた支援を行う就労支援機関です。鹿

児島県内には３か所設置されています。（鹿児島市・霧島市・奄美市）

○ がん患者の中には，成長過程にあり，治療による身体的・精神的苦痛を伴いながら学業を

継続することを余儀なくされている者がいますが，サポート体制が十分ではなく，特に高校

教育の段階においては取組の遅れが指摘されています。

○ 小児・ＡＹＡ世代のがん経験者は，晩期合併症等により，就職が困難な場合があるため，

就労支援にあたっては，成人でがんを発症した患者とはニーズや課題が異なる場合があるこ

とに留意する必要があります。

○ 人生の最終段階における療養場所として，一定数のがん患者が自宅や地域で過ごすことを

希望している中，小児・ＡＹＡ世代のがん患者の在宅での療養環境の整備が求められていま

す。

○ 本県においては，介護保険制度の対象とならない40歳未満のがん患者の在宅療養を支援す

る市町村に対する助成事業を平成30年度から実施しています。

○ 小児がん等の治療のために造血細胞移植を行った場合，移植前の予防接種により獲得した

免疫が低下もしくは消失し感染症にかかりやすくなることから，移植後に，定期接種として

受けたワクチンの再接種を行う場合がありますが，その費用は被接種者（保護者）の自己負

担となっています。

【施 策】

○ 小児・ＡＹＡ世代のがん患者の長期フォローアップについて，晩期合併症への対応，保

育・教育・就労・自立・心理的課題に関する支援を含め，ライフステージに応じて成人診療

科と連携した切れ目のない相談等の支援体制整備を推進します。

○ 小児・ＡＹＡ世代のがん経験者の就労における課題を踏まえ，医療従事者間の連携のみな

らず，公共職業安定所，地域若者サポートステーション
*1
等を含む就労支援に関係する機関

や患者団体との連携を強化します。

○ 市町村と連携し，40歳未満のがん患者の在宅療養に必要な経費の一部を助成することで，

患者及び家族の身体的，経済的な負担の軽減を図り，安心して在宅療養ができるように支援

します。

○ 市町村と連携し，小児がん等の治療により造血細胞移植を行った20歳未満のがん患者のワ

クチン再接種費用の一部を助成することで，患者の感染症発生予防や症状の軽減を図ります。
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② 高齢者について

【現状と課題】

○ 高齢者ががんに罹患した際には，医療と介護との連携の下で適切ながん医療を受けられる

ことが重要です。高齢のがん患者については，認知機能低下により，身体症状や意思決定能

力などに影響を及ぼす可能性があることや，認知症の進行により日常生活における支援が必

要となることなどが指摘されており，身体的な状況や社会的背景などに合わせた様々な配慮

をしていく必要があります。

○ また，高齢者のがん患者については，認知症の発症や介護の必要性など，家族等の負担が

大きくことなることから，家族等に対する早期からの情報提供・相談支援体制が必要であり，

本人の意見を尊重しつつ，これらに取り組む必要があります。

○ 高齢者は，入院をきっかけに認知症と診断される場合や，既にある認知症の症状が悪化す

る場合など，判断能力が十分でない状態になっていることが判明する場合があります。この

ことについて国は，がん医療や終末期医療等における意思決定等について，「高齢者のがん

診療における意思決定支援の手引き」及び「人生の最終段階における医療の決定プロセスに

関するガイドライン」を示しています。

○ 県では人生の最終段階において，高齢者本人の意思を最大限に尊重した医療・ケアが推進

できるよう，市町村や関係団体と連携し，医療・介護関係者等に対するＡＣＰ（アドバンス

・ケア・プランニング）に係る知識・技術に関する研修や普及啓発を実施していますが，令

和４年度介護予防・日常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査によると，ＡＣＰの認知度は

１割弱であることから，県民への更なる普及啓発が必要です。

【施 策】

○ 人生の最終段階において高齢者本人の意思を最大限に尊重した医療・ケアが推進できるよ

う，市町村や関係団体と連携し，医療・介護関係者へのＡＣＰに係る知識や技術，多職種連

携を推進する研修会の実施及び県民へのＡＣＰに関する普及啓発に引き続き取り組みます。

○ 患者の意向を尊重し，人生の最終段階における医療を実現するため，対応できるかかりつ

け医，かかりつけ歯科医，かかりつけ薬剤師，訪問看護ステーション等の確保を促進します。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

239医療機関 239医療機関以上
がん患者に対して在宅医療を提供する医療機関数 (令5) (令11)

ＡＣＰに取り組んでいるがん診療を行う医療従事者
51.0％(令5) 56％(令11)の割合
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４ これらを支える基盤の整備

(１) がん研究
【現状と課題】

○ 本県におけるがんの発見，治療方法等の研究については，鹿児島大学医学部や拠点病院等

を中心に実施されてきています。

○ ＡＴＬについては，発症機序から予防・治療等について，鹿児島大学で研究を行っていま

す。

○ がん検診や精密検診の精度管理に関する検討を踏まえた検査方法のあり方等疫学的な研究

については，各がん部会や県民総合保健センター，医師会と連携して取り組んでいます。

○ また，難治性がんの一つである膵臓がんに関して，血液検査で膵臓がんを早期に発見する

技術の効果を確かめる臨床研究を行う国立がん研究センターの研究グループに，日本対がん

協会とともに鹿児島県民総合保健センター（日本対がん協会鹿児島支部）が加わり，発見が

んの追跡調査や予後調査を行っています。

○ 指宿市にある一般社団法人メディポリス医学研究所のメディポリス国際陽子線治療センタ

ーにおいては，平成23年から陽子線によるがん治療が開始されるとともに，乳がんに対する

陽子線治療の臨床試験など，更なる高精度治療を目指した研究が進められています。

○ 臨床研究を実施しているがん診療連携拠点病院等や県がん診療指定病院においては，院内

掲示やホームページ掲載などの方法により，進行中の臨床研究の概要及び過去の臨床研究の

成果を広報しています。

【施 策】

○ 鹿児島大学医学部や拠点病院等を中心とした各種がんの予防や治療の研究が推進されるよ

う，関係機関とのがん研究等に係る情報共有に努めます。

○ 鹿児島大学病院等で行われているＡＴＬの予防対策と治療方法の推進のため，引き続き，

国に対し，研究支援の要望を行います。

(２) 人材育成の強化
【現状と課題】

○ 集学的治療等の提供については，引き続き，拠点病院等において，手術療法，放射線療法，

薬物療法及び免疫療法を専門的に行う医療従事者を養成するとともに，こうした医療従事者

と協力して，がん医療に関する基本的な知識や技能を有し，がん医療を支えることのできる

医療従事者を養成していく必要があります。

○ 拠点病院等は，がん医療に携わる医師等を対象とした緩和ケア研修会やその他各種研修等

を実施しており，指定病院はそれらの研修に協力及び参加をしています。
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○ 一方，近年，ゲノム医療等のがん医療が進歩し細分化が進んだことや，希少がん，難治性

がん及び小児・ＡＹＡ世代のがん等の特性やライフステージに応じた対応が必要とされてい

ることにより，専門的な人材の育成を更に進めていくことが求められています。

○ そのような中で，鹿児島大学では，令和５年度から九州内の11大学が参加するプロジェク

トである「次世代の九州がんプロ養成プラン」により，これまで取り組んできたがん医療専

門医，薬剤師，看護師などの人材育成に加え，希少がんやライフステージに応じたがん対策

等にも対応できる人材の育成にも取り組んでいます。

○ がん医療に携わるがん診療の専門医等の数は，前計画策定時と比較して概ね増加していま

すが，引き続き更なる育成が必要です。

【がん診療専門医等の状況】

人数（人）
区 分 備 考

前計画策定時 現状

日本放射線腫瘍学会放射線治療専門医 12 13

（日本放射線腫瘍学会放射線治療専門医を含む）

日本がん治療認定医機構がん治療認定医 112 119

日本緩和医療学会緩和医療専門医 1 1

日本乳癌学会乳腺専門医 10 9

日本臨床腫瘍学会がん薬物療法指導医 7 3

日本臨床腫瘍学会がん薬物療法専門医 8 11

日本看護協会がん化学療法認定看護師 28 32

日本看護協会がん看護専門看護師 3 3

日本看護協会がん性疼痛看護認定看護師 7 5 令和４年９月時点

日本看護協会がん放射線療法認定看護師 5 6

日本看護協会緩和ケア認定看護師 34 41

日本看護協会乳がん看護認定看護師 3 4

日本医療薬学会がん専門薬剤師 10 10

日本病院薬剤師会がん薬物療法認定薬剤師 24 21

日本乳がん検診精度管理中央機構 Ａ評価 16 13

検診マンモグラフィ読影認定医師 Ｂ評価 16 14

日本乳がん検診精度管理中央機構 37 66

検診マンモグラフィ撮影診療放射線技師

※ がん診療連携拠点病院等の常勤職員のみ計上。 【健康増進課調べ】

前計画策定時（H29.9時点）：拠点病院12機関，指定病院12機関

現状 （R 4.9時点）：拠点病院12機関，指定病院15機関

【医療従事者を対象とした研修の状況】

主 催 者 研 修 会

県 がん検診均てん化研修会

がん診療連携拠点病院 がん医療従事者研修会

がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会

【健康増進課調べ】
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【施 策】

○ 拠点病院等においては，抗がん剤治療や放射線治療に関する専門的知識を有する医師をは

じめ，がん薬物療法に精通した薬剤師やがん化学療法看護等がん専門看護に精通した看護師，

希少がんやライフステージに応じたがん対策等にも対応できる人材の配置が求められてお

り，適切に育成配置されるよう調整を図ります。

○ 国立がんセンター等の専門的医療従事者を育成する研修会への派遣を促進するとともに，

それらの人材活用により専門的な知識技術の普及に努めます。

○ 医師会，歯科医師会，薬剤師会，看護協会，放射線技師会等との連携により，がん医療の

専門的研修の実施，人材育成に努めます。

○ 鹿児島県肝疾患診療連携ネットワーク体制の更なる充実・強化を図るとともに，肝炎医療

に関する研修を行うなど，肝炎医療に携わる人材を育成します。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

新九州がんプロ養成プラン（鹿児島大学）における
－ 95人(令10)

３コース修了者数（事業実施：令和５年度～10年度）

(３) がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

【現状と課題】

○ 基本法第23条では「国及び地方公共団体は，国民が，がんに関する知識及びがん患者に関

する理解を深めることができるよう，学校教育及び社会教育におけるがんに関する教育の推

進のために必要な施策を講ずるものとする」とされています。

○ こどもが健康と命の大切さについて学び，自らの健康を適切に管理するとともに、がんに

対する正しい知識，がん患者への理解及び命の大切さに対する認識を深めることは大切なこ

とです。これらをより一層効果的なものとするため，医師やがん患者・経験者等の外部講師

を活用し，こどもに，生活習慣や遺伝子等のがんの発生に関する基本的な情報も含めたがん

の正しい知識やがん患者・経験者の声を伝えることが重要です。

○ 県内では，患者会が自治体や教育委員会の協力を得て，平成22年から小学校高学年，中学

校，高校の児童生徒を対象に，がん検診の重要性などを含む正しいがんの知識や，がん患者

への理解，いのちの大切さを伝える「いのちの授業」を始め，令和５年３月までに延べ

57,404人の児童生徒が授業を受けています。

○ また，県教育委員会では，がん教育の公開授業や講演会，教職員を対象としたがん教育指

導者研修会等を開催するとともに，文部科学省が作成している「がん教育推進のための教材」

や「外部講師を用いたがん教育ガイドライン」の活用について，各種研修会において学校関
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係者に指導するなど，がん教育推進のための取組を行っています。

○ 県民に対するがんに関する知識の普及啓発は，県独自でがんに関する普及啓発を集中的に

行う各種強化月間の設定や，日本対がん協会と連動して取り組むがん征圧月間等において，

関係団体との連携による普及啓発に取り組んでいます。

○ 平成25年度からは，がんに関する正しい知識の普及，早期発見のためのがん検診受診率向

上などに積極的に取り組む企業等と連携協定を締結し，県民への普及啓発や職場における理

解の促進，がん検診の受診勧奨などの取組を推進しています。

○ また，がんに対する正しい理解の促進を図るため，がんに関する情報を掲載した本県独自

の普及啓発資材を作成し，学校での授業等で活用するとともに，市町村や企業等にも配布し，

健康教育や企業が開催するセミナー等で活用されています。

令和５年度からは患者団体と連携し，企業や市町村に外部講師を派遣する「大人向けがん

教育」を開始するとともに，外部講師の育成を図るための研修会を実施しています。

○ 県内では，患者団体等が連携した実行委員会が，がん患者・家族のためのチャリティイベ

ントを開催し，講演会やパネル展示等を通じ，がんに関する正しい知識の普及啓発やがん患

者への理解促進に取り組んでいます。

○ 子宮頸がんはその主な原因がＨＰＶの感染であり，現在，ＨＰＶワクチン接種による感染

予防が可能です。

また，定期的な検診受診により早期にがんを発見することもできますが，近年，20歳代の

若年における罹患数が急増しているため，さらに啓発が必要です。

○ 白血病等に対する治療法として，骨髄移植及び末梢血幹細胞移植が著効を示しています。

骨髄移植は患者の白血球の型が骨髄提供者（ドナー）の型と一致する必要があり，その確率

は兄弟姉妹間で４分の１，非血縁者間で数百から数万分の１と言われており，引き続き，ド

ナー登録者の確保に努める必要があります。

【主ながんに関係する普及啓発の月間・週間等】

名 称 実施期間 取 組 内 容
禁煙週間 ５月31日～６月６日 未成年者の喫煙防止等

肝臓週間 「日本肝炎デー（７月28 肝疾患について正しい知識の普及と予防

日）」を含む１週間 の重要性についての知識を高める

食生活改善普及運動 ９月 正しい食生活の実践のため食生活指針の

普及・定着を図る

がん征圧月間 ９月 がん知識の普及・広報活動

世界小児がん啓発キャンペ ９月 小児がんに関する啓発月間

ーン （シンボルカラー：ゴールド）

鹿児島ピンクリボン月間 10月 乳がんに関する啓発活動

（シンボルカラー：ピンク）

Teal Blue Japan（ティール 11月17日，18日 子宮頸がんに関する啓発月間

ブルージャパン）キャンペ （シンボルカラー：ティールブルー）

ーン

大腸がん啓発月間 ３月 大腸がんに関する啓発月間

（シンボルカラー：ブルー）
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【骨髄等提供希望者（ドナー）登録者数】※各年度末現在 （単位：人）

年度 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

全 国 470,270 483,879 509,263 529,965 530,953 537,820 544,305

鹿児島 3,991 4,220 4,552 4,716 4,690 4,682 4,619

【日本骨髄バンク】

【施 策】

○ こどもの頃からがんに関する正しい知識を得ることで，こどもたちのがん予防の意識やが

ん患者に対する理解が深まることが期待でき，さらにこどもたちを通じて，親への意識啓発

も期待されることから，学校におけるがん教育を推進します。

○ 地域・職域・学域の連携を強化し，がん予防等について普及啓発や情報提供の効果的な取

組を推進します。

○ 各種普及月間におけるイベント等の広報に当たっては，効果的な県民の行動変容につなが

るよう内容を見直すなど，充実を図ります。

〇 民間企業との協定締結を引き続き推進し，官民連携した普及啓発を図ります。

また，企業や市町村等における「大人向けがん教育」の推進等により，県民のがんに対す

る理解促進を図ります。

○ 子宮頸がんについては，妊娠・出産といった女性特有のライフイベントへも大きく影響を

もたらすことから，ホームページ等による情報提供や二十歳のつどい等での啓発リーフレッ

ト等の配布など，若年層を対象とした普及啓発を推進します。

○ 肝炎ウイルスやＨＴＬＶ－１，ＨＰＶ，ピロリ菌等のがんに関連するウイルスについても，

患者等が安心して暮らせる社会をつくるため，県民への正しい理解の促進に努めます。

○ 骨髄バンク推進月間等を通じ，広く県民に普及啓発するとともに，一人でも多くの骨髄移

植希望者が移植を受けられるよう，日本骨髄バンクや血液センターと協力し，保健所でのド

ナー登録や献血併行型ドナー登録の推進に努めます。

○ 普及啓発にあたっては，がんやがん患者に対する偏見を生まないよう配慮しながら進める

ものとします。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

外部講師を活用してがん教育を実施した学校の割合 26.8％(令4) 35％(令11)

県がん対策推進企業等連携協定を締結した企業数 15社(令5) 20社(令11)
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*1 ＭＩ比：MI比（Mortality（がん死亡数）/ Incidence（がん罹患数）比）は，がん死亡数のがん罹患

数に対する比です。生存率が低い，あるいは罹患の届出が不十分な場合に高くなり，生存率が高い，あ

るいは患者情報の重複登録がある場合に低くなります。

*2 ＤＣＯ率：DCO率（Death Certificate Only率）は，がん登録の届出票の提出がなく，死亡情報のみで

登録された患者の割合を示すものです。数値が小さいほど精度が高いとされます。

(４) がん登録の利活用の推進

【現状と課題】

○ がん登録は，がんの罹患や転帰（最終的にどうなったか）という状況を登録・把握し，分

析する仕組みの第一歩であり，がんの患者数や罹患率，生存率等の把握などがん対策の基礎

となるデータを把握するために必要なものです。がん対策を推進するためには，正確ながん

の実態把握が必要であり，その中心的な役割を果たすのが，がん登録です。

○ 本県では平成４年から地域がん登録を実施してきましたが，がん情報をもれなく収集する

ため，平成28年１月から，がん登録等の推進に関する法律に基づく「全国がん登録」が開始

され，病院等で診断されたがんに関する情報が都道府県を通じて国立がん研究センターへ提

出され，一元的に管理されています。がん診療連携拠点病院等においては，全国がん登録に

加え，より詳細ながんの罹患・診療に関する情報を収集する院内がん登録も実施されていま

す。

○ 本県の令和４年における全国がん登録届出医療機関数は101機関で，19,515件の届出とな

っています。

○ 本県におけるがん罹患数に対するがん死亡数の占める割合（ＭＩ比
*1
）は0.39（令和元年

症例）と，国立がんセンターが示す基準値である0.4～0.45と同程度となっています。

○ 本県における総罹患数に対して死亡情報のみで確認された症例の占める割合（ＤＣＯ率
*2
）

は3.1％（令和元年症例）と，基準値である10%以下を満たしています。

○ 令和５年度に，全国がん登録について十分周知されているかについて，がん診療に関わる

医療従事者への調査を行ったところ，76.9%はあまり周知されていると思わないと回答した

ことから，がん登録に携わる医療機関への周知を図ることが必要です。

○ 本県においては，生活習慣病検診等管理指導協議会にがん登録評価部会を設置し，がん登

録の推進を図るとともに，がん登録の分析評価を行っています。
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【本県の全国がん登録の精度に関する指標】※各精度指標は３年後に報告

【鹿児島県民総合保健センターがん登録室】

【全国がん登録の流れ】

【国立がん研究センターがん情報サービス】

【施 策】

○ 医療機関における院内がん登録の推進を図るとともに，県医師会とも連携して，全国がん

登録届出を推進します。特に，人員の不足等により情報整理が困難な医療機関については，

技術支援等を行うなど，医療機関の負担軽減を図ります。

MI比
（②／①）

DCO率
（③／①）

平成28年
地域　14,862
全国　   222

40
11

13,952 5,451 779 0.39 5.6%

平成29年
地域　   845
全国　19,264

3
169

13,568 5,270 488 0.39 3.6%

平成30年
地域　   297
全国　18,954

1
121

13,180 5,302 386 0.40 2.9%

令和元年
地域　 2,320
全国　19,450

3
114

13,491 5,250 416 0.39 3.1%

令和２年
地域　     0
全国　19,810

0
108

令和３年
地域　     0
全国　19,905

0
104

令和４年
地域　     0
全国　19,515

0
101

精度指標

年
医療機関からの

届出数

（県内＋県外）

届出

医療機関数

（県内）

罹患数

①

がん死亡数

②

死亡情報

のみによる登録

③
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*1 遡り調査：罹患の届出がなく，死亡情報により初めて把握されたがん患者に対して，死亡診断書作成

施設に問い合わせ，その患者の罹患情報を得るがん登録の調査法です。

○ 死亡者情報票の情報を基に遡り調査
*1
を実施することにより，がん情報を漏れなく収集し

ます。

○ 届出医療機関に対して，がん登録評価部会による分析評価等の情報を還元する体制を構築

するとともに，医療機関による個別ケースの追跡調査に対して適切に協力します。

○ 拠点病院等と連携して，地域のがん医療機関に対し，がん登録実務研修等の技術的支援を

行い，がん登録の精度向上に努めます。

○ がん登録で得られたデータを利活用することにより，がん検診の重要性の普及やがん医療

の質の向上，患者や家族等に対する適切な情報提供などに努めます。

○ 個人情報の保護に関する取組を徹底するとともに，がん登録の仕組みと意義等について広

く県民に周知し，がん登録に関する県民の理解促進を図ります。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

がん登録精度を示すＭＩ比
0.39(令1) 0.4～0.45(令11)

（がん死亡数のがん罹患数に対する比）

がん登録精度を示す/ＤＣＯ率
3.1％(令1) 2％以下(令11)

（死亡情報のみで登録された患者の割合）

(５) 患者・市民参画の推進
【現状と課題】

〇 基本法第６条により，「国民はがんに関する正しい知識を持ち，がんの予防に必要な注意

を払い，必要に応じ，がん検診を受けるよう努めるほか，がん患者に関する理解を深めるよ

う努めなければならない」とされています。

〇 県民本位のがん対策を推進するためには，患者団体等の関係団体やがん患者を含めた県民

が協力して取組を進めていくことが必要です。

〇 本県においては，がん対策を総合的かつ計画的に推進するため，患者団体をはじめ，医療

関係者や行政機関等で構成されるがん対策推進協議会において，県がん対策推進計画の策定

・変更について協議するとともに，計画の進捗管理などに取り組んでいます。

【施 策】

○ 県民本位のがん対策を推進するため，本計画の策定過程や計画の進行管理等については，

多様ながん患者等の県がん対策推進協議会への参画を推進するとともに，必要に応じて患者
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会との意見交換などの機会を設けます。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

県がん対策推進協議会への患者を代表する委員の参画 参画 参画

(６) デジタル化の推進
【現状と課題】

〇 近年，デジタル技術の進展や新型コロナウイルス感染症への対応により，デジタル技術の

活用やオンライン化の推進が多方面で進められています。

〇 県では，「かごしま医療情報ネット」において，地域の医療機関のがん検診・がん医療に

関する情報を県民に提供しています。

〇 県教育委員会では，医療関係者やがん患者，経験者等の外部講師を活用したがん教育を行

っていますが，離島や遠隔地でも同じように外部講師による授業が受けられるよう，オンラ

インでの授業を展開しており，令和４年度は32校中10校がオンラインで外部講師の派遣を受

け入れています。

〇 市町村においては，がん検診のＷeb申込みを導入し住民サービスの向上を図っているとこ

ろや，公式LINE等を活用して検診の受診勧奨を行い，受診率向上を図っているところもあり

ます。

〇 拠点病院等においては，がん患者やその家族等への相談支援において，必要に応じてオン

ラインでの相談を受け付けるなど，情報通信技術等も活用しているところや，患者サロンを

オンライン環境でも開催可能なところもあります。

【施 策】

○ 市町村等は，効率的・効果的ながん検診受診を促進するため，検診のＷeb申込みの導入や

ＳＮＳ等を活用した受診勧奨等を推進します。

○ 拠点病院等は，相談支援や患者サロンの開催等において，オンラインでも対応可能な体制

の整備を推進します。

【個別目標】

目 標 項 目 現状値 目標値(達成時期)

がん患者やその家族等の相談支援について，必要に応じ ９医療機関 13医療機関
てオンラインでの相談を受け付けるなど，情報通信技術 (令4) (令11)
等も活用している拠点病院等の数
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第７章 進捗管理と評価

１ 進捗管理と評価
がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくためには，定期的に市町村・事業者や

がん診療連携協議会，県において進捗管理を行うことが重要です。

全体目標及び個別目標の取組状況と達成状況を把握し，がんに関する状況の変化及び県民や

関係者等の意見を踏まえて，がん対策の効果についての評価を行うとともに，必要に応じ，計

画の変更を行います。

（１）市町村等での進捗管理と評価

○ 市町村，事業者等は，効果的ながん対策を推進するため，地域住民や職員の健康課題やが

ん対策に活用できる社会資源の把握・活用，関係機関との連携に努め，適時，市町村等の広

報媒体を活用し，事業推進の周知を図ります。

○ 市町村のがん対策については，それぞれの健康づくり計画に基づき，健康づくり協議会や

保健所等と連携して，住民のがんに関する意識・行動の変化，がん検診の受診率，患者数等

の各種指標について多面的に評価し，適宜その内容を見直します。

○ 市町村は，実施したがん検診について，保健所や検診医療機関等と連携して総合的に分析

・評価します。

（２）医療機関での進捗管理と評価

○ 拠点病院等は，自らの医療機関における「がん診療拠点病院機能強化事業」の計画に基づ

き実施する医師やコメディカルスタッフ（診療放射線技師，臨床検査技師，看護職，薬剤師，

がん登録事務者）等の研修やがん診療連携拠点病院ネットワーク事業，院内がん登録の取組，

相談支援センターの利用状況等について，毎年，分析・評価し，取組の強化を図ります。

○ 拠点病院は，医師会等と連携して，地域のかかりつけ医を対象としたがんの早期診断や緩

和ケア等の研修及び地域医療機関のコメディカルスタッフを対象とした専門的ながん医療に

関する研修についての計画（plan）・実施（do）・評価（check）・改善（act）に取り組みま

す。

また，指定病院は，それらの研修に協力及び参加します。

○ 県がん診療連携拠点病院に設置されている鹿児島県がん診療連携協議会は，県内における

がん治療や緩和ケア等の医療や医療従事者の育成等について分析・評価を行い，適時，医師

会等に情報提供を行うとともに，がん医療の最新の情報の提供を行います。

（３）県・保健所での進捗管理と評価

○ がん患者を含む県民のＱＯＬや保健医療に関するニーズについては，相談支援センターや

医師会，保健所，市町村等における相談内容を分析するとともに，県民保健医療意識調査や

市町村高齢者実態調査等の結果を活用します。
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○ 保健所は，管内の市町村や事業所等が実施するがん検診等について情報収集・分析を行い，

必要に応じて評価等の支援を行います。

○ 県・保健所は，市町村や事業者におけるがん検診等の実施状況をはじめとした関係者等の

取組内容について，毎年，実施報告書や県・地域健康づくり協議会及び地域・職域・学域連

携推進委員会を通じて分析・評価を行うとともに，その結果をこれらの関係者等にフィード

バックすることにより，関係者等の活動の評価・見直しを支援します。

○ 県・保健所は，患者会，鹿児島県がん診療連携協議会，医師会，歯科医師会，薬剤師会，

看護協会，放射線技師会，緩和ケアネットワーク等関係団体の研修や活動内容について，適

時，情報収集するとともに，積極的な連携により計画の推進を図ります。

○ 併せて，推進計画に係る拠点病院等の整備状況や衛生統計年報によるがん死亡等のモニタ

リングが必要な指標の分析・評価については，鹿児島県がん対策推進協議会，鹿児島県生活

習慣病検診等管理指導協議会・がん登録評価部会を活用した進捗管理体制を構築します。
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２ 保健医療計画等と連携した進捗管理・評価

（１）保健医療計画（令和６年度～令和11年度）

保健医療計画は，「県民が健康で長生きでき，安心して必要な医療を受けられる鹿児島」を

基本理念として策定されたものです。

保健医療計画において，がん対策については，県がん対策推進計画に基づき総合的かつ計画

的に推進することとしており，そのための医療連携体制について記載しています。

なお，がん対策に係る進捗管理・評価については，推進計画と整合を図りながら進めること

としています。

（２）健康かごしま21（令和６年度～令和17年度）

健康かごしま21（令和６年度～令和17年度）においては，中間評価を令和11年度に行うこと

としています。

このため，推進計画においても，健康かごしま21（令和６年度～令和17年度）に盛り込む内

容（県民の日常生活状況に関する目標及びこれらの目標達成に向けた施策）については，健康

かごしま21の中間評価と並行して評価を行います。

【推進計画と各計画のサイクル】

県がん

保健医療計画

県がん対策推進計画
（令和６年度～令和11年度）

心豊かに生涯を送れる健康長寿県の創造

県民が健康で長生きでき，
安心して必要な医療を受けられる鹿児島

〈健康寿命の延伸・生活の質（ＱＯＬ〉の向上〉

共に支え合い，誰一人取り残さない
がん対策を推進し，

すべての県民とがんの克服を目指す。

健康かごしま21
（令和６年度～令和17年度）

保健医療計画
（令和６年度～令和11年度）

・健康寿命の延伸と健康格差の縮小
・生活の質（ＱＯＬ）の向上

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

がん対策推進計画
(令和６年度～令和11年度)

健康かごしま21
(令和６年度～令和17年度)

保健医療計画
(令和６年度～令和11年度)

新計画

新計画

施行

中間評価

評価

評価

評価計画改定

計画改定

計画改定

施行

施行

【各計画との連携】
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３ 最終評価と次期計画の策定

令和8,10年度を目標としている指標についてはそれぞれ同年度に評価を実施し，令和11年度

を目標としている指標については，令和10年度の実績や令和11年度に公表される直近の統計等

調査データによる進捗状況の確認を踏まえて，令和11年度に評価を行います。

計画の終期は令和11年度であることから，令和11年度に次期計画を策定します。
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ロジックモデル・評価指標



鹿児島県がん対策推進計画　ロジックモデル・評価指標

現状値

1 10.2g(R4)

2 271.4g(R4)

3 93.3g(R4)

男性 17.3%(R4)

女性 9.5%(R4)

男性 33.1%(R4)

女性 23.6%(R4)

5 82.4%(R4)

男性 13.3%(R4)

女性 7.4%(R4)

7 12.9%(R4)

男子 0.8%(R4)

女子 0.2%(R4)

男子 1%(R4)

女子 0.8%(R4)

男子 1.5%(R4)

女子 0.4%(R4)

○妊娠中の喫煙防
止に係る普及啓発

10 1.8%(R3)

職場 29.1%(R4)

家庭 7.8%(R4)

飲食店 20.2%(R4)

Ｂ型
470,436人

(R3)

Ｃ型
410,427人

(R3)

13 15.5%(R4)

胃 40.6%(R4)

大腸 44.0%(R4)

肺 51.4%(R4)

乳 49.8%(R4)

子宮頸 47.5%(R4)

40歳代 55.9%(R4)

50歳代 48.6%(R4)

20歳代 30.0%(R4)

30歳代 54.5%(R4)

大腸 81.0%(R3)

胃 91.5%(R3)

肺 93.6%(R3)

乳 94.8%(R3)

子宮頸 92.8%(R3)

20歳代 89.1％(R3)

30歳代 94.0％(R3)

○ウイルス等検査の
受診促進
○ワクチン接種に係
る普及啓発

感染リスク
の減少

肝炎ウイルス検査受診者数

ＨＰＶワクチン定期予防接種実施率（３回目）

分野別施策 個別施策
中間アウト

カム

がんの
１次予防

１日あたりの食塩摂取量の平均値（20歳以上）

１日あたりの野菜摂取量の平均値（20歳以上）

20歳未満で喫煙している者の割合

中１

高３

１日あたりの果物摂取量の平均値（20歳以上）

運動習慣者（1日30分以上の運動を週２回
以上実施し，１年以上継続している者）
の割合

20～64歳

がんの
２次予防

○市町村，医療機
関，関係団体，民間
企業等と連携した受
診促進の普及啓発

○検診を受けやすい
環境整備

がん検診受
診率の向上

がん検診受診率
（対象：40～69歳，子宮頸がんのみ 20～69歳）

※胃・大腸・肺は過去１年，乳・子宮頸は過去２年

（罹患者数が急増する)40歳代・50歳代の
乳がん検診受診率　※過去２年

（罹患者数が急増する)20歳代・30歳代の
子宮頸がん検診受診率　※過去２年

14

16

精度管理

○精密検査実施医療
機関の登録

○検診事業評価
チェック

精度の高い
検診の実施

市町村検診における精密検査受診率（上限74歳）

（罹患者数が急増する)20歳代・30歳代の
市町村検診における子宮頸がん精密検査受診率

17

18

中間アウトカム指標

指標

4

6

8

20歳以上の喫煙者の割合

20歳未満で飲酒をしている者の割合 高３

65歳以上

睡眠で休養がとれている者の割合（20歳以上）

生活習慣病（NCDs）のリスクを高める量を飲酒して
いる者の割合（男性：40ｇ以上，女性20ｇ以上の者
の割合）

○生活習慣の改善に
向けた普及啓発

○20歳未満の飲酒
及び喫煙防止に係
る啓発

生活習慣の
改善

○受動喫煙対策の
推進

受動喫煙の
減少

12

15

受動喫煙の機会を有する者の割合

妊娠中の喫煙をしている者の割合

9

11
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目標値 ﾃﾞｰﾀｿｰｽ 現状値 目標値 ﾃﾞｰﾀｿｰｽ

7g 県民健康・栄養調査 全体 381.7(R1)

350g 県民健康・栄養調査 男性 439.9(R1)

200g 県民健康・栄養調査 女性 337.8(R1)

30% 県民健康・栄養調査

30% 県民健康・栄養調査

50% 県民健康・栄養調査

50% 県民健康・栄養調査

90% 県民健康・栄養調査 現状値 目標値 ﾃﾞｰﾀｿｰｽ

12% 県民健康・栄養調査 全体 66.8(R4) 63.5

5% 県民健康・栄養調査 男性 82.5(R4) 80.6

12% 県民健康・栄養調査 女性 51.5(R4) 47.7

0% 県民健康・栄養調査

0% 県民健康・栄養調査

0% 県民健康・栄養調査

0% 県民健康・栄養調査

0% 県民健康・栄養調査

0% 県民健康・栄養調査

0%
乳幼児健康診査問診
回答状況

県民健康・栄養調査

県民健康・栄養調査

県民健康・栄養調査

56万人以上 健康増進課調べ

50万人以上 健康増進課調べ

30% 健康増進課調べ

国民生活基礎調査

国民生活基礎調査 現状値 目標値 ﾃﾞｰﾀｿｰｽ

国民生活基礎調査 全体 66.8(R4) 63.5

国民生活基礎調査 男性 82.5(R4) 80.6

国民生活基礎調査 女性 51.5(R4) 47.7

国民生活基礎調査

国民生活基礎調査

国民生活基礎調査

国民生活基礎調査

90% 健康増進課調べ

健康増進課調べ

健康増進課調べ

健康増進課調べ

健康増進課調べ

95% 健康増進課調べ

95% 健康増進課調べ

95%

60%

60%

最終アウトカム
最終アウトカム指標

指標

がん死亡率の減少 1
全がんの年齢調整死亡率
(75歳未満)

国立がん研究セ
ンター
「がん統計」
(人口動態統計)

望まない受動
喫煙のない社

会の実現

がん死亡率の減少 1
全がんの年齢調整死亡率
(75歳未満)

国立がん研究セ
ンター
「がん統計」
(人口動態統計)

最終アウトカム

がん罹患率の減少 19

最終アウトカム指標

指標

中間アウトカム
中間アウトカム指標

指標

全がんの年齢調整罹患率 減少 全国がん登録
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現状値

○がん医療の均てん化
及び集約化の推進

20 7.5点(R5)

○がんゲノム医療提供
体制の整備推進

21 45.9%(R5)

○各治療法の充実 22 77.6%(R5)

23 68.6%(R5)

147人(R4)

75人(R4)

25 85.1%(R4)

26 48人(R4)

27 70.0%(R5)

28 62.4%(R5)

○妊孕性温存等に関す
る支援

29 29.4%(R5)

30 3医療機関(R4)

31 6医療機関(R4)

○地域・介護等との連
携体制の整備

32 100%(R4)

33 47人(R4)

34 57.4%（R5)

35 27,327件(R4)

36 4医療機関(R5)

37 41.3％(R5)

38 85.2%(R2)

○患者会及び活動等の
周知支援

患者会の活動
の充実

39 実施(R4)

40 69.1%(R5)

41 37.6%(R5)

42 49.1%(R5)

43  35市町村(R5)

44 3医療機関(R4)

45 76.2%(R5)

○がんに対する正しい
理解の促進

46 23.4%(R5)

47
239医療機関

（R5)

48 51.0%(R5)

○地域のがん医療を担
う人材の育成

専門人材の増
加

49 －

50 26.8%(R4)

51 15社(R5)

52 0.39(R1)

53 3.1%(R1)

○患者・市民参画の推
進

患者等の参画 54 参画

○オンラインでも対応
可能な相談体制の整備

相談支援への
アクセス向上

55 9医療機関(R4)

分野別施策 個別施策
中間アウトカ

ム

中間アウトカム指標

指標

ゲノム情報を活用したがん医療について知っていると回答した患
者等の割合

本人又は家族が納得いく治療を選択することができたと回答した
患者等の割合

○チーム医療及び
がんのリハビリテ
ーションの推進

医療スタッフ間で患者に関する情報が十分に共有されていると感
じた患者等の割合

がん医療の
充実

がん診療の質
の向上・均て
ん化

がんの診断・治療全般の総合評価（平均点）

精神心理的な苦痛（気持ちのつらさ）を抱える患者の割合

治療開始前に生殖機能への影響に関する説明を受けた患者等の割
合（患者40歳未満が対象）

○多様なニーズに対応
可能な相談支援体制の
整備

小児がん患者の長期フォローアップ外来を開設している拠点病院
等の数

24
拠点病院等におけるリハビリテーションに係る専
門医療従事者数

理学療法士

作業療法士

○がん診断時から緩和
ケアが提供される体制
の整備

患者・家族の
ＱＯＬの向上
（苦痛の緩
和）

拠点病院等における医師(がん等の診療に携わる医師・歯科医師)
の緩和ケア研修修了割合

拠点病院等における医師・歯科医師以外の医療従事者の緩和ケア
研修修了者数

痛みや身体的な苦痛を抱える患者の割合

がん相談支援センターについて知っている患者等の割合

拠点病院等及び指定病院の相談支援センターにおける年間相談件
数

多職種からなるＡＹＡ世代支援チームを設置している拠点病院等
の数

地域の医療機関や在宅療養支援診療所等の医療・介護従事者とが
んに関する医療提供体制等について情報共有し，役割分担や支援
等について検討を行う連携体制を整備している拠点病院等の割合

がんとの
共生

○相談支援センターの
普及啓発及び利用促進

○ピア・サポーターに
よる相談体制の整備

相談支援及び
情報提供の充
実

拠点病院等における相談員基礎研修修了者数（がん対策情報セン
ター相談支援センター相談員基礎研修全課程）

患者会の活動内容やその役割についての周知を図り，がん患者や
家族等による啓発活動や生きがい，仲間づくり等の活動が発展・
充実するように支援

○治療と仕事の両立支
援

患者・家族の
ＱＯＬの向上
（社会的問題
の解消）

治療中に，職場や仕事上の関係者から治療と仕事を両立するため
の勤務上の配慮があったと回答した患者の割合

患者サロンにおいてピア・サポーターを活用している拠点病院等
の数

○緩和ケアを含む在宅
医療・介護サービスの
提供体制の推進

在宅医療・介
護等との連携
体制の充実

がん治療前に，セカンドオピニオンに関する説明を受けた患者等
の割合

24時間体制訪問看護ステーションの割合

治療開始前に就労継続について説明を受けた患者等の割合

○アピアランスケアに
係る相談支援・情報提
供の構築

外見の変化に関する悩みを相談できた患者等の割合

アピアランスケア支援（医療用ウィッグ等）に係る助成事業を実
施している市町村数

○がん患者の自殺リス
クに対する相談支援体
制の整備

自殺リスクに関する研修を実施した拠点病院等の数

つらい症状には（医療スタッフが）速やかに対応してくれたと感
じている患者の割合

基盤の整備

新九州がんプロ養成プラン（鹿児島大学）における３コース修了
者数（事業実施：令和５年度～10年度）

○学校におけるがん教
育の推進
○県民へのがんに関す
る知識の普及啓発

がんに関する
正しい理解の
促進

外部講師を活用してがん教育を実施した学校の割合

がん患者やその家族等の相談支援について，必要に応じてオンラ
インでの相談を受け付けるなど，情報通信技術等も活用している
拠点病院等の数

県がん対策推進企業等連携協定を締結した企業数

○がん登録の推進
がん登録の精
度向上

がん登録精度を示すＭＩ比
（がん死亡数のがん罹患数に対する比）

がん登録精度を示すＤＣＯ率
（死亡情報のみで登録された患者の割合）

県がん対策推進協議会への患者を代表する委員の参画

（家族以外の）周囲からがんに対する偏見を感じる患者等の割合

○在宅療養環境の整備
○ＡＣＰの普及啓発

ライフステー
ジに応じた療
養環境支援の
充実

がん患者に対して在宅医療を提供する医療機関数

アドバンス・ケア・プランニングに取り組んでいるがん診療を行
う医療従事者の割合
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目標値 ﾃﾞｰﾀｿｰｽ 現状値 目標値 ﾃﾞｰﾀｿｰｽ

8点 がん患者状況等調査 全体 66.8(R4) 63.5

50% がん患者状況等調査 男性 82.5(R4) 80.6

80% がん患者状況等調査 女性 51.5(R4) 47.7

70% がん患者状況等調査

147人以上 拠点病院等現況報告

75人以上 拠点病院等現況報告

90% 健康増進課調べ

50人
緩和ケア研修会実施報
告

60%以下 がん患者状況等調査

55%以下 がん患者状況等調査

50%以上 がん患者状況等調査

6医療機関 健康増進課調べ

13医療機関 拠点病院等現況報告

100% 拠点病院等現況報告

47人以上 健康増進課調べ

65%以上 がん患者状況等調査 現状値 目標値 ﾃﾞｰﾀｿｰｽ

30,000件 拠点病院等現況報告

8医療機関 健康増進課調べ

45%以上 がん患者状況等調査

92.7%(R8)
高齢者生き生き推進課
調べ

継続実施 －

73% がん患者状況等調査

40%以上 がん患者状況等調査

55%以上 がん患者状況等調査

43市町村 健康増進課調べ

6医療機関 拠点病院等現況報告

80%以上 がん患者状況等調査

12%以下 がん患者状況等調査

239医療機関
以上

在宅がん医療総合診療
科の届出施設数

56% がん患者状況等調査

95人(R10) 鹿児島大学計画

35%
がん教育実施状況調査
（文部科学省）

20社 健康増進課調べ

0.4～0.45 全国がん登録

2%以下 全国がん登録

参画 －

13医療機関 拠点病院等現況報告

最終アウトカム
最終アウトカム指標

指標

がん患者状況等
調査

国立がん研究セ
ンター
「がん統計」
(人口動態統計)

全てのがん患者及
びその家族等の療
養生活の質の向上

2
現在自分らしい日常生活を送れていると
感じる患者の割合

52.5%(R5) 60%以上

がん死亡率の減少 1
全がんの年齢調整死亡率
(75歳未満)

がん患者状況等
調査

最終アウトカム

最終アウトカム指標

指標

全てのがん患者及
びその家族等の療
養生活の質の向上

2
現在自分らしい日常生活を送れていると
感じる患者の割合

52.5%(R5) 60%以上
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鹿児島県がん対策推進協議会運営要綱

（目的）

第１条 県内におけるがんに関する現状や課題を把握し，がん予防の推進，がんの早期発見・早期治療の促

進及びがん医療の均てん化を図る等，がんによる死亡の減少とがん患者の療養生活の質の向上を目

指し，がん対策を推進するため鹿児島県がん対策推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（業務）

第２条 協議会は，前条に規定する目的を達成するため，次のことを行う。

⑴ がん施策のあり方についての協議

⑵ その他会長が必要と認めた事項についての協議

（構成）

第３条 協議会は，20人以内の委員で構成する。委員は，がん対策に関して優れた識見を有する者のうちか

ら知事が委嘱する。

（任期）

第４条 委員の任期は４月から翌々年３月末日までの２年とし，再任を妨げない。ただし，委員が欠けた場

合における補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。

（役員）

第５条 協議会に会長及び副会長各１人を置く。

２ 会長及び副会長は，委員の互選により選出する。

３ 会長は，協議会の業務を総括する。

４ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。

（会議）

第６条 協議会は，必要に応じて会長が招集し，その議長となる。

２ 議事は，出席委員の過半数で決定し，可否同数の時は，議長の決するところによる。

（委員以外の出席の者の出席）

第７条 会長は必要があると認めたときは，委員以外の者を会議に出席させることができる。

（ワーキンググループ）

第８条 協議会は，鹿児島県がん対策推進計画の見直しに当たり，ワーキンググループを置くことができる。

（庶務）

第９条 この協議会の庶務は，鹿児島県くらし保健福祉部健康増進課において処理する。

（補足）

第10条 この要綱に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，協議会が定める。

附 則

この要綱は，平成19年６月20日から施行する。

ただし，第４条に定める４月については，平成19年度に限り施行日とする。

附 則

この要綱は，平成24年７月10日から施行する。

附 則

この要綱は，平成30年４月２日から施行し，平成30年度から適用する。
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鹿児島県がん対策推進協議会名簿
◎は協議会会長

団体及び役職名 委員氏名

県がん診療連携拠点病院 上野 真一（鹿児島大学病院腫瘍センター長）

小児がんサポート・のぞみ会長 大山 孝広

鹿児島県町村会代表 大山 辰夫
（三島村長）

日本対がん協会鹿児島支部
桶谷 薫（公益財団法人鹿児島県民総合保健センター副理事長）

公益社団法人鹿児島県歯科医師会理事 川越 佳昭

鹿児島県教育委員会教育長 地頭所 恵

公益社団法人鹿児島県薬剤師会副会長 下田 健一

地域がん診療連携拠点病院
田中 康博（国立病院機構鹿児島医療センター院長）

特定非営利活動法人ピンクリボンかごしま理事長 帖佐 理子

鹿児島労働局労働基準部健康安全課
壷屋 明課長補佐（併任）地方労働衛生専門官

公益社団法人日本オストミー協会鹿児島県支部事務局長 中間 松雄

鹿児島県市長会理事
塗木 弘幸（南九州市長）

かごしま緩和ケア・ネットワーク世話人 濵田 努

鹿児島県くらし保健福祉部長 房村 正博

公益社団法人鹿児島県医師会副会長 ◎ 牧角 寛郎

特定非営利活動法人がんサポートかごしま理事長 三好 綾

特定非営利活動法人鹿児島県地域女性団体連絡協議会副会長 山﨑 奈美子

鹿児島県保健所長会会長
四元 俊彦（加世田保健所長）

公益社団法人鹿児島県看護協会副会長 渡邉 和代

（５０音順）
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鹿児島県がん対策推進計画

令和６年３月

鹿児島県くらし保健福祉部健康増進課

〒890-8577 鹿児島市鴨池新町10－１

TEL（099）286-2721 FAX（099）286-5556



－ 484 －



－ 485 －



－ 486 －


